
論 文 要 旨   

平成10年3月20日  

地球環境問題に対する会計的アプローチを探るために、  

a，会計は環境問題をどのように認識するのか  

b，会計は環境問題の何をどのように表現するのか  

という二つの課題を提起した。この間題提起は、これまでの会計領域における  

地球環境問題へのアプローチが、既成の会計の枠組みの中での手法の開発にと  

らわれ、地球環境問題がいかなるものであるのかという検討を経た上での会計  

的アプローチを模索しているとは思われなかったことに起因する。そこでまず、  

環填問題そのものをいかに認識するかという課題の検討から始めた。   

第一章では、この課掛こ取り組むためにカップ、宇沢、そしてギデンズとい  

う三人の研究者を取り上げた。彼らはいずれも、近代社会を強く規定している  

資本主義社会あるいは産業主義社会という大きな社会的枠組みの中から環境問  

題を認識している研究者であった。   

かれらの所説の検討を通じて、地球環境問題が近代という時代的特性に本質  

的に深く結び付いていることが明らかとなった。すなわち、地球環境問題は単  

に自然科学的観点からだけではなく、社会的現象として認識できるし、また、  

そのような認識にもとづいた上で、われわれに何ができるのかを考えるペきで  

あるとの結論を得た。地球環境問題に対する社会科学的なアプローチの要事性  

が、ほかでもない、地球環境問題その 導かれることが理解され  

たのであった。   

かかる理解に立脚℃鳶上で、カッ 検討を通じて得られた指  

針にしたがって、検討を試みることにした。すなわち、カップの所説からは；  
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1）社会的費用は、その発生に人々の注意を向けるという、いわば注意喚起  

情報を提供する機能を有していること、   

2）社会的費用の相対的な大きさについて検討するためには、近代産業社会  

でそれらが生起する過程を理解すること、   

3）生産過程や事業慣行と社会的損失との間の因果関係を明らかにすること、  

の3点を指針として抽出した。   

他方、宇沢の所説にあっては；   

1）自然環境そのものを管理するというよりも、自然環境保護の仕方として  

の自然環境管理組織に着目し、その有効性と運営方法についての理論モ  

デルを検討すること、   

2）その理論モデルは、①管理可能であること、及び②管理組織の構築が可  

能であること、を前提として構想すること、   

3）かかる取り組みの当然の帰結として、自然環境管理組織のマネジメント  

が問題となること、   

4）マネジメントの主体はわれわれ自身であること、  

の四点を指針として抽出した。これらの指針から、環境マネジメント概念を構  

憩した。   

第二煮では、この「環境マネジメント」の概念鹿足から議論を開始している。  

第一章において、地球環境問題を近代社会の本質にかかわるものとして位置付  

けたことから、環境問題をわれわれ自身における内在的問題として認識し、そ  

れゆえ、環境マネジメントを、われわれ自身による、われわれ自身に対するマ  

ネジメントであると位置付けた。その上で、環境マネジメントの概念構成の基  

礎となるものとして、①環境上の主体としての自己認隷、②リスクの認識、③  

コミュニケーションの必要性、を掲げた。   

このような環境マネジメントの概念をもとにして、環境マネジメントのメカ  

ニズムについて、以下の諸項目を検討した。  

a，環境マネジメントの主体；われわれ自身をマネジメントの主体とする。  

b，環境マネジメントの対象；  

環境に影響を及ぼしているわれわれの活動や、それに用いる製品 

はサービスを対象とした。そして、活動に関しては、価値連鎖の 

ら見た分析が有効であり、製品またはサービスにづいては、そのライフ  

サイクル全体を視野に収めることの必要性を明らかにした。   

マネジメント・サイクル；  

PDCA【Plaれ十恥Check－Act］サイクルを基本として、そこに葦点指  

向の考え方を取りいれて、マネジメント手技とした。  
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d，環境影響評価；  

環境マネジメントのもっとも特徴的な部分で、活動、製品又はサービ  

スの環境に影響を及ぼす側面を特定し、その影響を評価することがポイ  

ントとなることを指摘した。そして、そこで作成される環境影響評価表  

は、環境負荷要素と環境影響とを結び付ける因果関係表であることを指  

摘した。  

また、直接的影響と間接的影響という見方を提供して、マネジメント  

範囲の限界領域を考えることの必要性を明らかにした。   

e．継続的改善；  

近代社会が有する知識の再帰性という考え方を背景しして、環境マネ  

ジメントにおける自己変革の必要性を指摘した。フィードバックと自己  

言及という二つの形態があるが、とくに後者の可能性を重視した。   

このような考察を経て、実際の環境マネジメント・システム（EMS）につ  

いて、ISO規格を中心に検討した。   

第三章では、EMSへの会計的アプローチのための会計手法についての考察  

をおこなった。とりわけ注目されたのは、管理会計領域における検討であった。  

LCCやTQMに関する議論においては、製品原価を志向する方向と、業務の  

改善を志向するマネジメントの方向とでは考え方が逢う点を明らかにした。ま  

た、品質原価計算の枠組みをそのままEMSに応用することには問題があり、  

品質管理と環境マネジメントの本質的な違いを認激して検討することの必要性  

を指摘した。   

こうした検討を通じて、EMSへの会計的アプローチを行うためのマネジメ  

ント・ツールとして、TCMに着目し、その構成原理にもとづいて議論を展開  

した。その原理とは、①ビジネス・プロセス分析、②活動基準原価割算、③継  

続的改善、の3つである。   

ここでの検討によって、価値連鎖の観点からするアプローチの有効性を確認  

するとともに、コスト・ドライバー論の検討から、製品原価に向かう方向と、  

業務の改善に向かう方向の2つに伸びる因果連鎖を考えることができることを  

明らかにした。そして、その因果連鎖に着目したと善、環境マネジメントにお  

ける環境影響評価表が増し示す因果関係とパラレルに考えることがで書ること  

を指摘した。   

他方、TCMが継続的改善を果たそうとするとき、業績評価との関連から、  

財務情報と非財務情報との均衡統合が指摘した。そうしたことから、社会費任  

会計におけるコラントーニ・モデルを取り上げて、そのEMSモデルへの応用  

を検討した。そこでは、予算開示というコラントーニ・モデルの外部指向を、  
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内部コミュニケーション重視の会計モデルへの転換という操作をした上で、こ  

のモデルが、環境マネジメントに有用であることを確認した。   

さらに、アカウンタビリティ論を再検討し、アカウンタビリティに関する独  

自の定義を試みた。これは、環境マネジメントに内在するコミュニケーション  

機能を担保するものとして、アカウンタビリティを再理論化しようという試み  

であった。   

以上のような考案を経て、第四章では、会計による環境マネジメントのため  

の概念モデルについての私見を提示した。この私見の提示は、環境マネジメン  

トの考え方にのっとった会計アブロ■チによって、われわれ自身の自己変革を  

継続的に行っていくことを目指したものである。   

まず、環境負荷要素と、工程（活動）と、環境影響との間の因果連鎖を物質  

タームによる「環境上の基礎的フロー」を用いて表現し、環境マネジメントに  

取り組む鮭の基本構造関係を明らかにした。   

ついで、前章までの検討において指摘した、アプローチ上の区別にしたがっ  

て検討を進めた。すなわち、環境マネジメントの対象を、われわれの行う活動  

と、それに用いる製品又はサービスとに区別し、そのそれぞれについて検討艮  

行うというものである。活動に関しては、環境コストをどのように認識するの  

か、という議論を踏まえて、環境マネジメント・システムの中に会計的アプロ  

ーチがどのようにかかわっていくのかを明らかにした。   

他方、製品については、そのライフサイクルをもとにした分析を中心に行い、  

とりわけ、廃棄プロセスでの分析に力点をおいた。その結果、製品原価を志向  

する方向と、業務改善等のマネジメントを志向する方向との交差する場面が、  

環境マネジメントにもとづく会計的アプローチのもっとも優れた点であること  

を指摘できたのであった。   

さらに、廃棄プロセスにおける財務会計的表現可能性を指摘し、場合によっ  

ては、将来的に財務諸凄への記載の可能性も生まれることを指摘したのである。   

以上のような考案によって、環境マネジメントにもとづく会計的アプローチ  

の有効性を明らかにするとともに、地球環眉間題に対する会計領域からの研究  

が、地球環境間頴の解決に向けての絶え間ない努力に結び付くことができると  

いうことを確信するものである。  

以   上  
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はじめに  

地球環境問題に対する会計的なアプローチを考える上で、もっとも重要で、  

かつもっとも難しい課題は、地球環境問題に対してどのような視座をもつのか、  

ということであろう。ある限られた地域とか、一つの社会とかの範囲内で考え  

ていくことのできる地域的な環境問題とは異なり、地球規模でのグローバルな  

問題としての地球環境問題は、あまりにもスケールが大きすぎて、われわれに  

一体何ができるのかという闘いを突きつけてくるからである。   

本稿で、基本的問題意識として提示したことも、まさにこの点にかかわるも  

のである。すなわち；  

a，会計は環境聞頴をどのように認識するのか  

b，会計は環境問題の何をどのように表現するのか  

という二つの課題が議論の出発点であった。   

これには、他方、これまでに試みられてきた地球環境問題への会計的アプロ  

ーチに対する疑問もあった。つまり、それぞれの会計分野で、それぞれにもっ  

とも得意な会計手法を用いて地球環境問題に取り組んではいるものの、そもそ  

も地球環境問題をどのような問題として認識しているのかが明確にされないま  

まに、会計的アプローチが検討されているように思われたのである。地球環境  

問題がこれまでの環境問題と違うというのであれば、その本質からアプローチ  

方法を考えることができるのではないか、と思われたのである。   

第一章で昧、このような問題意識から、地球環境間穏をどのように認識する  

のかという課題に取り組むために、カップ、宇沢、そしてギデンズという三人  

の研究者を取り上Iプた。彼らは、いずれも、近代社会を強く規定している資本  

主義社会あるいは産業主義社会という大きな社会的枠組みの申から環境問題を  

認識している研究者である。   

かれらの所説の検討を通じて、地球環境問題が近代という時代的特性に本質  

的に深く結び付いていることを明らかにした。すなわち、地球環境問題は単に  

自然科学的観点からの考案だけではなく、社会的現象として認識できるし、ま  

た、そのような認識にもとづいた上で、われわれに何ができるのかを考えるペ  

きであるとの結論を得たのであった。地球環境問題に対する社会科学的なアブ  
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ローチの重要性が、ほかでもない、地球環境問題そのものの特質から導かれる  

ことに気づかされたのであった。そこから、環境マネジメントという概念を導  

くことになった。   

第二章では、この「環境マネジメント」の概念規定から議論を開始している。  

本稿では、第一章において、地球環境問題を近代社会の本質にかかわるものと  

して位置付けたことから、環境問題をわれわれ白身における内在的問題として  

認識し、それゆえ、環境マネジメントを、われわれ自身による、われわれ白身  

に対するマネジメントであると位置付けた。その上で、環境マネジメントの概  

念構成の基礎となるものとして、（1）環境上の主体としての自己認識、（2）リ  

スクの認識、（3）コミュニケーションの必要性、を掲げたのであった。   

このような環境マネジメントの概念をもとにして、実際の環境マネジメント  

・システム（EMS）の考察を、1SO規格を中心に行ったのであった。   

第三章では、EMSへの会計的アプローチのための会計手法についての考察  

をおこなった。とりわけ、注目されたのは、管理会計領域における検討であっ  

た。LCCやTQMに関する議論においては、製品原価を志向する方向と、業  

務の改善を志向するマネジメントの方向とでは考え方が適う点を明らかにした。  

また、品質原価計算の枠組みをそのままEMSに応用することには問題がある  

ことを指摘した。   

こうした検討を通じて、EMSへの会計的アプローチを行うためのマネジメ  

ント・ツールとして、TCMに着目し、その構成原理にもとづいて議論を展開  

した。その原理とは、（1）ビジネス・プロセス分析、（2）活動基準原価計算、  

（3）継続的改善、の3つである。   

ここでの検討によって、価値連鎖の観点からするアプローチの有効性を確認  

するとともに、コスト・ドライバー論の検討から、製品原価に向かう方向と、  

兼務の改善に向かう方向の2つに伸びる因果連鎖を考えることができることを  

明らかにしたのであった。そして、その因果連鎖に着日したとき、環境マネジ  

メントにおける環境影響評価表が指し示す因果関係とパラレルに考えることが  

できることを櫓摘した。   

他方、TCMが継続的改善を果たそうとするとき、業績評価との開運から、  

財務情報と非財務情報との均衡統合が指摘された。そうしたことから、社会責  

任会計におけるコラントーニ・モデルを取り上げて、そのEMSモデルへの応  

用を検討した。そこでは、予算開示というコラントーこ・モデルの外部指向を、  

内部コミュニケーション重視の会計モデルヘの転換という操作をした上で、こ  

のモデルが、環境マネジメントに有用であることを確認した。   

さらに、アカウンタビリティ論を再検討し、アカウンタビリティに関する独  
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自の定義を試みた上で、環境マネジメントに内在するコミュニケーション機能  

を担保するものとして再理論化を試みたのであった。   

以上のような考察を経て、第四牽では、会計による環境マネジメントのため  

の概念モデルを提案した。これは、環境マネジメントの考え方にのっとった会  

計アプローチによって、われわれ自身の自己変革を継鏡的に行っていくことを  

目指したものである。   

まず、環境負荷要素と、工程（活動）と、環境影響との閤の因果連鎖を物質  

タームによる「環境上の基礎的フロ→」を用いて表喫し、環境マネジメントに  

取り組む際の基本構造関係を明らかにした。ついで、前章までの検討において  

指摘した、アプローチ上の区別にしたがって検討を進めた。すなわち、環境マ  

ネジメントの対象を、われわれの行う活動と、それに用いる製品又はサービス  

とに区別し、そのそれぞれについて検討尾行うというものである。活動に関し  

ては、環境コストをどのように認識するのか、という議論を踏まえて、環境マ  

ネジメント・システムの中に会計的アプローチがどのようにかかわっていくの  

かを明らかにした。   

他方、製品については、そのぅイフサイクルをもとにした分析を中心に行い、  

とりわけ、廃棄プロセスでの分析に力点をおいた。その結果、製品原価を志向  

する方向と、業務改善等のマネジメントを志向する方向との交差する場面が、  

環境マネジメントにもとづく会計的アプローチのもっとも優れた点であるとい  

う指摘を導くことになったのである。   

さらに、廃棄プロセスにおける財務会計的表現可能性を指摘し、場合によっ  

ては、将来的に財務諸表への記載の可能性も生まれることを指摘した。   

以上のような考案によって、環境マネジメントにもとづく会計的アプローチ  

の有効性を明らかにするとともに、地球環境間潟に対する会計領域からの研究  

が、地球環境問題の解決に向けての絶え間ない努力に結び付くことができると  

いうことを確偏したのである。  
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感蔭鞄誘換   

蓮 て箪＋漫  

第一章 環境問題の所在  

1．環境問題に対する会計的アプローチ  

21世紀を目前に控え、社会の様々な局面において、今世紀に起こった出来事  

の見直しや整理、そして来世紀へ向けての準備が始められている。   

環境問題についても、r環境の世紀j＝とも呼ばれる次世掛こ向けて、これ  

までの取組みの見直しや新たに提起された課題の整理、そしてわれわれの採り  

得る選択肢の再検討などの必要性が認識されつつある。と同時に、地球温暖化  

対策における先進国と途上国の対立にみられるように、環境問題自体が内包す  

る構造的諌藩に対し、いずれの政府も国民も、これといった有効な対応を打ち  

出せないばかりか、このような構造的な課掛こ対してわれわれ自身の意識が十  

分についていっていないことも、また、明らかになりつつある。   

環境自書［1997．a］では、環境問題の現状について、「現状のまま推移すると、  

人類のみならずすべての生物の生存基盤である地球環境のバランスが崩れるお  

それがある」とした上で、具体的には次のような四つの問題をあげ、その危機  

的状況の意味を以下の二点に要約している（環境自書［1997．a】pp，7－11）。  

＊具体的問題  

①地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨などの地球環境問題  

②都市生活型公害や廃棄物処理の問題  

③有害華化学物質による環境汚染  

⑧自然環境の荒廃と生物多様性の喪失  

＊危機的状況の意味  

1）われわれは、再生可能な資源を大豊に使用し、また、再生不可能な資  

源の使用量を、遠からず限界に達することを認識しつつも、依然とし  

て増加させ続けており、持続可能な産出量の限界を超えて過剰消費度  

続けると、資漁基盤それ自体を食いっぶし、自然環境のみならず経済  

・社会をも不安定化することになること。  

2）われわれは、その変化が引き起こす詳細な影響・結果や、変化をくい  

止め、回復するための方策について、科学的な知見を必ずしも十分に  
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持ち合わせていないにもかかわらず、地球全体の気候、豊かな生態系、  

人体をとりまく環境などのような極めて巨大で複雑かつ棒線な構造を  

持っものに対し、それぞれ、地球温暖化、自然環境の大規模な改変、  

環境の保全上の支障を生じさせるおそれのある多種多様な化学物質め  

環境への放出などの人為的な作用によって、急激で不可逆的な変化巷  

もたらしていること。  

このような環境問題の現状と危機を踏まえた上で、これまでに提案された環  

境開削こ対する会計的アプローチがどのようなものであるのかを、そのアプロ  

ーチの切り口に着目してランダムにあげてみると、おおよそ次のようなものが  

あげられることになる。すなわち；  

（1）財務会計的アプローチ2）  

既存の財務会計を前提として、その枠内で環境問題をどのように扱い得  

るのかについて検討することを試みる。企業の環境保護活動に関連し生じ  

た収入額や支出額の把握に力点が置かれる。  

（2）管理会計的アプローチ3〉  

環境閑雇の企業活動について、企業内部の経常管理目的のために必要な  

情報を餞別・収集・分析しようとするものである。議論の多くは、環境コ  

ストの管理や低減のためにはどのような会計技法を開発すればよいのかと  

いう点に関心をおいている。なかでもと注目されているのは、ライフサイ   

クル・コスティング（Life Cycle Costing：以下LCC）や統合的品質  

理（TotalQtlalityl8nage血ent：以下TQM）、並びに活動基準原価計算  

（ictivity Based Costing：以下ABC）などを環境管理分野に応用しよ  

うという試みである。  

（3）外部報告アプローチ4）  

企業の社会報啓を促進させるという観点から、企業に対し、彼らの行っ  

ている環境保全蒋動についての外部報告を積極的に求めていく見解である。  

そのため、外部報告をする根拠としてのアカウンタビリティの問題を中心  

として、企業と社会との間の相互関係についての課題に主たる議論を展開  

している。  

（4）エコロジカルアカウンティング・アプローチ封  

企業の発生させる環境負荷をそれぞれに相応の物鼻単位で測定した上で、  

らを等価係数と呼ばれるエコロジーの観点から見た稀少性尺度で加重  

ことによって、個々の環境負荷真の比較可能性や計算可能性を確保し  
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ようというアプローチである。さまぎまな環境負荷を統一的な基準にした   

がった数量として認識できるようにしたことが、その一番の特徴である○  

（5）環境マネジメント・アプローチ¢l  

企業その他の組鰍こ適用される環境マネジメントシステム（EnvironⅧen   

tallanage脚tSy＄teP：以下EMS）に着日し、EMSの運用に立脚した   

会計アプローチを模索するものである。マネジメントシステムを研究対象   

とすることから、先の（2）管理会計的アプローチとの関連性が高いものと  

なっている。  

（6）環境監査アプローチ7）  

監査論の立場から環境開削こ淑り組むアプローチで、その対象を企集が   

独自に行う内部環境監査のlまか、第三者の行う外部環境監査、地方自治体   

監査、さらには社会監査をも視野にいれた議論を展開している。監査領域   

の拡大は、内在的には監査対象についての透明性や健全性の確保の要請が   

あり、外在的には監査機能の専門性や公平性、監査人に期待される役割や   

責任の拡大をともなっていることから、他に示したアプローチとの関係を  

示しながら議論されることが多い。  

（7）マクロ会計アプローチ8）  

企業観繊を主眼としたミクロ会計に対し、国や地域社会レベルで環境開   

削こついての記述を試みるものである。その代表的なものは、国民軽済計   

算における環境サテライト勘定や環境経済統合勘定に関する議論である。  

さらに、一定の社会資本や社会的組織体についての議論もここに含まれる  

ものと考えられる。  

一見して気づくことは、上記のような会計におけるアプローチの分類は、そ  

れ自体が会計における分野区分、会計目的、会計手法等の相違にしたがってい  

るということである。きわめて当たり前のことなのであろうが、念の為に確認  

してお酎ま、環境問題に対する会計的アプローチは、それぞれの会計領域にお  

いて、それぞれに独自の目的で、それぞれに開発した会計手法を用いて、取り  

組まれているのが現状だということである。   

もちろん、いうまでもないが、こうしたやり方がいけないというわけではな  

い。今H、環境問題への取り組みは、さまぎまな主体において、さまぎまな目  

的で、さまざまなやり方をしながら行われており、そのこと自体は、環境開雇  

への関心の広がりや環境意識の高揚、環境問題引こ対する放り組みの深化や環境  

対策の高度化を示すものとして歓迎すべきことである。そして、そのようなそ  

れぞれの主体による取り組みの展開にともなって、会計が、これまでに培って  
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きた経験や開発してきた手法を用いて環境問題に取り組むことはごく自然なこ  

とである。そうであるばかりかむしろ、社会全体が環境問題の深刻き、環境危  

機の椒の深さに気づき、自らのできることから閥掛こ取り組もうとしているさ  

なかに、会計がただひとり、無関心を装ってそれを傍観しているのであればヾ  

会計はその存兢意義を問われることになるであろう。それゆえ、現在、上に記  

したようなさまぎまなアプローチが会計のあらゆる領域で試みられていること  

は、大変に望ましいことといえよう。   

しかしながら、このような状況を前提とした上で、二つのことがいい得る。  

その一つは、これもまたごく当然のことなのだが、それぞれに目的も手法も対  

象も異なる会計アプローチを行う必然的な帰結として、それぞれの会計手法に  

ょって描き出された環境問題（ないしは環境対策）についての会計的評価は、  

それぞれに別のものだ、ということである。いい換えれば、会計を通じて環境  

間産の何を表現しようとしているのかが、それぞれに異なるということである。  

このことは、会計をF経済事象の表現手段jのひとつとして考えれば一層理解  

しやすくなる。例えば、美術においてある物を模写しようとするとき、その表  

現手段には、油彩、水彩、パステル画、エッチング等々、さまざまな手法があ  

り、しかもそれらを使って描かれた作品は、それぞれに独自の特徴や画風を兼  

ね備えたものとなる。このことと同様に、環境問題あるいはそれに対する取り  

組みを会計的に表現しようとしたとき、それぞれの会計手法は、それぞれの目  

的やそれぞれの手法にしたがって、それぞれに個性ある会計表現を行う。それ  

ゆえ、そこに描き出された環境問題の会計的表現はそれぞれの手法において特  

色のあるものとなってくるのである。と同時に、このことは、われわれが環境  

問題の何について表現したいのか、環境対策のどこに価値を見出だしているの  

かによって、採り得るアプローチが、用い得る会計手法が、選択されなければ  

ならないということを示している。こうした観点から再度上記に掲げた各アプ  

ローチを眺めた時、それぞれの会計アプローチが環境問題の何を表現しようと  

しているのか、それぞれの会計アプローチは環境対策の何を重要だと考えてい  

るのかが、明確になっているのだろうか。   

もう一つ指摘できることは、環境間崩そのものについての認識のしかたであ  

る。会計を表現手段であるとした先の例にしたがっていえば、会計が表現しよ  

うとしているところの対象物である環填問題そのものについて、それぞれの会  

計アプローチはどのように考えているのか、どんなふうに認識しているのか、  

ということが、なかなか見えてこないのである。思うに、環境問題に対して、  

金村は、自分たちがそれをどのように表現できるのか、どんな技術をもってい  

るのかということにとらわれ過ぎて、環境問題がそもそもどんなものであるの  

－ 7 －   
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か、どのように考えていくことができるのか、という点に関して少々無関心で  

はなかっただろうか。   

ぁらためて本章の冒頭に引用した環境自書で抱摘された環境開削こおける危  

機的状況の意味を振り返って見よう。その蒋括の一つ臥われわれは地球環境  
に限界があって、しかも今のままの状態でいれば遠からず限界点に達するとい  

ぅことを知っていながら尚、依然として現状を変えられないでいるということ  

であり、そして、もう一つが、われわれは環境に対する影響をくい止め、回復  

させる有効な方策についてろくに知りもしないくせに尚、急激で取り返しのっ  

かない変化を引き起こすような人為的な活動を行っている、ということであっ  

た。会計的アプローチは、このような環境問題の危機的状況について認識した  

上でそのアプローチを選択しているだろうか。もちろん、ものごとの認濃方法  

について、正しいとか聞達っているとかを云々するつもりはないし、また、問  

題の所在を認識したとしても、だからといって答えが直ちにみつかるような問  

題でもない。けれども、どのようなことが現在問題となっているかを知り、そ  

れに対してどのように立ち向かっていくのかを考えることは、きわめて重要だ  

と考える。環境間者において会計ができることを探すということは、単に会計  

がこれまでに培ってきた技法を環境間掛こ対して使うということだけを意味す  

るものではなく、環境問題そのものを会計の視座から見直すとどうなるのか、  

会計は環境間頴をどのように認識するのか、ということも含まれるのではない  

かと考える。   

ここにおいて、次の2点についての問題振起ができると患われる；すなわち、  

8，会計は環堵問題をどのように認識するのか  

b，会計は環境問題の何をどのように表現するのか  

もちろん、これらの開いに真正面から解答を与えることは現時点ではとても  

できない。けれども、これらの問いを検討することによって、環境税題に対す  

る会計的アプローチのひとつを自分なりに掘り下iプていくことが可搬では射、  

かと考える。そして、これが本稿における検討の方向であり、問題意識の底流  

をなすものである。  

啓戯  

睡  

T料  「  

I  

官幣 降  
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2．環境問題の検討のための要件  

環境問題をどのように認識するのかという問いについては、これまでにもさ  

まざまな学問領域で多くの研究者が取り組んできた課題である。そのすべてを  

網羅的に検討し理解することはとてもできることではないし、また、必ずしも  

そうする必要があるとも思われない。先に述べたように、かかる問いに解答を  

与えることを第一の目的としているわけではなく、このような開いを通じて環  

境問題に対する会計的アプローチを検討することが狙いだからである○   

そこで、ここでは、公害に起因する環境破壊の問題の中から企業の社会的費  

用についての論考を展開したE．I，カップと、社会的共通資本という独月の概念  

を用いて環境問題を含めた社会経蘭学に接近する宇沢弘文という二人の研究者  

を取り上げて、彼らの環境問題に対する問題意識を検討することから始めて、  

環境開港に対してどのように向き合っていったらよいのかについて考察を行う。  

2－1カップ・社会的費用諭  

（1）社会的費用の認識   

力ップ［195Dコでは、社会的費用を「第三者あるいは一般大衆が私的経済活動  

の結果こうむるあらゆる直疲・間接の損失を含むもの」（カップ［1950］p．13、  

訳書p．15）と定義づける。その上で、公賓閥頴を食掛こおきつつ、現代の農本  

主義制皮において凱社会的費用の発生は避けようがなく、資本主義の歴史は  

社会的費用を敬譲して重た歴史でもあると考えたのであった。   

この考え方の特徴は、社会的資財を資本主義社会というコンテクストのなか  

に位置付照ることで、社会的登用を通じて現代資本主義社会並びにその中に内  

包されている近代経済学への批判的精神が内在されている点紅ある。ノこの傾向  

妊▲効ップ【1975］においてよりいっそう廠在化しており、一般均衡動こ太鼓く  

依存する現代の経済学を批判し、制度派経済学を支持してその擁護め、ためにわ  

ざわざ一章を剥いているはどである。が、そうした経済学上の論争はよもあれ、  

ここくで着目すべ蕃点は、カップの社会的費用論が、私的金魚の引き起こした社  

会的群衆の火きさを単に測定しようというところに主眼がおかれているのでは  

なく、資本主義社会という大きな経済社会増魔の申で認識されている点である。  

むし男、車代憑車重義を批判するために社会的費用論を幾申したと考えること  

さえで泰るィのかも↓れない。この点を押さえでおくと、次に続くカップの政鵠  

紛議諭養いっそう容易に理解できることになろうや  

－ 9 岬   
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（2）社会的費用の貨幣的評価   

カップは、私的生産が引き起こす社会的損失の除去あるいは矯正という実際  

的な政策課題のためには、生産の社会的費用をある種の量的な計測をする必要  

があるというのであるが、この量的計謝について次のような見解を示している  

「社会的損失のこのような量的推定値を提示することの意図は、ある特定年  

間の生産の社会的費用の正確な計測値を伝えることにあるのではなくて、むし  

ろ読者に社会的費用の重要性と、比較可能な貨幣尺度で表わしたその大体の大  

きさとを納得させ、なおこれ以上の事実についての研究への途を示すことにあ  

る」（カップ［1950］p．21、訳書pp．23－24）。  

ここで着目されるのは、カップのいう社会的費用の性格が、社会的費用の正  

確な測定ではなくして、社会的費用の発生に対して人々の注意を引くための、  

いわば注意喚起情報の一種と考えられている点である。このため、社会的費用  

を正確に貨幣評価しようという試みはあまり重要視されていないことが理解さ  

れるし、実際、以下の言葉からもこの点は明白になっている；  

「なおまた、たとえ社会的損失についての入手可能な貨幣的推定値が完全で  

あったとしても、それらは依然として断片的たるに止まるものと考えられねば  

ならないであろう。なんとなれば、ある穫の社会的損失はその性質上無形的な  

ものであって、貨幣の尺度以外のもので評価されねばならないからである」  

（カップ［1950］p．21、訳書p．24）。  

それゆえ、生産の社会的費用の究操的な大きさの決定は「社会的評価」の問  

題であるとされ、結局のところ、社会的費用の大きさは「組繊化された社会が  

その場合に生ずる有形的価値と無形的価値との両者に付する著要牲によって定  

まる」（カップ［1g50］p．21、訳嘗p．24）とする。   

しかしながら、ここでいう社会的評価の手法については現時点では科学的研  

究の領域外にあるとして、主観的な価値判断を経済分析の中に持ち込まないよ  

うにするために次のようにいう；  

「経済学と個々の経済学者とは、一方では各種の生産過程や事業慣行、他方  

では社会的損失や損害の両者の間の因果関係を明らかにする以上の事は為し得  

ないのである。同様に、社会的損失や損害の事実に関する証拠を総示し、比較  
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的有形的な損失のおおよその大きさについての貨幣尺度による各種の推定値を  

提供することも科学的研究の領域内にある。しかし、いずれにしても、社会的  

費用の大きさの最終的評価については仮定が許されるのみであり、そのあとの  

理論的及び実際的な結論は、このような仮定いかんによるのである。生産の社  

会的費用の相対的な大きさについての最も試論的な前提ですら、これを作り上  

げることが可能となるためにはヽまず近代産業社会でそれらが生起する方法を  

理解することが必要である」（カップ［1950］p．22、訳書p．25）○  

このような認識に立脚して、カップ【1950】は以下の章において、哲学への復  

帰、経済的研究の領域拡張、社会的選択などを骨子とする「新政治経済学への  

途」を提案する。近年における経営理念や経営倫理の重要性の主張や環墳主義  

に基づくの産業社会・循環型経済社会の建設の提唱などと考え合わせると、い  

ずれも興味深い論点である。しかしながら、本稿で着目すべき点はこれまでの  

段階ですでに提示されたと思われるので、それをまとめることにする。  

（3）検討   

思うに、カップのいうように、環境の社会的価値の総体を正確に貨幣評価す  

ることは実際間鳥として不可能であろう。今日提案されている環境の経済的価  

値の測定・評価方法の多くは、それによって導かれた数億を用いて何らかの意  

思決定を行うという目的の下に開発されたものであって、所定の目的達成のた  

めには有効であろうが、他の目的ないしはカップのいう一般的な環境価値の測  

定のために適切な手法であるとは限らないからである。   

すると、カップの議論の中からわれわれに対して大きな示唆を与えてくれる  

ポイントを抽出すると、次の3点に要約することができよう。  

a）社会的費用の議論は、その発生に人々の注意を向けるための、いわば注意  

喚起情報を鍵供する機能を与えられているのではないか考えられること  

b）社会的費用の相対的な大きさについて検討するためには、まず近代産業社  

会でそれらが生起する方法を理解することが必要であること  

c）とりあえずわれわれになし得ることと考えられる事柄は、各種の生産過程  

や諷発憤暦と、社会的損失・損害との間の因果関係を明らかにすることで  

ある  

、 t故  
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2－2宇沢・社会的共通資本論  

勤   

（1）問題認識の経緯   

字沢紬［1g94．b］の議論の出発点は、1980年代にはいってから生じた経済学の  

考え方に関する大きな転換を認識したことによる。「それは、資本主義あるい  

は社会主義をいう伝統的な思考の枠組みを越えて、いわば制度主義ともいうペ  

き新しい体制概念の展開」であった（手沢抽［1994．b］p．1）。かかる転換を惹  

起した典型的な、かつ深刻な事象が、自然環境の汚染・破壊である。以下、手  

沢帥［1994，b］の論旨に沿いっつ説明すると、次のようになる；  

歴史的観点からみて、従来より自然環境は、それぞれの特性やそのときどき  

の技術的、経済的、法制的制約条件に応じて、固有な制度を形成し、固有なル  

ールにしたがって、管理・維持されてきたのであった。ところが、産業革命を  

契機として、工業化を最も効率的に進展させるための組織や制度が普及すると  

同時に、近代合理主義的な政治哲学に基礎づけられた近代国家が形成されるに  

ともなって、自然環境の管理・維持に関する優れた制度は、法制的、社会的、  

あるいは経済的勧点から見て、前近代的、非効率なものとして排除されてしま  

った。とりわけ28世紀以降、その傾向lま加速されたのであった。それが、今日  

に至る自然環境の破壊をもたらす要因となったのである。   

しかしながら、1湘0年代に入り、これらの歴史的諸制度が果たしてきた役割  

や機能をあらためて評価し、持続的な発展の可能性を模索しようという動きが、  

社会科学、自然科学を通じて生じてきたのである。すなわち、コモンズ9）や入  

会】0）などの、自然環境を管理・維持する仕組みや制度がどのような機能をも  

ち、全般的な経済発展のプロセスの中でどのような役割を果たすのか、という  

問題提起である。このような課題を考察しようとしたときに、自然環境という  

秩念を拡大して「社会的共通資本」というより包括的な概念が必要となってき  

たのである（宇沢抽［1994，b］pp．ト4参照）。  

ここで興味をひく点は、字沢の関心が、方向としては、社会的共眉農本が経  

済循環プロセスの申でどのような機能を果たすのかについての一般的な理論モ  

デルという枠組みの中での分析に向けられているとはいえ、そのための契機と  

して自然環境を管理・維持するための制度や機構に着目した点である。   

環境問題に関しては、ともすればわれわれは、自然虜超そのものについての  

自然科学的・物理的理解から直ちに善し悪しの判断を下してしまい、自然環境  
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を適切に管理・維持するためにはどうすればよいのか、管理・維持のためには  

どのような方法が考えられるのかについて、きちんとした検討を試みる機会を  

端折ってしまっているのではないだろうか。あるいはまた、そもそも自然環境  

を管理・維持するとはどういうことなのか、それが何を意味しているのかにつ  

いて深く考えることなしに、自然環境を管理できることを当然の前提として議  

論を組み立てたりしてはいないだろうか。もちろん、一定の仮親の下に理論を  

組み立てることの自由も意義も否定するつもりはないし、そこからあらたな発  

見を見出だすこともできるであろうから、そうしたアプローチを否定するつも  

わはない。  

しかし、ここで指摘しておきたいことは、字沢の当初のアプローチにおいて  

は、自然環境そのものの管理ではなく、自然環境を管理・維持する制度・組織  

の態様にこそ目が向けられていたのではないかと考えられる、ということであ  

る。つまり、手沢のアプローチは、自然環境そのものを全体としてそのまま管  

理することが可能であるという問題意識に拠って立っているのではなく、先人  

たちの知恵の詰まった自然環境保護の仕方としての自然環境管理制度ないし維  

持組織に着日し、その有効性と運営方法についての理論モデル化を試みている、  

と理解することができるのではないかと思われるのである。  

このような見方に立脚すると、提案された社会的共通資本という概念は、そ  

のそもそもの概念規定において、①社会的共通資本は管理することが可能であ  

ること、そして、②それらを管理する仕組みを構築することが可能であること  

（場合によっては既存の制度・組磯を使うこともできよう）を前提として、檎  

想されているのではないかとの推察が成り立つ。そこで次に、社会的共通資本  

がどのような内容によって構成され、それらがどのような性格巷有してのかに  

ついて見てみよう。  

（2）社会的共通資本の構成費素  

社会朋共通資本は、已然資本、社会的インフラストラクチャー、制ま資本の  

三つのカテゴリーから構成される（宇沢抽［1994．b］pp．15－20）。このカテゴリ  

ー構成の仕方については、社会的共通資本の議論が「都市」を経済理論的にと  

らえようとしたことから始まっている、ということがわかれば理屈しやすいで  

あろう；  

芦  
ろ  

受することができるように、さまぎまな社会資本が集積くしたものとして考えら  
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れる。生活道路、電力、上下水道、電車・バスなどの基礎的交通機関、教育・  

医療などの施設、公臥図書館などの自然的・文化的施設、さらに安全保持の  

ために必要なサービスなどいわゆる生活関連的な社会資本の集積が都市の中核  

に存在する。   

そのうえ、事業所・工場・店舗など、市民が所得を得て、消費するために必  

要な生産的資本が効率的に機能できるように、生産基盤的な社会資本の集積も  

必要となる。要するに、r都市jとは自然的・社会的な社会的共通資本（s∝i且  

1耶erhead capit81）が、ある限定された地域に集積され、一つの独立した、  

いわば有機体的なシステムが形成されているものである」（宇沢［1994．a］p．1  

95）。  

こうした都市機能・都市システムを念頭において社会的共通資本を理解して  

いくと、先に示した推棄、すなわち、社会的共通資本という概念は、①管理す  

ることが可能であること、②管理する仕組みを構築することが可能であること、  

を前提として構想されているのではないかという指摘も、あながち的はずれな  

ものではないといえよう。なぜなら、都市とはわれわれが作り出した人工的な  

生活環堵ということができるのであり、宇沢のいう自然資本という概念も、そ  

うした人工物である都市の外延に位置づけることができるからである。そして、  

われわれが作り出した人工的な生活環境を基本として想定するのであるならば、  

その中に管理する仕組みや組織を新たに構築することは、われわれの意思次第  

で可能となることである。   

さて、社会的共通資本がそもそもはー都市Jを念頭においているものである  

としても、環境問題と直接係わってくるのは自然資本に関するものであるので、  

以下ではこれをもう少し掘り下げて考察してみたいと患う。  

「自然資本は、自然環境全般を包含する。自然環境は、経済活動と密接な関  

連をもち、同時に「資本Jとしての役割を果たしている」（字訳紬［1紗＝加．  

15）  

かかる認識から出発して、自然資本の例として森林をとりあげ、その文化的  

社会的意義のみならず、そのエコロジカルな作用の重要性並びにそれが破壊さ  

れた場合の現状修復の困難さ（不可逆的ともいい得る）を強調して、次のよう  

に述べる；  

「経済学の用語法を用いるならば、森林は大きな外部経済をもち、その破機は  
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往々にして不可逆的であるといってよい。したがって、森林はたとえその法的  

な所有権がある特定の個人ないし企業に所属していたとしても、その処分、利  

剛こ関しては、単なる私的稀少資源として、所有者の自由に任せることはでき  

ない。なんらかの意味における社会的な基準にしたがって、森林の利用、処分  

が規定されるのは、もっぱら森林のもつ経済的特性とその社会的、自然的役割  

にもとづく。   

このとき、森林の管理、維持を具体的に行うためには、どのような社会的組  

織が望ましいであろうか。それぞれの森林のもつ、自然的、エコロジカルな条  

件に照応して、もっとも望ましい管理組織の形態と、そのような組織が森林の  

管理、維持のためにとるペき基準とが存在する。   

このように森林をはじめとして、さまぎまな形態をとる自然資本に関して、  

その社会的管理組餞として歴史的に形成されてきたのが、いわゆるーコモンズj  

（共有地、入会地）の制度である」（宇沢静［1994．b】p，16）。  

ここでの論点のひとつは、所有権の内実であるところの、所有物に対する自  

由な使用・収益・処分権を制限し、その一部ないしは全部を社会的な管理組磯  

に移すことについてであろう。その際に、まず確認しておくペきことは、自然  

資本を私有することについて、完全に否定されているわけではないということ  

である。宇沢［1994．a］では、生産・消費という経済活動のプロセスで必要とさ  

れる稀少資源を二種軌こ分け、一方を個々の私的な経済主体によって私有を許  

されるような意味での私的資本とし、他方を「原則として私有を認められず、  

社会全体に帰属すると考えられる社会的共通資本」（宇沢【1994．a】p．197）と  

しているが、その意味するところは、大きく二つあると考えられる。ひとつは、  

先の引用からも推し量ることができるように、その行使が社会的に大きな影響  

を与える場合には所有権の行使を制限しよう、というものである。かかる意図  

を認めることができるのであれば、自然資本と呼ばれる自然資源についての私  

的財産権を全面否定することを意味しているとは解されない、と考えることが  

できる。私有財産制度は憲法上で保障された制度（第29粂）であり、むしろそ  

れゆえに、これとの調和を図ることを無意識のうちに摸索して、コモンズのよ  

うな慣習制度に着目したと考えてよいであろう。   

もう一つは、従来から経済学の大きな流れをなしてきた新古典派的な理論的  

枠組みに対する批判にもとづくものである。宇沢抽【1994．b］では、新古典派の  

理論的前提；すなわち、①稀少資源を私有し得るものとする前提、②生産手段  

の用途変更にいかなるコストもかからないとする生産手段の非摩擦性の前提、  

そして、⑨所得分配の公平性の問題は価値判断をともなうとして経済学の対象  
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からはずすとする前提、に対する批判である。ここで問題となるのは①稀少賓  

瀕の私有に関する前提である。   
宇沢による批判の焦点は、乱然資本に代表される社会的共通資本の配分に関  

しては、私的な利潤動動こもとづく市場メカニズムを通じては適切な配分がな  

され得ない、というところにある。その上で、市場経済制度は市民的自由をも  

っとも効率的なかたちで享受することを実現できる制度ではあるが、市民の生  

存権の保障、きらには、所得や健康・文化的要素をも含めた市民の基本的な生  

活の保障を強く要請される今日の社会状況にあっては、必ずしも適切なものと  

はならなくなってきており、今日のいわば生活権の保障を求めているとも表現  

し得る現代的要軌こ対応するものは、社会的共通資本の考え方である、とする  

わけである（宇沢静［1994，b】pp．20－24）。   

このことからも明らかなように、字沢の自然資本に関する私有制批判は、私  

有制自体の是否を正面から論じたものではなく、われわれの経済社会生活を新  

古典派的な市場メカニズム論ですべてを理解し、また、説明しなければならな  

いという学問的在り方に対する批判であるといい得よう。社会的共通資本とい  

う概念は、かかる批判的学問態度から由来するものであって、社会法制度・伝  

扶的な慣習制度の実証的検討から導かれたものではないことにも留意する必要  

があるであろう。   
一般的にいって、コモンズ（日本の入会）のような形態は、その実態把握が  

難しく、外部のものにはなかなか伺うことのできないものでもある。なぜなら、  

入会は、その土地、その風土で独自にはぐくまれた慣習制度であり、そこに住  

む人たちのみで運営され、引き継がれている伝統的な組織形態をとっているか  

らである。そのため、法律上においても入会権の法的性格についてはなかなか  

議論も多く、F総有jやー含有Jといった通常とは異なる概念を用いて説明す  

ることもある＝〉。おおよそ近代的な社会制度・合理的な経済思考と縫相いれ  

ない。だからこそ、近代化の彼の中で排除され、破壊されていったことは字沢  

の指崩する通りである。そうであるならば、宇沢の狙いが、このような前近代  

的組織形態をそっくりそのまま復活させることにあるとは考えにくい。では、  

ポイントはどこにあるのであろうか。   

着目すべき点は、自然資本に対する所有権の中から収益■処分権を抜き出し  

て、自然資本を管理・維持する社会的組織に委譲させていることである。もち  

ろん、これを現実に行い、かかる組織に権限を委譲させようとすれば、当然の  

ことながら所有権者たちの合意と承認が必要になる。と同時に、かかる組織の  

形態・運営方法に関しても同意を取り付ける必要があるであろう。そして、こ  

うした取り組みの帰結となるところは、結局のところ、そのような自然資本を  
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管理・維持する社会的組織・体制をいかにマネジメントしていくのか、という  

ことになりそうである。これはあたかも、近代株式会社制度において、会社の  

伸長・発展にともなって会社の所有と経営が分離していったことを連想させる0  

企業経営において専門家集団（technocrat）の台頭が不可避であったのと同じく、  

自然環境の管理・維持に関しても個別の専門家集団の存在が不可欠になってき  

たことを暗示しているのだろうか。もっとも、ここでいう専門家集団とは、そ  

の管理・維持すべき自然環境に密着し、その土地で暮らし、その自然を愛し、  

それと共に生き、その中で人生の喜びを見出だしているような人達のことを、  

一応は想定しているのではあるが。  

（3）社会的共通資本のマネジメント   

社会的共通資本のマネジメントについて、第一に考えられるのが広い意味に  

おけるF政府』であろう。けれども、さまざまな構成要素をもち、個々に独自  

性・特殊性を有することが社会的共通資本の特色であるとするならば、そのマ  

ネジメントの主体は、より身近なものでなければならないであろう；  

「社会的共通資本の各構成要素について、それぞれに最適な管理、維持のた  

めの社会的組織が存在し、それぞれ職業的専門家の集団によって具休的な行動  

様式が規定される。これらの社会的共通資本の多くは、広い意味における都市  

的機能と密接なかかわりをもつ。したがって、社会的共通資本の経営、運営に  

関して現実にもっとも密接なかかわりをもつのは、抽象的なr政府Jといった  

ものではなく身近にあるr自治体jであるといってよい。各自治体がそれぞれ、  

地域的、財政的コーディネーションを通じて最適なかたちでの社会的共通資本  

のネットワークを形成、その管理、維持がなされるよう計画する。このとき、  

中央政府、都道府県はむしろ、それぞれに関与する自治体の社会的共通資本の  

整備について、調整的な役割を果たすことが望ましい」（宇沢はか【1994．b］pp．  

43－44）。  

社会的共通資本がF都市Jに関する経済理論を念頭においているということ  

が色濃くでているのであるが、自然環堵についても同じことがいい得る。すな  

わち、マネジメントの主休がより身近なものであるペきだということは、マネ  

ジメントは、よその誰かしてくれるのを期待するのではなく、そこにかかわる  

人達が自らの手で行うことが望ましい、ということでもある。自治体の場合を  

想定するのであるならば、それぞれの住民にとってもっとも身近な存在である  

自治体の機能やサービス、あるいは行政手続に穣極的にかかわっていくことが  
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大切なのである。それぞれの人々が自ら主体的にマネジメントにかかわること  

がなければ、だれがマネジメントを行おうがあまり開軌こならなくなってしま  

ぅし、また、マネジメントに参加しようとする人達がそれに参加で羞ない、あ  

るいは排除されるのであれば、もはやそれは「社会的共通資本」とはいえない  

であろう。  

2－3検討のための指針の抽出  

カップの社会的費用論及び宇沢の社会的共通資本論の考察を通じて得られた  

ポイントを、まとめてみると次のようになる；  

＜カップ・社会的費用諭＞   

a）社会的費用の議論は、その発生に人々の注意を向けるための、いわば注意   

喚起情報を捉磯する機能を与えられているのではないか考えられる。   

b）社会的費用の相対的な大きさについて検討するためには、まず近代産業社  

会でそれらが生起する方法を理解することが必要である。   

c）とりあえずわれわれになし得ると考えられるのは、各種の生産過程や事業   

慣行と、社会的損失・粗害との間の因果関係を明らかにすることである。  

＜宇沢・社会的共通資本論＞   

a）宇沢のアプローチは、自然環境そのものを管理するというよりも、自然環  

境保護の仕方としての自然環境管理制度・租掛こ着目し、その有効性と運  

営方法についての理論モデル化を試みている。   

b）提案された社会的共通資本という概念は、①管理可能であること、②管理  

組織を構築することが可能であること、を前提として構想されている。   

c）こうした取り組みの帰結として、自然資本を管理・維持する社会的組織・  

体制をいかにマネジメントしていくのか、が問題になる。   

d）マネジメントの主体は社会的共通資本にかかわる人達自身であって、他の  

稚かではない。  

カップと字沢の両者に共通する点は、近代経済社会の生成や現状に照らし合  

わせたとき、今日に至る経済学の在り方に対して懐疑や批判的な視点をもたぎ  

るをえなかった点である。カップにあっては、1960年代に引き起こされた公害  

問題がその直接の起因となり、宇沢においては、1980年代以降の地球環境問題  
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及びいわゆるバブルと呼ばれる経済の投機化がその促進要因になったと考えら  

れる。こうした疑問が、両者をしてヴェブレンに始まるといわれる制度派経済  

学に着目させ、一方を社会的費用論に、他方を社会的共通資本論の構築に向か  

わせた原動力となった12）。   

このようにみてくると、先に指摘したカップーb）の論点がよりいっそう理解  

されてくる。すなわち、「社会的費用の相対的な大きさについて検討するため  

には、まず近代産業社会でそれらが生起する方法を理解することが必要である」  

ということである。社会的費用論に限らず、今日われわれの直面している多く  

の課題は、近代経済社会のコンテクストの中に位置づけて初めて問題の本質に  

接近することができるのではないかと考えられる。環境問題もその例外ではあ  

るまい。むしろ今日の地球環境問題は、後に考察するように、近代社会そのも  

ののもつ特質に起因しているとも考えられるのである。もちろん、近代社会そ  

のものを会計の立場から論じ尽くすことは到底不可能である。ではどうすれば  

よいのであろうか。   

検討のための指針は、上述のように、カップ及び字沢の所説がすでに提供し  

てくれている。そこで、このようなカップ及び宇沢の指針にしたがって、先に  

提起した根本的課題のうちの一つ、環境問題をどのように認識するのか、とい  

う課蓮について検討していくことから始めることにする。  
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3．地球環境問題の認識方法  

近年の地球環眉間顎がさまぎまに振起したものの中で、われわれにとって最  

も大きな衝撃と驚きを与えたこくとは、地球の自然環境が実に繊細な相互依存関  

係から構成されており、われわれの生書る生態系がきわめて微妙なバランスの  

上に成り立っているということであろう。このことは、青い換えれば、われわ  

れの経済的、社会的、文化的、その他さまざまな活動が、われわれ自身が想像  

している以上に巨大かつ深刻な影響を地球に与えているということを、今日に  

いたってようやくと知るとこるとなった、ということである。今や人間活動は、  

地球自身のもつ自然環境変動をも左右するほどにまで強大なものとなった○そ  

の意味においては、地球環境闘串は、地球自身の自然環境変動にもとづく自然  

現象などではなく、われわれ人間自身のさまぎまな活動によって地球規模で引  

き起こされた社会事象、ある意味では人為的な社会現象である、ということが  

で垂るのかもしれないbもし、そうであるのならば、地球環境問題は、その本  

質において、従来の主流であった自然科学的アプローチよりも、社会科学的ア  

プローチをよりいっそう必要としているといえるのかもしれない。では、社会  

科学は地球環境問題をどのように扱うことができるのでろううか。  

㌻1現時点での認識  

今日の地球環萄間眉は、先に見たような、われわれ自身の♯きを抜きにして  

を諮ることはで重ない。人牌帝動が地球自身の命運を左右するlまどまで強大庵  

ものとなったという認識巷せずに、理解することはできないであろう。しかし、  

そうしたところで、では、いったいなぜ、われわれはこんなに驚き、そしてそ  

の驚きの内容を親鶏しているにもかかわらず、いったいなぜ、われわれは不安  

に鼠りでいるのであろうか。われわれ自身の驚きや不安の理由について、もう  

すこし磯村を試みることが必要であろう。   

こうした地球環境問題についての驚きに関する説明の一つは、カップや宇沢  

の伝磯釣鐘涛学批判に現れでいるように、伝統的経済学においては自然環境の  

有限性を想定せず、無尽蔵籠使うことのできる自由財として考えていたために、  

今8の地球環境聞落ポ資源の有限性や、不可逆的な環境破壊が地球痍礫で生じ  

ているということに気づかなかった、ということに理由を求めることがで蓋る  

習為ろう。また、われわれが抱く不安についでは、本意の冒頭に掲げた環境由  
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書の危機意識に、理由を見出すことができるであろう○つまり、われわれは現  

時点では地球環境問題を完全に解決する術や方策をもってはいないということ  

である。   

しかし、このような薫きや不安は、地球環境問題に固有のことがらなのであ  

ろうか。これらは、われわれが生善る現代の問題に共通する要素をもっている  

のではないだろうか。カップにせよ、字沢にせよ、いずれも、ただ単に伝統的  

経済学に対する批判的精神から社会的費用諭や社会的共通資本論に至ったわけ  

ではない。ただ単に制度派経済学に影響されたわけではない。彼らはi近代資  

本主義社会を真筆に見つめ、そこにより根億的な疑問や懐疑を見出したからこ  

そ、新たな経済理論、新しい経済政策論を打ち立てていったのであった。そし  

て、本稿では、そうした彼らの学問的態度から環境問題に対する梅軒を見出だ  

し、それを手掛かりにして会計学の領域における環境問題へのアプローチを検  

討しようとするものである。そこで、ここではもう少しばかり視野を広げて、  

われわれの生きる時代とはどのようなものなのかについて、ケンブリッジ大学  

の社会学者アンソニーーギヂンズのモダニテイ（近代）の研究を概観しながら、  

考案を進めることにする。  

8－2ギデンズ・モダニティ論  

ギヂンズ【1990】によれば、近代社会は次の三点によって特徴づけられる。  

①時間と空間の分離  

②脱埋め込みメカエズムの発達  

⑧知識め再帰的専有   

これらの内容については以下で脂次考察していくことにするが、その前紘一  

づ注意すべき点を指摘しておく。すなわち、上記3点を見てもわかるように、  

ギヂンズには特有の意味付けをなされた言葉遣いや概念規定が多く存在ずるの  

で、以下では、可能な限りそれらの概念をわかりやすく説明するこむ陪留意し  

それぞれの者薫追いは、ギヂンズの善作を翻訳した専門家の表現をそのままに  

使うことにする。   

では、それぞれについて簡単に見ていこう。  

（1）時間と空間の分t   

近代以前粉乳金においては、時間と場所iま不可分なものとして考えら熱雷い  

た。「今村時？」という開いは、その時その場所での問いかけであった。けれ  
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ども、機械時計の普及と情報手段の発達は、時間と場所を切り離し、さらには  

場所と空間とを分離していった。近代においては、場所的制約を受けない時刻  

の標準化がなされ、世界中のどこにいようとも世界中のそれぞれの場所の時間  

を知ることができるし、また、その場所にいなくとも別の場所にいる人とのコ  

ミュニケーションが可能となったために空間的な制約もなくなって善ている。  

インターネットなどはその典型的な事例であろう。さらに、時間と場酎こ規定  

されていた一現場－というものでさえ、現場から完全に距離を置く、その軌こ  

いない社会的勢力の影響を徹底的に受けて形づくられている。「‘現場■とい  

う －可視形態★が、現場の本質を溺屈していく拡大化された関係を多い際して  

いるのである」（ギデンズ［1988］pp．18－19、訳書p．33）。   

この「時間と空間の分＃」という特徴が、地球環境問題の本質に深くかかわ  

っていることは明らかであろう。次のような問いかけを想定すればすぐに理解  

われは、地球環確聞題の一現場’にいるのであろうか？   

ちてそれぞれの地域社会を襲った公嘗問題と現在  

いっそう明確に写ってくる01960－70年代の公  

た範囲のできごとであった。水俣病もイタイイ  

タイ病も、その限 はローカルな出来事であったし、それゆえ、今日  

化させまいとして、さまぎまな努力がなさ  

球環境閏考は、時間的にも空間的にも拡大  

を続材、その一部 の認知できる範瑚を超えた広がりを見せ  

力を超えた期間で放射性廃棄物の安全  

の日には見えないし、手も届きそうに  

ても心配せぎるを得ないのである。   

ィの特徴が地球登場問頴の社会学的な  

時間と空間の分離」が引き超蒜らた影凱こ  

してあてほまる可陽性群発じてくる。塗そ租  

や慣行からの束縛を解き放って、華伐鱒傍確  

てをし、b）ローカルなものとグローバルな  

、さらには、C）時間と空問が再棒金するこ  

歴史共有の枠組みが形成される可能燦がある、  

99伽p・28－21、択警押．3…5）。   

空間の再籍合による世界の一元的な歴史共有の  

能性、であろう。このこと臥零在論議を呼んでいる地球漫  

・－t  

、＼  

■  

ナ‘】しっ  

っての先進国と途上国との開の論争を念頭に寮 
なら柊、地球潟暖化についての先進国と途よ囲との問の対立の根本  
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は、途上国は先進国がこれまでしてきた過去及び今現在を間割こし、一方、先  

進国は途上国がこれから進むであろう未来についての懸念を表明している、と  

いい得るからである。先進国と途上国とで視点の方向がまったく遜を向いてい  

ることが議論がまとまらない大きな要因となっているとすれば、これを解決す  

る方法は、先進国と途上国とで共有し得る歴史観、過去・現在及び兼東の見方  

に対する合意を形成していくほかはない。このことは、当面の地球温暖化対策  

という次元を患えた、新たな歴史的・社会的・国際的関係の構築の可健牲を示  

唆していると考えられるのである。そして、かかる新しい世界的に一元化され  

た関係構築の過程で、その関係構築の表現手段の一つとして会計が積極的にか  

かわっていくことができるとしたならば、そのことのもつ意義は計り知れない  

ものとなってくるであろう。  

（2）腱埋め込みメカニズムの発達   

脱埋め込み（dise鵬edding）という用法は、ギヂンズ独自のものであるのでわ  

かりにくいが、その意味するところは、「社会関係を相互行為のローカルな脈  

絡から ■引善離し（lifti喝Out）’、時空間の無限の広がりのなかに再構築す  

ること」（ギデンズ［1990］p，21、訳書沖．35－36）である。つまり、人々の行為  

の相互のやりとりがそゐ当事者たちの間を＃れて普遍的に流通し、通用されて  

いくことをいっている。ギヂンズの例をそのまま用いれば、その典型的な例は  

「貨幣」である。貨幣を一義的に定義づけることは困難ではあるが、その発展  

形態を観察すると、貨幣は、当事者間の貸し借りという態様から、現代社会で  

は疇槻的にも空間的にも掛け離れた行為者問の耶引をも可能とするメカニズム  

をもつにいたっている。このことは同様に、金融市場も含めた意味での資本主  

義市場についてもあてはまる（ギデンズ【1990］pp．22－2T、訳書pp．き7－42）。   

かかる「脱埋め込み」という概念は、より一般的にいって、「抽象的髪ステ  

ム」 

き、われわれはそれがどのような檎遺とメカニズムによって敦計・製造され、  

どのような状況下でどんな機能を果たすのか、あるいはどのような運行シスチ  
されているのかについて、いちいち理解して搭乗しているわはではな  

出発や到着に関する手続きや発着予定時刻、そして、通常の場合、  

されるであろうという予測（あるいは経験にもとづく信頼）の下で  

を信じて、利用しているのである。そして、このような抽象的シス  

カ、ガス、通信、交通機欄、教育・医療サービスなど、われわれの  
、たるところに見出すことができ、こうした抽象的システムの存在なく  

してはもはや普通の生活を送ることす  らで羞なくなっている日常に熱がつくで  
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ぁろう。そして、こうした抽象的システムに対する信頼が、われわれの日々の  

生活で安心感を得る不可欠な条件となっていることに気づかされる。このこと  
をギデンズは、モダニティの二つめの特徴としてあげているのである8   

このような抽象的システムは、専門家システム（舘pert＄yS佃）によって支  

ぇられているともいい得る。専門家システムとは、「われわれが今日暮らして  

いる物質的・社会的環境の広大な領域を体系づけている、科学技術上の成果や  

職業上の専門価値式の体系のこと」をいう（ギヂンズ［19gO］p・27、訳如・42）。  

そして、上に見たように、このよ》うな専門家システムの存在が、さまぎまな社  

会的関係からわれわれを解羞放ってくれる脱埋め込みメカニズムの一つなので  

ある。すなわち；   

「専門家システムは、－（中略）－、拡大化した時空間の隅々にまで当然そ  

うなるであろうとの期待を？保証（糾肝aれteeS）’することで、脱埋め込みをお  

こなっていく。社会システムのこのような“拡張（純retcbing）－は、専門的●  

技術的知識を評価するのに用いる判断基準が、特定の個人に属するものではな  

いことを介し、また、専門的・技術的知識の覆り方を管理するために用いる一  

般大衆からの批判（専門的・技術明知議の創出はこうした批判にもとづいてい  

る）によって、達成されていくのである」（ギヂンズ【1990】p．28、訳書p・44）く  

地球環境問題についても、かかる専門家システムの存在は不可欠な要素とな  

っている。地球温畷化にしろ、オゾン層の破壊にしろ、あるいは野生生物の穣  

の減少にしろ、あらゆる環横間蔑について、われわれは、その間頴の存在自体  

を専門家システムが擬供する情報・知訊こ依存しているからである。極ヰな言  

い方をすれば、かかる専門家システムが存在しさえしなければ、われわれは、  

地球環軍閥軌こついて、その間穎発生自体を知らずに済んだわけである○その  

限り珍意味では、地球環境闘題は、かかる専門家システムが生み出した社会現  

象ともいえるわけである。先に、地球環境問題に対する社会科学的アプローチ  

の必寮牡を指摘しておいたが、極端な習い方ではあるけれども 

析を経ると、その必要性は再度認識されるであろう。   

また、専門家システムの存在が不可欠だとすれば、それらの 

・技術的知識をいかに管理していくのかという問題も、当然に生じてくる。こ  

こに棄dて、宇沢の社会的共通資本論での考察が生きてくる。すなわち、これ  

ら専門的・技術的知識や情報を管理・維持するための社会的管理組織や制度せ  

構築することに、宇沢の藷論を応用することが可能ではないかと考えられるの  

である（後述：弟2章 2．2－1参照）。  
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（3）知識の再帰的専有   

再帰性（reflexivity）という用語を理解しようとするときには、まず、われ  

われ人間の行為についてギデンズがどのように理解していたのかを知ることか  

らはじめるのがよさそうである。ギヂンズの人間の行為についての認識は、次  

のような一節から理解することができる；   

「再帰性が人間のすペての行為を凛定する特性であることには、根元的な意  

味がある。人はすペて、行為の不可欠な要素として、日常的にみずからが行う  

ことがらの根拠と不断に一接触を保ち続けている（keepin touch）’。私は別  

のところでこの過程を、この過程が絶え間なく生ずるものである点に注意を促  

す意味で、●行為の再帰的モニタリング（reflexive虎OT）itoring of action）’  

と称してきた（引用者注；ギデンズ【1976］ch．2．）。人間の行為は、一群の相互  

行為と理由とが鎖状につながったものではなく、行動とその行動の生じた脈絡  

に対する一貫した、－（中略）－、モニタリングを具体化しているのである。  

このことは、再帰性が、モダニティの必須の基盤をなしているとはいえ、モダ  

ニティに固有なものであるという意味ではない」（ギデンズ［1990］pp．36－37、  

訳書pp．53－54）。  

このことをわかりやすくいえば、われわれは自分自身の行為を振り返ってそ  

の意味や意義を知ることができるというものであって、われわれが日常的に行  

っていることがらである。ギデンズは、このことがわれわれにおいて絶え間な  

く行われていることに注意を促す意味で「行為の再帰的モニタリング」と名付  

けたのである（ギデンズ［1976］の他、同【1979］、ギアンズ抽［1994］参照）。そ  

して、このような再帰性の概念を基にして、社会制度を認識しようと試みる。  

例えば、伝統というものを次のように説明する；  

「伝統とは、行為の再帰的モニタリングを共同体の時空間組織に結び付けて  

いく様式なのである。伝統は、時間と空間を操縦する手段であり、個々の活動  

や経験をいずれも過去、現在、未来からなる連続性のなかに挿入していき、代  

わって時間や空間を、社会の実襟の営みの繰り返しによって構造化していくの  

である」（ギデンズ［】990］p，37、訳書p．54）。  

そうした上で、近代について論考を進めるう  
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「近代という時代の到来とともに、再帰性は異なる特質を呈するようになる。  

再帰牲は、システムの再生産の基盤そのもののなかに入り込み、その結果、患  

者と行為とはつねに互いに反照し合うようになる。日常生活で諦立された型に  

はまった行いは、一以前なされた（▼a8done before）’ことがらが、新たに手  

にした知識に照らして理にかなうかたちで擁護できる点とたまたま合致する場  

合を除いては、過去とは本来的に何の結びつきももたない。あるしきたりを、  

それが伝承されてきたものであるという理由だけで是認することはできない。  

伝統は、伝統によってはそれ自体の信憑性が検認できないそうした知識に照ら  

してのみ、正当化することが可能なのである。－（中略）～。   

近代の社会生活の有する再帰性は、社会の実際の営みが、まさしくその営み  

に関して新たに得た情報によってつねに吟味、改善され、その結果、その営み  

自体の特性を本質的に変えていくという事実に見出すことができる」（ギテン  

ズ〔19gO］p，38、訳書p．55）。  

この点に関しては、情報論で言及される「フィード′くック」を連想させるも  

のである。もっとも、正確にいえば、「フィードバック（feed－back）」という  

よりも「自己言及（self－reference）」のことを指し示している。前者は社会シ  

ステムがオープン・システムとして作動する場合の循環過程を説明しており、  

後者は、社会システムが閉鎖的な場合の考え方である。これらを、正村［1994］  

に依拠しながら簡単に説明しておく（正村〔1994］pp．46－47）；  

＊フィードバック＝対象制御的循環  

システムが環境と相互作用する陛、システムは、自己の活動の結果を  

目標値と照らし合わせ、その偏差を考慮にいれて自己の活動を修正して  

いる。環境へと働きかけた結集は、再び新たな環境へ働きかけるための  

条件として利用される。   

＊自己言及＝自己制御的循環  

自己言及とは、自己自身が自己によって言及されることをいうのであ  

るが、自己自身に対する再帰的な開傾が確立されると、自己はさまざま  
な可能性のなかで捉えかえされるようになる。その結果、自己が選択的  

活動の所産であることが自覚されるとともに、自己変革の可能性が生ま  

れてくる。社会システムも、自己自身を描写し、自己描写にもとづいて  

自己自身を生産しているので、自己言及的な構造を備えている。そこで  

は、自己描写を媒介にして生産された結果が、再び自己描写の対象とな  
り、新たな生産の条件として利用される。  
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現実のわれわれの生活においては、フィード′ヾックと自己言及の両方によっ  

て営まれていると考えられるのであるが、モダニティを特徴付けるのは後者の  
自己言及であろう。これによって明らかになることは、われわれにおいて、自  

己認識が絶えず生成され、また、作り替えられているということである。ギデ  

ンズ臥近代社会におけるこうした自己認識の変遷の過程を「自己理解に向か  

ぅモダニテイ」（ギデンズ［1990］訳書p・66）と称している0そして、再帰性が  
組み込まれた近代社会の特質は「制度的再帰性（institutionalreflexivity）」  

ということができる（ギデンズ助［1994］参照）。   

このような再帰的関係は、当然のことながら、われわれの経済活動にも及ん  

でいる。このことを端的に示す例は、各種の統計である。統計は、社会活動の  

分析的な指標であるばかりでなく、かかる統計の収集対象のなかにも、その様  

成要素として入り込んで行く。例えば、景気の低迷を示す各種の統計は、それ  

自体は単なる調査結果にすぎないとしても、それを見た企業経営者たちに自ら  

の経営状況を見直す誘因を与え、必ずしも景気低迷の影響を受けてはいない業  

種の経営者に対しても経営マインドを冷やす効果を与え、緒果的に、よりいっ  

そうの景気低迷をしめす調査結果を招来したりすることが知られている○   

こうした、再帰性が近代を形成する特質のであるのならば、環境間掛こ対す  

るわれわれのアプローチにおいても、十分に認識されることが必要である。環  

境開削こついての再帰性の認識とは、われわれの行う実際の経済活働、社会活  

動が環境に与える負荷の大きさを、まさにそれらの活動を適して新たに得られ  

た最新の情報によってつねに吟味し、改善し、結果的として、われわれの行う  

活動日体を、環境に負荷を与えないような活動へと根本的に変えていく、とい  

うことである。ここに至って、後述の環境マネジメント諭で提起される「継続  

的改善」という概念が、かかるモダニティにおける再帰性という概念の下でパ  

ラレルに考えていくことができるのではないかとの指摘が可能となるのである。  謹
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3－3社会事象としての地球環項間頴  

以上に見てきたようなギデンズのモダニティ論の考察によって、地球環境問  

題の認識の仕方について、いくつかの大きな論点を浮き彫りにすることができ  

たと思われる。それらの点をまとめよう。   

第一に、地球環堰問題は、単なる陛然科学的な現象問題として現れてきたの  

ではなく、われわれ自身の社会の発展過程に深く根差した社会事象として観察  

－ 27 －   



することができるということである○そして、その特質は、モダニティという  

時代特性に深く係わっていて、地球環境問題に対する社会科学的アプローチは、  
究極的には、近代という時代そのものにどのように向き合うのかという潤い掛  

けとなってくるのである。   

第二に、まず、「時間と空間の分離」という近代の特徴は、a）前近代的な  

慣習や慣行から社会を解き放って、近代的合理主義にもとづく組織形成を促し、  

さらには、b）ローカルなものとグローバルなものとを結び付ける可能性應示  

す一方、C）時間と空間が再結合することにより世界的に一元化された歴史共  

有の枠組みが形成される可能性があることを明らかにした。   

このことから、従来の公害開港と地球環境問題との本質的な差異を顕在化す  

るとともに、地球環境開題が、われわれの認知し得る範囲を超えて拡大化する  

一方で、反対に、先進周と途上国とで共有し得る歴史観、過去・現在及び未来  

の見方についての合意を形成していく可能性があることを指摘した○   

第三に、脱埋め込みメカニズムの内実としての専門家システム及びそれに対  

する倍額の重要性ほ、地球環境問題においても同じであり、それらの提供する  

専門的・技術的知識をいかに管理していくのかという問題も提起された○そこ  

で、事沢が社会的共通資本論で行ったマネジメントに関する議論が着目される  

こととなった。   

そして最後に、モダニティの特質たる制ま的再帰牲の概念が、品質管理シス  

テムや、環境問題において提起されている環境マネジメントシステムにおける  

「継続的改善」の概念と合い通じる要素があり、この点を踏まえたアプローチ  

が、環境開削こ対する社会科学的なアプローチ方法としてはもっとも核心的な  

ものではないかと考ぇられるのであった。   

このような社会学的な考察による環境問題へのアプローチは、ギデンズの他  

にも、例えば、正村【19g4】においてもみることができる。正村は、エコシステ  

ムが近代社会のなかでその存在を忘れ去られていた理由を「コンテクストとし  

ての坦所」という概念を用いて説明をしている。この概念は、近代社会を基礎  

付けるものとされていることから、先のギデンズの論考に引き合わせていうと、  

モダニティの特質を「時間と空間の分離」を基軸として再構成したようなもの  

とイメージしてよかろう。以下、正村の言葉を借りて説明すると次のようにな  

る（正村［1994】pp．了6－77）；  

「（要するに、）エコシステムというのは、コンテクストとしての場所を志  

向し、場所的循環に駆動された自己組織システムである。それゆえ、脱場所的  

装軌三文配された近代社会のなかでは、エコシステムを構成している出来事が  
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体系的に隠蔽されたのである。近代社会の社会情報システムのもとで三極構造  
化された・自然・社会・人即は、どれも脱場所的論理によって組織されてい  
るが、脱場所的な世界構成がされるなかで、社会システムに働く場所的循環と  

ともに、場所的循環を基底的な自己組織原理にしたエコシステムも際藷される  

ことになった。エコシステムは、こうして近代的世界観の盲点となり、ミッシ  

ング・リンクとなったのである。   

そうだとすれば、地球礫墳の危機の原因は、これまでに言われてきたような  

・人間の自然支配・にあるのではない。エコシステムとしての自然は、ある意  

味で支配されるどころか、支配の対象として意濃されてさえいなかった○エコ  

システムは、近代のまなぎしの及ばない領域に押しやられ、その結果、社会シ  

ステムは、エコシステムから構造的に遊離し、それと不整合的な発展を遂げる  

ことになった。西欧近代社会も、他の歴史社会と同様に、特定の時空的場所の  

なかで誕生したが、近代社会が生み出した装置は、建築・都市・自然観・市場  

・権利のいずれをとっても、脱場所的な性格を備えており、この脱場所性ゆえ  

に普遍化された。これらの装置は、脱場所牲に支えられて全世界的規模で拡大  

したが、同時に場所的論理に従ったエコシステムは排除された。その意図せぎ  

る結果として生じたのが地球環境危動こほかならない。その意味では、地球環  

境問題は、近代社会の普遍性に内在する根源的なパラドックスなのである」。  

少々長い引用になったが、近代の視点からは存在すら認められなかったエコ  

システムが、地球環境問題として脚光を浴びて登場して重たときには近代社会  

のもつ本質的要素に潔く根差していたとは、なんとも皮内な詣であろう。しか  

しながら、そのことは、地球環境問題が単なる自然現象ではなくして社会的事  

象であることの証左となっており、地球環境問題を社会科学の立場からアプロ  

ーチを試みる本稿の視点を養付けるものとなっていることが、ギデンズの概念  

構成とは多少異なるものの、この正村の引用からも理解されよう。   

これらの点を踏まえると、冒頭に紹介した環域自書【1997】が提起した環境問  

題についての2つの危機的状況に、われわれがなぜ絶っているのか、その理由  

が理解される。   

第1の、われわれが環境問題の存在を知っていながら有効な対策をとれない  

という点に関しては、今日の地球環境問題が近代という時代のもつ特質に本質  

的に級差しているために、地球環境問題への取り組みは、必然的に、われわれ  

自身の生活態度から社会制度に至るまでのあらゆる側面の見直しがともなうこ  

とに、その根源的な原因を見出すことができる。さらに、時空間の分附こ導か  

れた地球環境開削ま、われわれの認知し得る範囲を超えて拡大化するとともに、  
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地球環境問題に関する専門家システムの存在を不可欠なものとし、われわれは、  
それらに対する信頼のうちに自身を置くことにならぎるを得ない0このような  

状況を前線とすれば、環境問題に対するアプローチは、われわれ自身のなかか  
ら変革を求める動因を見出さねばならないことになるが、この点に粥して有効  

な対策は見付かっていないのである。   

第2の、農機問題に対する有効な方策を見出してもいないのに環境に対して  

不可逆的な破壊を挽けているという点に関しては、われわれの依拠する専門家  

システム自体が解答を見出だしていないことを認めれば、理解は容易である○  

けれども、われわれの社会システムに内在する制度的再帰牲は、絶えず自分自  

身の在り方についての親裁を新たにしていく機能を有している。このことは、  

一面では自己に関する確定的な認識の欠如という不安を掻き立てはするが、け  

れども、前向きに考えれば、自己変革のメカニズムを内在した積極的な機能と  

認識することも可能である。要は、どのような態度で問題に立ち向かうのかと  

いう根本的な変勢の採り方次第で未来は変わってくるということであろう。  

登 攣 肇   

4．アプローチ方法の選択  

カップ、宇沢、ギヂンズの所説の検討を通じて、地球環境問題がモダニティ  

という時代性に本質的に強く規定されていることが明らかになり、社会科学的  

なアプロ→愛の重要性が、かかる地球儀鰯問題そのものの特質から導かれるこ  

とが理解慮れた。これによって、先に提起した板木的な2つの課頴；  

a．会計は環境問題をどのように認識するのか  

b，会計は環境問題の何をどのように表現するのか  

に対して、現時点での一応の回答を提示することがで善ると患う。すなわち、  

a、については、地球登場問題を近代のもつ本質的な特徴から考察し、社会科  

学的アプローチの蜜資性が認められたことから、この方向にしたがって、環堵  

開削こ対する会計的なアプローチを検討することにする。t㍉については、カ  

ップ及び宇沢の所説を通じて抽出した前出の据針に基づいで検討していく。   

そこで、以下では環境マネジメントという考え方に着目して、これが環境問  

題に射す易会計朗アブロトナチにとってどのような意義をもち、どんな貢献がで  

垂るのかについての検討に入ることにする。  
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＜ 弟1章 注記 ＞  

1．毎日新聞社 21世紀危機警告委員会編【1997］参照。  

2．CICA［1993］、棒野【1996．a］［1996．b］等参軋  

3．第三章参照。  

4．山上［1996〕、山上・飯田【199射、Grayr1987］、等参頗。  

5．宮崎［199車、Br8um＄Cheig，削11er－†enk【1993］等参照。  

6．第二睾参照。  

7．矢部［1997］、高田［1997］、友杉【199了L倉阪【199T】等参臥  

8．ロれit由＝紬tions［1993］、EC．et8l．［1993］、武野・山下t1993］等参照。  

9．コモンズをどのように定義するかについては、論者によって異なる。浅子   

・或則［19g4加ま、次の二つの概念があることを指摘している；  

①オープンアクセス（qp帥aCCe＄S）あるいは自由参入（free acces8）が  

成立する資源。  

②資瀕の利用が一定の集団に限られ、その資源の利用・管理についても、  

集団の申である規律が定められ、利用にあたって、種々の権利、義務  

関係がともなっている場合。   

歴史的に各国に存在してきたコモンズの多くは、後者②の意味においてで  

ある、としている（浅子・国別【1994］pp．74－75）。  

また、茂木［1994］lま、概括的に次のようにまとめている；   

「コモンズとは、主として自然環境や自給資覇を対象に、それらへのアク  

セス権と管理の方法が、慣習ないし制まによって備わっている社会的仕  

組みを指している」（茂木［1994〕p．129）  

10一 入金に関する説明としては、杉原【1994】が簡明にまとめて、次のように説  

明する；   

「r入会Jの状態とは、仲間という境界に囲い込まれた個人たちが、同時  

にまたは順に、限定された時間内で、境界に囲い込まれたある空間（土  

地や水面など）の一部または全部を占有排側して、財産に関与する、す  

なわち（移動性・固定性）資源などを採集・利用する状態といえよう。  

このような団体的つながりのある個人が共同で財産を所持する状態が、  

法律用語で「稔有Jと呼ばれるもので、そこでの財産（一番問題となる  

のが土地）は、r法人jや「社軌Jのように団体の所有に帰してはいな  

いが、そのつながりゆえに財産分割を錦求できない。そして、この団体  

的なっながりのある個人が有する権利を「入会割という」（杉原［199  

4］p．120）  
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11．広中［1987］（pp．419－421，491－515）参照。  

12．ヴェブレンの所説については本稿ではふれないので、その議論の特徴を字   

沢・茂木編【1994．b］を参考にして簡単にみておくと次のようになる；  

ヴェブレンは、産業革命を経て生産過程の機械化がますます大規模に行   

われるようになってきたことに着目し、この傾向を機械過程（桐Chinepro   

cess）と呼んで、この過程が近代社会に大きな制度的変化をもたらしたと  

主張した。  

機械過程とは、多くの機械が特定の財の生産に用いられるようになるだ   

けでなく、機械と機械とが産業連関のなかでますます緊密に関連しあうよ   

うになって、その結果、熟綾労働者、技師、技術者といた人々の仕事の重   

要性が高まることを表す概念である。かかる労働者、技師、技術者たちは、   
いうなれば一製作者としての本能（instinct of YOrk血anShiT））－ とい，，た   

ものをもっている。この本能は、動労、創造、奉仕といった人間の行動を   

生み出すものであり、生産活動を遵じて産業上の効率や人々の実質的な豊   

かさを実現しようとするものである。ここでいう産業（industry）とは、財   

貨の生産によって真の人間的必要に奉仕するものであり、製作者の本能に  

よって運営されるものである。  

ところが、近代企業においては、利潤追求という営利（bⅥ＄ine88）を目的  

として企業経営がなされるようになった。この結果、近代資本主義社会に  

おいては、産業（industry）と営利（b胆iness）との革離が問題となってきた  

のである。その一つの例が、経済の投機（speculation）化である（宇沢・  

茂木［1994．b〕pp．129－133参照）。尚、許しくは合崎［1957］参照。  
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第二章 環境マネジメントの基本構造  

1．環境マネジメントの概念  

ト1環境マネジメントの意味  

地球環境閻＃を、近代とい…う時代特性の本質に深く根ざした問題であり、そ  

れ巻単なる自然事象として取り扱うめではなく、社会的事象として密議した上  

で、地球環境開題に対する会計的アプローチを、カップや字沢の所説をもとに  

読み解いていこうと考え忍。   

実際のところ、自然環境の保護＆い七ても、われわれは、自然匿とって何が  

良くて何が悪いのかということを完全にわかっているわけではない。現時点で  

のわれわれの軸魔の範囲内で、環堵対策恕講じ、環境問題に取り組んでいかな  

ければならないのである。モして、現状は、冒軌こ紹介したサ壌自書［199T】が  

いうように、われわれの帝動が地球環塊を塞化きせていることを知りながら自  

分光電の態度沓改めることがで毒ず、環境磯軌こ対する有効奄方策がないこと  

をわかっていながら依然として不可逆的なせ♯を引き起こし統けている、とい  

う危札的状況にある。   

ここにおいて明㈲こしておかなければならないことは、われわれ人類の行う  

さまぎまな営みが、鞍然環境に大重な負荷を与えているのであり、そのことが  

結局lま、われわれ自身の生存条件を左右するはどになっている、ということで  

ある。づまり、問題の樹木は、自然環境にあるのではなくして、われわれ掛身  

のなかにある。われわれが行うさまぎまな活動が自然攫填に与える影■や、わ  

れわれが引き起こしているサ填破壌が間tなのであって、本来の自然そのもの  

の官みがわれわれに与える影■が間慮なのではない。そうであれはこモ、われ  

われの行うさまぎまな活動や営みを礪壌にやさしいものにしようとか、自然と  

共生できるようにわれわれの生活を見直そう、といった主張が現れてくる。   

このように、印篭の本■がわれわれ自身の内にあるということが、今日の地  

－
－
 
 
 

揃藤袴賓管ある。このことを社会学的見地からギヂンズの所説容用い  

って、地球環欄間削土近代という時代特性に漂く根差したものであ  
、うかたちで明らかにしてきたのであった。  
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地球環境問題の本質がわれわれ自身のなかにあると認識こそが、地球環境問  

題に対する社会科学的アプローチのもっとも基本となる認識であると考える。  

その上で、地球環境に対して負担をかけないような生き方や、生活、社会の在  

り方を考えていかなければならない。そこから、「環境マネジメント」という  

考え方が生まれてくる。すなわち、われわれ自身の生活や社会を環境に負荷を  

かけないようなものに・していくために、われわれ自身を、われわれ自身の手で、  

うまくマネジメントしていく、という考え方である。   

環境マネジメントという言裏道いは、通常の用法から推し量れば「環境を管  

理（マネジメント）する」ことと考え易い。けれども、それが実厳に意味する  

ところは、われわれ自身の生活やわれわれの住む社会は環境に対していったい  

何をしているのか、どんな影響を与えているのかについて考え、そうした上で、  

われわれの営む生活活働や、それに用いる製品やサービス、さらにはそうした  

ものを基盤として成り立つわれわれの社会全体の有り様を、「環境にやさしい  

（friendly）」ものとするためにはどのようにしていったらよいのか、どんな改  

善の仕方があるのかを考えることにある。言い換えれば、われわれの行う諸活  

動、われわれの生み出す製品やサービスに対する「環境配慮型のマネジメント」  

を追究するものである。したがって、自然環境そのものについてのマネジメン  

トを直音に行うことを意図するものではない。そ・れゆえ、環境マネジメントで  

は、自然環境はマネジメントの直接の対象物ではなく、マネジメントによって  

保護されるペき目的物ということになる。   

それでは次に、このような意味を持っ「環境マネジメント」の概念を、もう  

少し掘り下げて検討してみることにしよう。  

ト2環境上の主体としての自己認識  

先の正村【1994］の指摘のように、脱場所的特性をもつ近代社会が、その場所  

によって規定されるエコシステムをすっかり忘れ去り、環境問題が、問題とし  

ての存在すら組められることがなかったとしたのであるならば、今日の地球環  

境間越が提起したことのなかでもっとも書要な指摘は、地球環境問題の存在そ  

のものを明らかにしたことにあるといい得る。このことによって、われわれは、  

地球瑠墳問題を意識の外に置くことはできなくなってしまった。と同時に、地  

球環境問題の存在が明らかになったとき、われわれは、一方では、われわれ自  

身がそのまっただ中にいることを認識し、他方では、逆説的な言い方ではある  

が、その間題のグローバル性や専門性の高さから、なんとなくよその世界の出  
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釆事のような感覚をも感じている。   

こうした逆説的な現象がなぜ生じているのかについては、先のギヂンズの所  

説の検討を通じて明らかにしたところである。すなわち、モダニティの特徴た  

る「時間と空間の分離」によって、ローカルな出来事とグロー′りレな事象とが  

いっペんに緒び付けられることが可能となる。と同時に、「脱埋め込みメカニ  

ズム」の作用によって、われわれは、高度に抽象化された社会システムのなか  

に存在し、専門家システムに対する信頼（たとえそれが確信的なものであると  

はいえなくても）を、あたかも所与のものであるかのごとくにして、生活をし  

なければならない状況にあるからである。それゆえに、われわれは、なんとは  

なしに身の丈には合わないような感覚が拭い切れないでいる。   

このようなことを前鍵とした上で、地球環境問題の存在認識がなされたとい  

うことの意味を考えてみると、それは、究極的には、われわれは、われわれ自  

身が環境上の（正村のいう忘れさられた‘エコシステム’上の）主体であった  

ということを認識（あるいは －発見†）したのだということができるであろう。  

「環境上の主体としての自己認識」、このことが、地球環境問題に対するアプ  

ローチのなかで、まず最初に提起されるペ書もっとも重要なテーマであると考  

えられる。したがって、環境マネジメントの概念形成にあたっても、環境マネ  

ジメントは、マネジメントの主体が、自らを「環境上の主体として自己認識」  

過程であるということを基底において理解されるペ善ものと考える。これが、  

環境マネジメントの概念を構成する第一の安東である。   

しかしながら、モダニティに潜む再帰性の特徴は、われわれの自己認識が絶  

えず揺れ動くごとも示している。「自分とは醜か」、「自分とは何者であるの  

か」、といった問いに自信をもって答えられる人はまれであるといいえよう。  

なぜなち、自分というもの接地者とのつながりのなかから規定されてくるとい  

う性格をもつからである。というのも、伝統的な社会では、自分が何者である  

のかは、自分白身で決めずともまわりの状況、例えば、身分、階扱、職業、牲  

臥等薫りこよっておのずと決められるようになっていた。これに対して、近代  

社会においては、「時間と空間の分離」がそうした伝統的なものから自己を切  

り離していったのであった。したがって、結局のところ、われわれは、他者と  

の括び付きを絶えず碓諾しながら、自分とは何かという開い掛軒を続けていく  
しか術はないのである。   

このことは、環境マネジメントにおける「環境上の主体として自己認識」に  

ついてもあてはまるであろう。われわれが、環境上の主体であるということを  

自分で密議するとも、うことは、自然環境と正面から向き合って、自分自身と自  

然環境との給び付きを絶えず聞い直していく、ということを意味している。そ  

－ 35 －   



して、このような、環境問題といかに向き合っていくのかという問いこそが、  

環境マネジメントの中心におかれなければならないと考える。つまり、環境マ  

ネジメントの本質は、自己を環機上の主体として認識し、環境問題とどのよう  

に向き合っていくのかを問うことにある、と考える。  

ト3リスクの認識  

地球環境問題が、近代という時代の本質に根差すものだとすると、近代社会  

が内在するリスクについても、その性質は地球環境問題に投影されることが予  

想される。そこで、まず、ギデンズの指摘したモダニティによって示されるリ  

スクの性質（ギアンズは“リスクの輪郭（ri昏k profile）’と呼ぶ）を参照する  

ことにする。ギヂンズは次の7つの視点をあiヂている（ギデンズ［1990］pp．1封  

－163、訳書pp．1＄5－163。ただし、説明は筆者の理解によるものである）；  

（1）リスクの激化  

例えば、核兵器は世界を壊滅的な破壊に導くおそれを秘めている。  

同様に、環境間鹿もローカル奄被眉だけではなく、人類全体を巻き込ん   

だ損害を与える可能性のあるものとして登場してきている。  

（2）グ自－パル化したリスク  

脱埋め込みメカニズムによって、抽象的システムは世界競模に拡大する  

ことが可能となった。けれども、それゆえに予期せぬリスクも生じること   

となった。例えば、地球規模の分梁体制がタンカーの原油 

環境樹頴を引き起こしている。  

（3）社会化された自然環境に由来するリスク  

人間と自然環境との間の関係が変質したことを櫓している。化学物登庖   

よる大気・水質・土塊汚染、滋室効果ガスの発生、オゾン層の破壊など、   

様度ふどの環境汚染はこの範■のりスタにいれられている。  

り）制度化されたリスク環増  

援資市境を典型例としている。温室効果ガスの排出権尭賃制度も含まれ  

るもの塵思われる。  

（5）リスクのリスクとしての認知   

彗おれわれはヾもほやリスクをリスクとして認知するよりはかはなく、桝   

牽ぼ捲宗教魔ど七依存してそれを無視することなどはできない。  

（6）広く流布したリスク認知  
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ゎれわれの直面しているリスクの多くは、一般の人たちの知るところで   

もある。そのことがかえって、リスクに対する感覚麻痺虻引き起こしてい   

る可能性もある。日常化した交通事故に対する深刻な問題意識の喪失など  

を考えれば良いであろう。  

（7）専門家知識の限界についての認知  

いずれの専門家システムも、その結果について完全に熟知しているわけ   

ではない。安全性を喧伝された原子力発電所におけるたびかさなる事故を  

見れば明らかである。   

（1）－（4）が実際のリスクの分析にかかわるものであるのに対し、（5）－（7）は  

リスクの認知に関するものといえよう。しかしながら、いずれのしても、この  

ような近代性に内在されたリスクの諸形態は、環境問題を考える上でも重要な  

示唆を与えるものと考えられる。それゆえ、環境マネジメントにおいても、こ  

のようなリスクの認識が不可欠のものと考えるのである。   

ここで、社会的費用論を通じてカップが指摘した点を振り返ってみよう。す  

ると、カップの指摘をギヂンズの議論にあてはめてみると、因果関係の明確化  

はリスク情報の分析や提示を意味することから前段（1）－（4）の実際のリスクの  

分析に相応し、注意喚起情報の提供は、リスク認知の問題、とりわけ、（5）リ  

スクをリスクとして認知することや、（6）リスクが広く知られることによるリ  

スク感覚麻樺の問題の内実に関連するものといえよう。   

しかしながら、上にみるようにギデンズの議論では、リスクの級議に関して  

は、リスクに対する感覚麻痺であるとか、専門家知識の限界の存在といった、  

どちらかといえば否定的なことがらを主に指摘している。いかなるリスクも存  

在しないほうがよいことはいうまでもないが、けれども、地球環境問題におい  

ては、先に見た通り、問題の存在白体が認識されていなかったことと考え合わ  

せれば、この点はむしろ、こうした近代性に内在するリスク認識の特性を十分  

に留意した上で、これらを環境マネジメントに反映させていくべきであるとの  

理掛こ立脚したほうが良いのではないかと考える。   

また、環境間掛こおいては、一般に、r環境リスクJというものが議論され  

ることが多い。この環境リスクは、中西【1g95．a］では、「環境への危険性の定  

量的な表現で、“どうしても避けたい環境影響’の起きる確率で表現される」  

と定義づけ患れている（中西［1995，8］p．4）。この定義からもわかるように、  

この環境リスクと臥実際のリスクの定量的な表現であるのであるから、ギデ  

ンズの議論では、（1）－（4）の実際のリスクの分析にかかわるものであるという  

ことができる¢  
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このような環境リスクについても、環境マネジメントが具体的なシステムと  

して運用されるようになった場創こ、そのマネジメントための意思決定を行う  

上で必要とされるものと考えられる。したがって、環境マネジメントにおいて  

は、実際のりスタの分布とともに、かかるリスクの認識に関するものを含めて、  

その要素としなければならないと考える。  

ト4 コミュニケーションの必要性  

近代社会では、人々は、それ以前の時間的・空間的制約から切り離されて、  

脱埋め込みをとげた制度や社会システムのなかで、ローカルな営みをグローバ  

ルな動きと結びつけながら日々の生活を組織化していく。そうした生活におい  

て、ほとんどの人は、多くの時間を互いに見知らぬ人たち（8tr8れger）と直接あ  

るいは間接的な相互行為をおこなっている。そうした相互行為を可能ときせて  

いるものは、究極的には、相手方に対する倍額といってよいであろう。   

しかしながら、その信頼関係は、決して一様ではない。ギヂンズは、これを  

「瀕の見えるコミットメント（fac印Ork00抽it舵離S）」と「顔の見えないコミ  

ットメント（faceles8CO拍i伽ents）」という二つに分けて認識しようとしてい  

る（ギヂンズ［19g椚pp．79－83、訳曹pp．182－106）。   

「顔の見えるコミットメント」というのは、双方が「ともにそこに居合わせ  

ている状況の下で確立する社会的結びつきによって維持されたり、あるいはそ  

うした結びつきのなかに表出きれる信頼関係」のことをいう（ギヂンズ【19細】  

p・臥訳書p．川2）。いったん、時空間的に切り離され、脱埋め込みを果発し  

た社会関係が再度、時間的・空間的に限定された状況（一時的な、局所的なか  

たちでもよい）の中で利用されていくことを「再埋め込み（reeめ¢ddi鴨）」と  

呼机f顔必見えるコミットメント」はこのような再埋め込みの場合のこと孝  

急熱絹いている（ギヂンズ［柑90］押・79－80、訳書p．182）。広く社金一吸に  

見られる友人槻係とか、仕事上の付会合いなどといったものは、これに含まれ  

ることになろう。   

こ裾迄対覧て、「覇の見え射、コミットメント」というのは、これまでにも  

出て蓉た腕埋め込みを果たした抽象的システムにおける膚顆関係である。例え  

ば、バ哀や電車ぬ饉転手についてわれわれは個人的紆は何も知らないにもかか  

わらず、怒の運転する単に乗り込み、しかも安心して乗っていられるのも、そ  

れ各㊨菅蓮♯運行し、経営させている広い意味での交通システムに対する信頼  

感怒もっているからである。そして、いうまでもなく、ここで着目すべき軋  
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この抽象的システムに対する信頼関係である。ギデンズの言葉を引用すれば；  

「近代的制度の本質は、抽象的システムに対する信頼メカニズム、とりわけ  

専門家システムに対する信頼と、‘密接に関係している（deeplyt氾uれd岬）’  

というのが私の立論の要点である。近代という時代条件のもとで、未来がつね  

に開かれているのは、斯こものごとが日常的に偶然の条件に左右されるだけで  

なく、社会の現実の営みが、ひとつのまとまりをなす際に関係する知識の再帰  

性によるからでもある。抽象的システムに帰属する（当然、既成の専門家知議  

の信頼性によって濃過された）信頼が、モダニティの有するこうした反事実的  

かっ未来志向的特質を、主として形成しているのである」（ギデンズ［1990】pp  

．83－84、訳者p，107）。  

ここで指摘されるペき点は、抽象的システムに対する信頼が、われわれの期  

待や希望あるいは夢といったものを、知識の再帰性を通じて未来につないでい  

くということである。この点はきわめて重要だと考える。環境マネジメントの  

概念を考える上で、地球環境問題というわれわれの通常の知見を超えた問題に  

立ち向かっていくことに対する不安や戸惑い、懐凝に対してどのように対処し  

ていくのかという漢籍は、実際問題として実に責要な意味を持っている。ここ  

でのギデンズの指輪は、この課題に対する一つの考え方を提示してくれている  

と思われてならない。   

さて、抽象的システムに対する信頼関係が地球領填開削こ取り組む際のポイ  

ントの一つになっているとなると、その信頼関係の緒び方が開削こなってくる。   

ギデンズは、心理学や精神分析学での研究成果をもとに、信頼関係の形成に  

ついて述べている。すなわち、幼児と母親との間の基本的信頼関係が、他者に  

対する信頼の基礎となっているのみならず、その基本的関係で培われた内面的  

感覚がその後の自己の安定したアイデンティティの基盤を形成しでいるとbで、  

次のようにいう；   

「膚額縁、シ毒わめて初期の段砕から経験の一相互性（肌tuality）－を必然的  

‡買，ともなっている○幼児は、介護してくれる人の首尾一貫した行動や慮いやり  

に依存してしていくことを学ぷ。しかし、幼児は同時に、介護者が稿足する仕  
方で自照の衝動を処理しなければならないことや、扶養者が幼児自身の行動に  

信憑性や信頼性が生ずるのを期待していることを学んでいく」（ギヂンズ【19g  

8コp．95、訳書p．120）。  
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ここにおいて、信頼関係の形成と自己のアイデンティティの形成が相互に密  

接に結びついていることが読み取れるであろう。他者との間で築かれる信頼関  
係は、他者の存在一実在牲（reality）一を自己の中に取り込みながら自己のア  

イデンティティを形成していくプロセスの基盤となっているのであり、また、  

そうして形成された自己が再び他者との聞に新たな、あるいはより深い信頼関  

係を築いていくのである。自己のアイデンティティが他者とのかかわりの中で  

生まれ、自己のアイデンティティの形成とともに他者との信頼関係を確立して  

いく、といってもよかろう。アイデンティティの形成と信頼瀾係の構築との相  

互関連性は、このようにして理解されるのである。   
抽象的システムとわれわれとの間の倍額関係も同棲に考えることができる。  

例えば、抽象的システムとして、環境問題に関する専門家集団を想定してみよ  

う。われわれは専門家集団の存在やその提供する情削こよって、自己のアイデ  

ンティティを形成していく。つまり、本節の最初に提起した「環機上の主体と  

しての自己認識」を形成していくわけである。と同時に、今まは逆に、「環境  

上の主体としての自己」として、環境間者に関する専門家集団に働きかけ、わ  

れわれと彼ら専門家集団との間に信頼関係を集いていくことになるのである。   

このように考えてくると、自己と他者との間の存在や情報のやりとりが、実  

に重要な意味を持っことに気づかされる。自己の形成に他者とのかかわりが不  

可欠であるのであるならば、自己と他者との閤のコミュニケーションの重要性  

は必然的に認められねばならないであろう。環境マネジメントの概念を構成す  

る第3の要素としてコミュニケーションの必要性を指摘したのは、このような  

理由に基づく。   

これまで、環境問顔に関して、環境情報の開示や環境コミュニケーションの  

重要性について、盛んに議論されて善た。しかし、そこでの議論の多くは、金  

券の社会的責任とか、知る権利に基づく鰭報公開義務などの観点からなされた  

ものであゃた。けれども、環境問題を近代のもつ特質に遡って認凛し、環境マ  

ネジメントを本館で示したようなかたちで概念規定をしたとき、コミュニケー  

ションの必要性闇、責任論や権利義務関係からではなく、環境上の主体として  

の自己確識者行おうとする過程で必然的に導かれる環境マネジメントに必須な  

要素であり、く地球環境簡軌こ対する社会科学的なアブロ「チを行う上での不可  

欠な要件であり、ひいては、社会的事象としての地球樵壊開崩そのものに由来  
ということができるのである。  
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2．環境マネジメントのメカニズム  

2－1環境マネジメントの主体  

環境マネジメントの主体としてまず考えられることは、はかでもなく、われ  

われ自身である。このことは、これまでに検討してきたことからも明らかなよ  

うに、環境マネジメントは、われわれが環境間軌こ対してどのように立ち向か  

っていくのかという問いのなかから尊かれたものであり、環境マネジメントの  

概念の構成費菜の第1として「環境上の主体としての自己認識」をあげたこと  

からしても、あまりに当然のことといえよう。   

しかしながら、同時に、これまでの検討の過程で明らかになったもう一つの  

ことは、地球環境問題が社会夢農として近代社会の本質に深く眼差しているこ  

とを考えたとき、われわれのアイデンティティの形成には他者とのかかわり、  

とりわけ近代社会に特徴的な抽象的システムとしての環境問題に関する専門的  

システムとのかかわりを無視しては、議論が成り立たないことであった。われ  

われは、彼らとのコミュニケーションを通じて自己のアイデンティティを形成  

し、またそうして形成された自己をもって、彼らとの信頼関係を結ぶのであっ  

た。かかる環境問題専門的システムの存在なくしては、地球欝垣間題に対して  

十分な破り組みはできない。   

このように考えてくれば、瑠璃マネジメントのもう一つの、いわば「影」の  

主体として、この環境問題専門的システムをあげることができることになる。  

つまり、環境マネジメントは、われわれと環境問題専門的システムという、表  

裏ふたっの主体の間の相互作用によって行われることを理解することがポイン  

トとなる。もちろん、だからといって、抽象的システムたる環境問題専門的シ  

ステムが実倭に環境マネジメントを行うというわけではない。抽象的にしか存  

在しないものが具体的活動を行うとするのであれば論理矛盾である。したがっ  

て、これはあくまでも比喩的な意味での主体のことをいっており、それゆえ、  

「影の」とか「真の」といった形容をつけているのである。   

具体的に考えてみよう。例えば、われわれは、自分自身が行い得る環境対熊  

として省エネ対策があることを知っている。なぜならば、われわれの消費する  

電力量を削減すれば、発電に使用される化石燃料の量を減らすことができ、そ  

のことが、例えば発電にともなうCO2の発生量を減らすことにつながって、  

その結果として、地球の温暖化の防止に役立っていることをわれわれが知って  

いるからである。でもいったいなぜ、自ら調査・研究したわけでもないのに、  
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われわれはこんなことを知っているのであろうか。もちろん、実際には、本を  

読んだり、環境問題に関する講演会に出席したり、マスメディアを通じたりし  

て、このような知識を得ているのではあるが、ここで着目すべきことは、そう  

した環境間掛こ関する知識を生産し、提供している組織やシステムが存在して  

いて、しかもそれらが提供してくれた知識が、われわれの生活の申に入り込み、  

われわれの主体的な行為に影響を与えているということである。のみならず、  

このようにして影響を受けたわれわれの環境対策行為が、今度は逆に、さまぎ  

まな統計や調査を通じて、骨墳問題に関する知識を提供してくれた組磯やシス  

テムに新たな知識の生産・提供を促すのである。ギデンズのいうところの「知  

識の再帰性」のメカニズムがここに表出されている。   

また、今の事例は、われわれ個人の行為として説明を行ったが、同じことは  

会社や事業所、官庁、機関など、さまぎまな企業体・組機体についてもいい得  

る。つまり、環境問題に立ち向かおうとする意患をもつものは、環境マネジメ  

ントの主体に、原則としてなり得るといってよかろう。もちろん、厳密な言い  

方をすれは、何らかの意恩をもち得るものは人間であることが社会学の前提で  

あり、それゆえ、社会学は、その日らの名前に反するかのように人間の行為や  

意識に研究の日を向けているのである。したがって、社会学的な観点からすれ  

ば、企業体や組織体の行動に関してもう少し厳密な諭考を必要とするのかもし  

れない。けれども、これ以上のことは、本稿でとり扱い得る範囲を超えている  

し、また、社会学においても、このような人間行動についての研究の成果を社  

会システムの分析に応用していることからみて、極端に無理な推論をしている  

とも患われない1㌧   

さて、それでは、この「影」の主体ともいうペき抽象的システムとしての環  

境問題専門的システムとは、具体的にはどのようなものをいうのであろうか。  

まず最初に頭に浮かぶのが、環境問題についての研究機閑や政府機関、国療的  

組織などの情報提供システムである。けれども、ここでいっている環境尚鍾専  

門的システムとは、さらに幅広い範囲のものをいっており、市民や企業などが  

結ぶ情報ネットワークや、市民団体・業界団体などにおける情報交換や研究交  

流、あるいは、温室効果ガスの排出権売買制度などの環境開運制まや各種法頗  

制を含めた、環境問題に関する抽象的なシステムを指している。   

そして、会計関連でいえば、その典型は国民経蘭計算であろう。国民経済計  

算は、一国の経帯状態を続計的に表示したものに過ぎず、国民経済計算自体が  

何らかの「表」の主体であるわけではない。したがって、環境関連の、グリー  

ンGDl）とか、環境経済統合勘定とか、環境サテライト勘定といったものも、  

すべてここでいう抽象的な専門家システムである。そこには、マネジメントを  
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実際に行う「表」の主体はいない。「表」の主体は統計数字に還元されて、無  

機質に存在しているにすぎない。その限りの意味においては、個別のマネジメ  

ント主体たり得る企業についてのミクロ会計（企業会計）と、抽象的なシステ  

ムとしてのマクロ会計（国民経済計算）とは、その本質においてかなり異なる  

といわぎるを得ない。   

しかしながら、環境マネジメントにおいては、先にも穂構したように、実際  

のマネジメントを行う「表」の主体は、「裏」の主体たる抽象的な専門家シス  

テムなしには、地球環眉間軌こ取り組み得ない。そして、そもそも「環境上の  

主体としての自己認識」をしようとすれば、こうした他者（抽象的システム）  

との相互行為がなければ不可能であることも、ギデンズの議論を通じて明らか  

にした。したがって、このような観点に立脚したときには、ミクロ会計とマク  

ロ会計とが相互に等さ合い、干渉し合って、社会全体の有り様と、その中に生  

きるそれぞれの個別主体の有り様とを結び付けて表現し得る、そのような会計  

を探究することが重要になってくる。とりわけ、地球環境問題は、これまでに  

明らかにしたように、その本動こおいて、かかるミクロとマクロの相互連環を  

要請しているといい得るのである。   

このように考えてきたとき、前章での字沢の指摘が想起される。間垣は、次  

の2点にかかわる；すなわち、1）自然環境そのものを管理するというよりも、  

自然環境保護の仕方としての自然環境管理組織に着目し、その有効性と運営方  

法についての理論モデルを検討すること、そして、4）マネジメントの主体は  

われわれ自身であること、である。   

このうち、4）マネジメントの主体がわれわれ自身であること、については、  

もはや異論ほあるまい。問題は、苧沢のいう「自然環境保護の仕方としての自  

然環境管理組餞」をどのように理解するのか、ということである。   

考え方は二つあり、一つは環境マネジメントの「衷の」の主体としての環境  

対策組織体のことをいうと想定する考え方であり、もう一つは、「真の」の主  

体としての抽象的システムとしての環境問題専門的システムを構築するという  

考え方である。   

宇沢の当初の議論からすれば、コモンズや入会といった自然環境の管理シス  

テムを想定していたのであり、これらのシステムは、具体的な環境マネジメン  

トの主体とはなり得ない抽象的システムであるのだから、自然環境管理組織と  

は、「真の」の主体の構築であると考えることができる。けれども、他方、社  

会的共通資本の具体的なサービス機関としての自治体の役割を重視していた点  

から考えると、「表の」の主体としての環境対策組織体（自治体）のことを想  

定しているとも考えられる。宇沢の議論が、公共経済学の領域からするアブロ  
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＿チであって、個々具体的なマネジメントについての議論ではなかったことを  

考え合わせれば、おそらくは、この両方のケースが含まれているとするのが妥  

当なところであろう。また、そのように理解して初めて、「自然環境保護の仕  

方としての自然環境管理組織」を構築することの現実的な意義を見出だすこと  

ができるのである。  

2－2環境マネジメントの対象  

（1）活動、製品又はサービス   

地球環境問題を単なる自然現象としてではなく、社会現象としてとらえよう  

とした、そのそもそもの理由は、人間のさまざまな活動が今や地球の命運さえ  

も左右するはどに強大となったことに対するわれわれの驚きにあった。この書  

きついての疑問、すなわち、われわれは環境問題の登場になぜこんなにも驚い  

たのか、環境問題に対してなぜ漠とした不安を抱いているのか、そして、すで  

に環境問題の存在について知っているのになぜ有効な対策をとれないのか、と  

いった疑問に対して、でき得る限りの解答を得たいというところから、モダニ  

ティ論の考察を行い、その結果、地球環境問題が近代という時代のもっとも本  

質的な部分に深く根差していることを見出したのであった。   

このような諭考の過程をみるのであるならば、環境マネジメントの対象はも  

はや明らかであろう。それは、そもそものわれわれの驚きの原因であるところ  

の、地球的規模で影響を与えている人間の活動、生産、消費、流通、廃棄など  

の、われわれ自身が、われわれ自身のために行っているさまざまな行為そのも  

のである。   

これまでに試みられてきた環境問題に対する経済的・会計的アプローチの多  

くは、環境そのもののもつ経済的・社会的価値を測定・評価しようと試みるも  

のが主流であった2，。しかし、このような方法によるアプローチも、よくよく  

検討してみると次のようなことがわかる。   

第一に、その測定・評価の実質的な対象は何かということである。一見する  

と環境そのものの経済的な価値を測定しているようでいて、実掛こは環境にか  

かわる又は環境を利用した経済活動の価値を測っていたり、われわれの消費し  

た製品やサービスの結果（例えば廃棄コスト）を測定して環境の価値と措定し  

ていたりしている。そうしたことから、まず、何をもって環境の価値とするの  

かということ自体がきわめて難しい問題をはらんでいることに気づかされる。  

第二に、仮に環境の価値が何らかの方法で測定・評価できるとしても、それ  
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が貨幣的・財務的な数億で表現できるとは限らないことである。環境の総合的  

な評価を試みるための基準として開発が進められている各種の「環境指標」3？  

も、どのような基準を設けるかについて苦心している。けれども、それは、あ  

る意味では当たり前のことではあるが、貨幣的・財務的な評価を意図している  

わけではない。   

第三に、環境問題は、時間的・空間的に場所軽から切り推されて地球的規模  

に広がることが、モダニティの分析から明らかになっている。そうなると、環  

境マネジメントを構成する概念要素の申で指摘したように、リスクの憩動こ関  

する問題が生じる。例えば、われわれは、と垂には、放射性廃棄物の問題のよ  

うに個々の人間の、生存能力をはるかに越えるような時間的な枠組みの中での対  

処を要請されるのである。こうした問題に対して、環境そのものについての貨  

幣的・財務的な数億表現巷試みるアプローチは、どんな事立てを用意できるの  

であろうか。   

ここであらためて想起されるのは、カップの社会的費用諭である。カップは、  

環壊そのものの貨幣的・財務的な評価はおろか、その主張する社会的費用につ  

いても、その測定や貨幣的評価が正確にはなし得ないことを指清して、社会的  

費用の議論の果たす役割紘その発生に人身の注意を伺けることにあることを明  

らかにしたのであった。   

以上のことから、環堵マネジメントの対象が、われわれの行っている活動や  

それに用いるための製品やサービスであって環境そのものではないこと、そし  

て、環境それ自体は、環境マネジメントによって保護されるペき目的物である  

ことが明らかになったと思われる。  

（2）製品ライフサイクルと価値連鎖   

環境マネジメントの対象がわれわれの行っている活動やそれに用いるための  

製品やサービスであるとしても、「活動」と、「製品・サービス」とでは、マ  

ネジメントの考え方が異なっている。この遠いを認識するためには、製造会社  

の企業モデルを念頭に置くと理解しやすい。   

製品は、まず、原材料の調達から始まり、部品の製造、加工、製品の組み立  

てを経て出荷され、流通され、使用されて、廃棄されるという一遵の沈れを経  

る。つまり、製品はライフサイクルの視点で考えることができる。したがって、  

製品の環嶺マネジメントは、製品のライフサイクルの観点から行うことになる。   

他方、活動庖ついては、琉壊という観点から企業構遵を横断的にみる見方が  

でき、価値連鎖（Val研い虎他動）にもとづくマネジメントが可能となる。この価  

思連鎖という概念はポーターの発案によるものである。ポーター［1985］によれ  
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ぱ、企業の競争優位は、会社がその製品を設計し、製造し、マーケテイングを  

やり、流通チャンネルに送り出し、各種のサービスを行う、といった多くの別  

々の活動（価値創造活動）から生まれてくる。これらの価値創造活動のそれぞ  

れが、会社の相対的なコスト優位をもたらしたり、あるいはまた、他の企業と  

の差別化の基礎を創造する。このような、価値創造活動と、この価値創造活動  

からもたらされる収益と費用との差額であるマージン（」argin）から構成される  

一連の価値の結合関係を価値連鎖と呼び、そして、いかなる会社においても、  

価値連鎖は、大きく二つの活動、すなわち主活動（pril）ary aCtivitics）と支援  

活動（support activities）に分割され、そのそれぞれはさらに、前者は、購買  

物流、製造、出荷物流、腋売・マーケテイング、サービスの各価値活動に細分  

され、後者は、全般管理（インフラストラクチュア）、人事・労務管理、技術  

開発、調達活動という各価値活動に分割されるとされている（ボーター【1985］  

pp．34－38、訳啓押．52－5＄）。このような、企業における価値連鎖を分析するこ  

とによって戦略的コスト・マネジメントに役立てようという提案が、例えば、  

シャンク・ゴビンダラジャン【1993】などで提唱されているのである。   

以上、製造業の企業モデルをもとに説明をおこなったのであるが、活動概念  

における価値連鎖分析の考え方が製造業以外の企業に適用できることはいうま  

でもない。また、ここでは環境マネジメントの対象という観点から、活動と製  

品又はサービスとを分離したのであるが、このことば、後述するように、環境  

マネジメントにもとづく会計的アプローチを考える上でも、製品原価を志向す  

るのか、あるいはマネジメントの観点からする業務の改善や効率化を志向する  

のか、という視点からの重要な分別と重なってくることを指摘しておく。  

2－3 マネジメント・サイクル  

環境マネジメントといえども、マネジメントの一形態であるのであるから、  

通常のマネジメントの基本的な運用に従うことはいうまでもない。その基本的  

なマネジメント手法としてよく知られているのが、わが国では品質管理分野で  

著名なデミング（T．E．Del）iIlg）博士の提唱されたPDCA（Plan－Do－Check－1ct）  

サイクルであるイI。   

一般に、マネジメントをする上で大切なことは、業務の目標を定めて、その  

目標を達成するための計画を立てて、それを実行することである。そして、業  

務の進捗状況と目標との差異を照合して、業務の見直しを行うことである。P  

DCA・サイクルは、こうした一連の流れを指し示すものである。このうち、  
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目標を定めることは経営者や管理者のなすペき仕事であるが、その他の各段階  

は、それぞれの作業場において、皆が取り組まなければならない作業であり、  

わが国では全員参加を基本理念とした管理活動として知られているところであ  

る。具体的には、次の4段階で表現されることが多い（ー標準化と品質管理J  

［1997］†01，弧恥．4，pp．21－24．参照）；  

Pla n  ：計画の立案  

Do  ：計画の実行  

Ch e c k  ：計画と実施結果との照合  

Ac t（or Actio†l）：差異の修正  

さらに、ジュラン（J．l．Juran）博士は、品質不良を改善するには、はじめか  

ら全部を改善しようとするのではなくして、品質不良の度合いの大きなものか  

ら順次取り組んでいくことを梶l呂した。問題の解決を、問題の重要性から判断  

して取り組んでいくという「重点指向」の考え方である。   

わが国のQC活動の現場においては、この考え方に基づいて作成した品質不  

良項目の発生分布が、パレートの発見した、所得（冨）の大部分は少数の人に  

よって占められていて、多くの人はわずかな収入しか得ていない、という社会  

法則の分布図と類似していたということから、「重点指向」の考え方を「パレ  

ートの原則」と呼びならわしている（同［1997］†01．50，No，4，p．23参照）。   

ともあれ、この品質管理で生まれたマネジメント手法は、後の総合品質管理  

（TotalQtlalitylanageTqerlt：以下TQM）の原型となっているのである。  

料．マ  
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2－4環境影響評価   

環境マネジメントにおける独特のメカニズムとしてあlヂられるものが、環機  

影警評価（EnYiron血entalImpact EvaltJation）である。これは、われわれの行  

う活動や、われわれが生産し消費し廃棄する製品・サービスが環境に対してど  

れだけの影響を与えているのかを認識し、把握するための手法である。   

より具体的に理解するために、ここでも再び製造会社の企業モデルを念頭に  

置いて検討してみよう。会社では、自らの活動、製品又はサービスが環境に影  

響を与える環境側面（Environ皿entalAspects）を特定し、これを定量化するこ  

とによって、そこから生じる環境影響を評価できるようにする。こうした過程  

を通じて、環境マネジメントを実践していくのである。   

この環境側面と環境影響との関係を図示すると、図表1のようになる。ここ  

で注意すべきは、先はどの環境マネジメントの対象のところでも指摘したよう  

に、活動に対する考え方と、製品又はサービスに対する考え方が異なる点であ  

る。図表1では、その点を意識して活動、製品又はサービスのそれぞれに環境  

側面があって、そのそれぞれの環境側面から環境影響が生じていることを表し  

た。それでは、この環境側面と環境影響の鯛偉からまず最初に説明していこう。  

（1）環境側面の特定と環境影響   

活動、製品又はサービスの環境側面の特定に関しては、今も楷耕したように、  

活動と製品又はサービスとでは、考え方が異なっている。製品又はサービスに  

対する考え方がそのライフサイクルに着目しての分析であり、活動に対する考  

え方が価値連鎖による思考方法であった。まず、製品又はサービスから考察す  

ることにする。   

製品又はサービスの環境側面に関しては、そのライフサイクルの各段階を考  

慮することことから始められる。すなわち、製品又はサービスは、原材料の調  

達から、部品の製造、組み立て、製品の製造、輸送、さらには使用及び廃棄に  

至るまでの各ライフステージで環境との係わりをもつことから、そのそれぞれ  

の段階において環境側面が特定され、環境に及ぼしている影響が評価されるこ  

とになる。   

ここで着目されるペき点は、これまでの通常のマネジメントで考えられてい  

たのは、原材料の調達から、製品の製造、輸送、そして販売までの流れであっ  

たのに対して、ここでは、製品のライフサイクル全体、すなわち、販売後の使  

用及び廃棄の段階までを考慮していることである。場創こよっては、使用と廃  
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棄の閤に、再使用（reuse）やリサイクル（recycle）の段階を挿入することを考  

えてもよかろう。いずれにしても、廃棄段階までを視野に収めていることがポ  

イントである。   

その理由は、どのような製品を想定してもよいのであるが、一般に、製品の  

使用、リサイクル、廃棄の各段階で発生する環境影響は、その大都分の発生原  

因を製品の設計・開発の段階で決められてしまうからである。例えば、使用段  

階で、環境影響の発生源となるエネルギー使用量に関しては、大概の製品が単  

位あたりのエネルギー消費璧が設計の段傾から規定されていて、使用段階にお  

いては、せいぜいエネルギーを使わないように省エネに励むことぐらいしか対  

策め立てようがないのが現実である。リサイクル段階でも、製品の材質や耐久  

性などの諸条件に規定きれているばかりでなく、そもそもリサイクルで羞るの  

かどうかについても、製品設計の段階からあらかじめリサイクルできるように  

配慮すると同時に、リサイクルするためのシステムを構凄しておかなけれは、  

美顔のリサイタル効果は上がらなくなってしまう。環境マネジメントの主体詣  

で説明したように、「塞」の主体のlまかに、「裏」の環境問題専門家システム  

が必要であったことを．あらためて想起しなければならない。廃棄段掛こついて  

も同じことがいえる。   

このように、環境マネジメントにおいては、消費者に販売して利益がでると  

ころまでのマネジメントではなく、実軌こ使用し、利用が終わった段階でリサ  

イクルしたり廃棄したりするところまでをも、考慮しなければならない。しか  

も、その過程を有効なものとするためには、近代社会に不可欠な抽象的システ  

ムとしての環境問題専門システムとの相互行為が必要となってくることに留意  

しなければならない。製品のライフサイクルの各段階における環境影響を測定  

するために開発が進められているライフサイクル・アセスメント（LifeCycle  

As8郎Smemt：以下LCA）がここでいう環堵間鶏専門システムの典型的な事例  

のひとつであることは容易に想像されることであろう。   

他方の、活動についてはどうであろうか。活動に対する考え方の基本は、鉦  

償逢鎮分析であった。例えば廃棄物の連鎖を考えてみることにする。   

適常、廃棄物は、それぞれの事業所（家庭でもよい）から排出されて、廃棄  

物処理掛こ集められて一括処理される。したがって、この廃棄物の流れは、廃  

棄物処理という観点からみたプロセス連鎖ということができる。廃棄物の流れ  

がわかってくれば、どこからどれだけの廃棄物がどのようなルートを通じて排  

出されてきているのかがわかってくる。つまり、廃棄物をその発生原因から地  

熱こ至るまでの連鎖を通して観察することが可能となるのである。このことは、  

集められた廃棄物適いかに効率よく処理するかという「出口（endofpipe）」  
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対策を中心としていた従来の廃棄物対策を、その梶本から見直す契機を与えて  

いる。すなわち、「いかに処理するのか」ではなくして、「いかに廃棄物を出  

さないようにするのか」というより根本的な課執こ取り組む視点を提供してい  

るのである。   

このような視点が、われわれの住む社会において、いかにま要な思考転換を  

提供してくれるのかを知りたければ、昨今のダイオキシン問題に対する議論を  

振り返って見ればよかろう。行政が基本的に考えているダイオキシン対策とは、  

集められた廃棄物を処理する段階でのダイオキシン発生量を減らすことである。  

したがって、ダイオキシン発生量が少ないといわれる高温焼却炉や発生したダ  

イオキシンを外に逃がさないための設備を備えるために、大境摸かつより広域  

的な集中環の高い高度焼称娘役の建設を押し進めることを提案する。完全な出  

口対策であることは、一目瞭然であろう。   

これに対し、市民団体の主張するところは、ダイオキシンが塩化ビニルのよ  

うな特定の素材を焼却しぬ場合に多く発生することから、むしろ製品その他に  

塩化ビニル等の素材を使用しないこと、使用する陰にけ材質凄示にその旨を明  

記して一般廃棄働とば分別して安食な処理をするルールやシステムを作ること  

など、である。もし、こうした対策がとられるのであれば、新たな高度焼却施  

設は建設せずとも済む。限られた経済的  蘇の活用と早急な対策の実施などを  

考え合わせれば、傾聴すべ凄瀬案であ   

他方、ダイオキシン発生物質と冒さ 

に隠違いあるまい。  

る兼材を作る薬界団体は、素材と  

ダイオキシンの発生との因果関係を酉度している。その是香はともかくも、彼  

らは、自分たちの製造する製品・素材について、その製造から販売、使用、鹿  

妻に至るまでのライフサイクル全体についての環機影■を考■すべきであるこ  

とは、先に述べた通りである。その意味においては、この碧例におけるダイオ  

キシンとは、製品ライフサイクルと廃棄物処理に関する儲厳達鎖との帰鎧点で  

ある環境影蓉ということができる。   

各当事者の、それぞれの立脚する立場の遠いは認めぎるを得ない。住民の安  

全性を最優免させれば行政の考え方はもっともであるし、市民団体の視点は環  

境問題全般を考える上できわめて重要である。事業者としてほ自社の命運がか  

かっているという強調であろう。一概に良否を論じることが園＃であることは  

確かである。けれども、ものの見方や考え方に関する柔軟性はもっとあってよ  

いを患われる。その意味でも、ここで示したような製品ライフサイクルあるい  

蓼ま価値連鎖の分析的視点は重要だと考える。と同時に、ここでも再び、ダイオ  

キシン対策のための抽象的おステムとしての損壊問題専門家システムの構築が  

問題群沃の一端を担っていることを、念のために指摘しておく。  
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（2）因果連鎖の表出としての環境影響評価   

環境側面の特定と濠機影琶との関係を、活動と製品又はサービスとの違いに  

基づいて、価値連鎖と製品ライフサイクルの双方め観点から考察をした○そし  

て、そのそれぞれは、観点の相違や立脚する立場の相違によって、まったく異  

なる見解や分析がなされることも指摘した。このことは、それぞれの分析目的  

によって、異なる情報が提供きれることを示している。このことを先の廃棄物  

処理の例を使って説明すると、仮にダイオキシンの処理対策コストが算定可能  

であったと仮定した場合、それらのコストを何らかの配賦基準にしたがってそ  

れぞれの活動や製品に配賦しようとするとき、製品に配賦されていく流れと、  

価値連鎖を通じてそれぞれ¢痛動に勝村けられていく流れとが考えられること  

となる。そして、当然のことながら、そのそれぞれの流れにおいて、配賦基準  

も異なってくるであろうし、そ¢絵果、提供されるコスト情報も互いにまった  

く養ったものとなることが予見されるのである。   

しかしながら、別の見方摩すれば、どちらも共通の原理にしたがって連鎖毯  

形成しているともいい得る。それは、先ほど述べた製品ライフサイクル及び価  

値連鎖の帰稔としての環境影替拶観点からそ乳ぞれの連鎖を眺めた場合に気付  

かされる。すなわち、どちらの連鎖も、環境負荷要素（この事例ではダイオキ  

シン発生物質）から環境側面を適法て農填影轡（ダイオキシン）に向かっての、  

一組の因果系列とでもいうペき連鎖を形成している、ということである。この  

因果連鎖を、製品においては製畠ライフサイクル巷通じて表出しており、活動  

については価値連鎖を通じて形成していると考えることができる。とするなら  

ば、環填負荷要素から環境側面を通じて環境影響Iこ至るまでの一連の流れを示  

した上で、そのそれぞれについて何らかの基準で評価を加えていく環境影響評  

価とは、実は、表出された因果連鎖の評価と見ることもできる。阿衰2．の環  

境影響評価表のサンプル例を見ればすぐにわかるが、環境影響評価表において  

は、環境負荷項目において環境負荷要素が明紀され、その操行をおってい打ば、  

その環境負荷項目要素が、大気系や水系その他に対してどのようなキ境影響を  

発生させているのかが一目でわかるような一覧表になっているのである。その  

悪喋では、この環境影書評節義は、環境影響に関する因果関係凄であるという  

ことがで孝るのである。あるいは、環境負荷要素をインプットと見立て、環境  

影響をアサトプットと見立てれば、環境影響評価表はインプット・アウトプッ  

ト衷ということもで善る。   

前章でカップの社会的管用儀の検討を通じて抽出しておいた、注意喚起情報  

の提供と国東関係の明確化、を念頭に置くと、ここでの議論の本質が理解され  
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よう。すなわち、注意喚起情報の提附こ関しては、製品と活動とに分類して考  

ぇることによって、製品ライフサイクルと価値連鎖という二つの考え方で環境  
マネジメントを考えることができるということを明らかにした。さらに、異な  

る椒点に立脚したそれぞれの連鎖で臥環境マネジメントに関する別々の情報  

を提起することができることを指摘したのであった。  

他方Y因果関係の明確化という点に関して臥環境影書評礁表が、環境負荷  

要素から環境影響にいたる因果連鎖を表出していることを、明らかにしたので  

ある。  

（3）直接的影響と閲読的影響   

環境マネジメントにおいては、製品・活動ともども、製品ライフサイクルあ  

るいは価値連鎖という因果系列を表出していることを明らかにしたのではある  

が、しかしながら、実燦問題としては、それぞれの主体が環境マネジメントの  

中で淑扱い得る製品のライフサイクルの範臥あるい注マネジメントし得る活  

動の範囲については、限界があると考えてよかろう。   

例えば、企業がどんなに苦労してリサイクル可能な製品を作っても、消費者  

がリサイクルせずに廃棄してしまえば、その苦労はむくわれることはない。あ  

るいは、われわれがどんなに省エネに力を注いだとしても、発電所での発電の  

1単位あたりの′CO2発生阜を直接に減らすことができるわけではない。つま  

り、環境マネジメントの対象がわれわれの活勤、製品又はサービスであって、  

それらは基本的にわれわれがマネジメントできる性質のものではあるとはいっ  

ても、個別の主体においてはマネジメントのできることとできないことが存在  

しているのである。このような場合、自らがマネジメ 

ては責任を負わないとす挙のが通常である。それゆえ、個別ま体における環境  

マネジメントの限界鶴城についての考集が必要となってくるのである鐸   

この点に関しては、英国の規格協会の提示した考え方が参考になると患われ  

る。それは、英国のBM＄規格（B写門5Q）の付犀書A．4に示された「直凍的影響  

及び間接的影響」という概念であり、とりあえずまず、，その考え方について向  

規格に基づいて説明することにしよう（日本規格協会編［19g4】p．48参照）；  

直接的影響というのは、個別企業において自 る環境負荷による  

環境影響を超す。具体的には、製造工程から発生する排出物や廃棄物（固体／  

液体／葬件のいずれをも含む）、燃料・エネルギーの利用や輸送による影響、  

土地の利用法などがあげられる。   

他方、間接的影響というのは、自社に別の企集（組綴）から供給される製品  
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又はサービスあるいは自社から他の企業（組織）に提供する製品又はサービス  

のうち、自分たちが影響力を行使できる範囲内のものについての環境影響のこ  

とをいう。例えば、他社から供給される原料・部品、自社が投資する事業、自  

社製品の利用や処分などの、予測可能な環境影響があげられる0  

この考え方のポイントは、直撲的彰訊こおいては自らが管理できること（can  

control）にあり、間接的影削こおいては影響力を持つことを合理的に期待で  

きること（could reasonably be e叩eCted to haveinfluence）にある。そして、  

念のために確認しておくと、この直接的影響及び間接的影響の概念は、活動に  

関する価値連鎖を念頭に置くと理解しやすい。自分が直接にコントロールで蕃  

る範囲の活動が直接的影響の及ぶ範囲となり、その直接的影響の範囲の活動と  

他の主体の活動とを結び付けるところの擾点（acces＄脚ints）となる活動が、  

間接的影警の及ぶ活動となるからである。廃棄物管理の場合を例にとって説明  

すれば、発生した廃棄物を外部の委託業者に引き渡したり、あるいはリサイク  

ル業者や再処理業者へと搬送するために行われる廃棄物の収集作業や分別作業、  

廃棄物処理容器への注入作業などの各活動が、このアクセス・ポイントとなる。   

ポーター［1985］は、価値連鎖におけるこうしたアクセス・ポイントの重要性  

を「垂直の連結関係」と呼んで重視している。それは、つまり、単に自分の会  

社の申の価値連鎖のみを分析するだけではなく、自分の会社の価値連鎖と供給  

業者や流通チャンネルとの間の価値連鎖をも視野にいれることの重要性を主張  

するものである。例えば、供給業者の価値連鎖と会社の価値連鎖との聞の連結  

関係がうまく出来上がると、会社はその競争優位を向上させるチャンスに恵ま  

れるばかりでなく、供給業者の価値連鎖の在り方にも変化を促し、供給倭者と  

会社双方の活動の成果が最適化したり、あるいは、双方に便益をもたらすこと  

につながるとするのである。すなわち、供給業者との価値連鎖の連結が意喋す  

るものは、供給業者との連結関係はけっしてゼロサム・ゲームではなくして、  

双方ともにメリットを享受できるという認識をもつことがも 

考えられるということである。そして、また、会社と顧客との聞の純係におい  

ても同様のことが考えられる。シャンク・ゴビンダラジャン［1993］においては、  

供給業者との関係と顧客との関係の両面から缶倍達鎖分析を試みている（シャ  

ンク・ゴビンダラジャン［1993】pp．48ff．）。   

こうした競争優位ないしは戦略的コスト・マネジメントの議論から導かれた  

価値連軌こおける‘垂直連結わと、ここでの環境マネジメントにおけるマネジ  

メントの限界領域という見方から導かれた間接的影響とが、同じように自己と  

他者との間の接点の重要性を示していることは非常に興味深い。  
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それはともあれ、環境マネジメントにおけるマネジメント限界領域且ついて、  

いま一度考えてみると、このような直接及び間接的影響評価という考え方では、  

製品又はサービスのライフサイクル全体の観点からすれば、環境マネジメント  

の範囲がごく限られた範囲の環境影響しか対象とされなくなってしまうという  

おそれもないわけではない。また、マネジメント可能な範囲も、案外狭いもの  

になってしまう可能性もある。   

けれども、それぞれの主体においてできることから始めるということもまた、  

重要である。なぜならば、環境マネジメントの基本概念のひとつは、環境上の  

主体としての自己認議であった。われわれが環境開題全体のなかでどのように  

位置付けられるのかについては、これからのわれわれ自身の自己アイデンティ  

ティの形成とも密頓にかかわっていることはすでに述べた。そして、この自己  

アイデンティティの形成に関して、他者とのかかわり、とりわけ抽象的システ  

ムとしての環境問題専門家システムとの相互関係が書費なポイントとなること  

も、すでに指摘したところである。このような相互関係の中にわれわれ自身が  

あることを認識すれば、われわれにできることから始めるということは、環境  

マネジメントの基本精神といっても過言ではあるまい。その意味においては、  

環境マネジメントにおけるマネジメントの限界間廃は、外部的に規定寄れると  

いうよりも、環境問題専門家システムとの相互関係も含めた意味においての、  

環境マネジメントの主体の内側から規定されるということができるであろう。  

そして、それだからこそ、外部とのアクセス・ポイントがよりいっそう書要な  

ものとなってくるのではないかと患うのである。  

2－5維続的改善  

環境マネジメントの有効性を確保しつつ、将来にわたっての環境問題の不確  

実性に対処しようとすれば、環境問題への取観みを継投的に見直し、改善して  

いくことが必要である。そして、こうした循環型の思考形態については、近代  

の特質太る再帰性という考え方を通じて、すでにそのメカニズムを解明してい  

る。「フィード′ヾック」と「自己嘗及」がそれである。前者がオープン●シス  

テムにおける循環形態を前提とした議論であり、後者がクローズド・システム  

における自己変革の過程を説明するものであった。そして、とりわけ後者の自  

己改革牲が注月されるのであった。   

このような自己改革は、われわれ自身の行う選択的な活劇の所産である。わ  

れわれは、何を行い、何をしないかについての選択権をもっている。と同時に、  
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何を問題にするのかという点についても、選択できるのである。つまり、環境  

問題に対してどのような対策を採るのかという選択とともに、それと同時に、  

あるいはそれ以前に、環境問題の何を問題にするのかということについても、  

選択権をもっているのである。したがって、何も問題とせずに、それゆえ何も  

しない、という選択肢もあり得る。   

こうした広範な選択権をもつわれわれが環境マネジメントに破り組んでいこ  

うとすれば、自己言及に基づいて自己変革し得る可能性があるということが、  

なによりもわれわれに凛填マネジメントに取り組む勇気を与えてくれるような  

気がしてならない。もちろん、自己のアイデンティティの形成過程では、脱埋  

め込みを果たした抽象的システムとの相互作用は不可欠なので、そのような抽  

象的システムを構築していくことも必要なことではある。けれども、かかる抽  

象的システムをいかに構築していくのかという点に関しても、われわれは選択  

権をもっているのである。べ坤象的システムに倒垂掛け、そしてまた、抽象的シ  

ステムから働き掛けられるといった、そうした相互作用も含めて、われわれは、  

継続的改善のメカニズムを理解すべ善ものと考える。   

この継親的改考に関して、もう少し具体的な制度として例をあげれば、監査  

法人トーマツ編［1g85】に提示されている環境目標管理制度と環境監査制度を考  

えればよいであろう。いうまでもなかろうが、各制度は、企集モデルで想定さ  

れている（監査法人トーマツ縁【1995］pp．120－121）。   

環境巨層管理制度は、環境目標と美点との差異分析を通じて改善案を提出し、  

その改善案を実行していくことで、目榛を達成していこうとするものである。  

より具体的にいうと、環項目的及び計様に則して策定された環嶺マネジメント  

プログラムを兎施した後で、その実施結果と当初の目標値との聞の差異を分析  

し、それによって得られた分析結果をもとに新たな環境目的及び目標を設鬼し、  

それを渾成するための新たな環境マネジメントプログラムを実施していくとい  

う継続的査挑戦といい得る。   

他方、環境監査制度においては、内部の環境監査の緒果に基づき、是正措置  

養必要とされる事項や改善計画をきめ細かくフォローアップすることによって  

自己改善が果たされることになる。   

この両方のシステムが互いに効率的にかつ効果的に機能し、経営金体を見渡  

した優先販他の汲定や経営費頗の配分に資するようになるためには、瀧続的改  

善にぉける経嘗者による椴倭的な参画及び見直しが不可欠となる。それゆえ、  

環境マネジメントにおける経営者の存在と機能は大きなものとなっている。  
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3．環境マネジメント・システム（EMS）の概要  

3－11＄0のEMS規格  

EMSの国際規格として、1996年9月にISO14001及び14004が制定され、  

翌18月にはその日本国内規格としてJISQ14001及び14004が発行されたちI。  

14081規格と1朝桐規格の逢いは、前者がEMSの第三者認証または自己宣言  

に用いられる要求事項の規格【EMS一任様及び利用の手引］であるのに対し、  

後者はEMSを実施し、改善するために組織を総合的に支援することを目的と  

したガイドライン［EMS一席則、システム及び支曖技法の一般的埠針】であ  

ることである。本稿では認証取得を前提とした議論をするわけではないので、  

14084規格を中心とし、説明の必要に応じて適宜14001規格を参照する。  

（1）ISO規格のEMSの基本的な性格   

国際標準化機構（Internation810rgaJlization for Stand8rdization：以下  

ISO）は、「物質及びサービスの国際的な交換を容易にし、知的、科学的、  

技術的、経済的活動分野における国際間の協力を助長するために世界的な標準  

化及びその鴎連活動の発展・開発を図ること」を目的として、1947年に設立き  

れた非政府機関である。その制定する規格は、全世界に共通なルールとして適  

用されるので、加盟各国が同種の国内規格を制定する場合にほ、ISO規格に  

整合することが義務付けられている6〉。  

ISOの環境マネジメントの全体像については、図表3．の「環境マネジメ  

ント規格のロードマップ」に示した通りである。EMSを中心として、左側に  

「評価・監査ツール」としての環境パフォーマンス評価規格や環境監査に関す  

る楷針規格が位置付けられ、右側には「製品支援ツール」としてのライフサイ  

クル・アセスメント（Life Cyclel8SeSS8［ent：以下LCA）規格や環墳ラベル  

規格が配置されている。   

この中心に位置するEMS規格たる14081及び14004の基本的な性格につい  

ては、次のようにいうことがで垂る。すなわち、第一に、ISO親格というの  

は民間の任意規格であって、それ百体には法規制のような強制力はない。規格  

に準拠するか杏かの判断はそれぞれの主体の自主性に委ねられている。   

第二に、品質管理規格であるⅠ＄09000＄規格と同じくシステム規格であり、  

パフォーマンス評価に関する絶対的な要求事項はない。パフォーマンス評価に  

ついては、EMSを実施する企業が自ら目標を設定して、その達成を図ること  
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になっている。但し、環境パフォーマンス評価（Environ■emtalPerfornaれCe  

E，aluati。れ：以下EPE）を行う上でのガイドラインについては、EMS規格  

とは別に審議されている（Ⅰ馴／TC207／馴）。しかし、このEP戚ガイドライン  

においても、環境パフォーマンス・レベルを設定するものではなく、EPEの  

設計や利用に関する籍針を提供することを目的としている（Ⅰ聞／CD140311）○   

（2）EMS導入のメリット  

ISO規格は先に指摘したように任意規格であることから、企業にとってE  

MSの導入にどのようなメリットがあるのかを、まず最初に明らかにしておこ  

う（ISO1400402参照）。   

まず、第一に、EMSを導入することで、企業を破り巻く利害関係者の、企  

業に対する倍額を増すことができるとする。その信頼の内容としては、⑤環境  

法規、環境方針、目的及び目標の遵守並びにその約束の明示、②予防措眉に重  

点をおいた環境保全計画の実施、⑧環境配慮及び規制遵守の証拠の提示、④鍵  

鋭的な改善の取組み、などが学びられる。   

第二に、EMSを導入することで、経済上及び環境上の利害を均衡させ、統  

合させる枠組みを持っことになるので、競争上の比較優位を獲得する途が開け  

るとしている。   

第三に、EM＄によって、環堵目的及び目標を特定の財政的成果と鈷び付け  

ることが可髄となり、それによって、財政及び環境の両面にわたって最大の利  

益がもたらされるような資源利用の機会が与えられることとなる点を指摘して  

いるd   

キーワード的に並べると、判事関係者の信頼、競争上の比較優位、資源有効  

利用の機会、のそれぞれがもたらされると考えられているわけである。しかし  

ながら、このようなメリットを享受するためには、EM＄を組織内に単に制度  

化するだけでなく、具体的な意思決定／業績評価システムとしても機能凄せな  

ければなるまい。のみならず、第一のメリットとしてあげられている和音関係  

者の信頼を獲得しようとするのであれば、何よりもまず彼らとの間にEM＄を  

通じたコミュニケーション手段が確立される必要があろう。このコミュニケー  

ションの必要性については、環境マネジメントの概念裁定そのものにかかわる  

ことであったことを忘れてはなるまい。   

これらの点を踏まえた上で、先に見た環境マネジメントのメカニズムの各項  

目が、どのように規定されているのかについてみてみよう。  
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3－2 EMSのメカニズム  

まず最初に、1SO規格自体がEMSをどのように定義しているのかをみて  

おこう；  

「全体的なマネジメント・システムの一部で、環境方針を作成し、実施し、  

達成し、見直しかつ維持するための、組織の体制、計画活動、責任、慣行、手  

腕、プロセス及び資頗を含むもの」（ISO140043．5）  

としている。すぐには理解し難い規定のされかたではあるが、「全体的なマネ  

ジメント・システムの一部」であるとしているところがポイントであろう。つ  

まり、EMSが他のマネジメント・システムとまったくかかわりをもつことな  

く、独立して存在しているわけではない、ということである。   

このような規定の仕方から見ても気付くように、ISO規格では、環境マネ  

ジメントそのものがどのような概念であるのかについては明確には触れずに、  

マネジメントとの手法としてのEMSを取り上げて、その要素やメカニズムに  

っいて記述している。そのため、環境マネジメントそのものの概念構成につい  

ては、それぞれの主体が考えていくしかない。この点について、本稿では、近  

代社会の本質から環境マネジメント株念を導いてきたのであるが、本稿とは違  

う概念規定やアプローチの仕方もあることは当然のことであり、そのようなア  

プローチを行ったとしても、この規格の趣旨に反するということではないこと  

を、念のため確認しておく。この規格にあるのは手法（仕様）であって、その  

限りの意味では■ハコ”だけしかないのである。  

（1）EMSの主体   

EMSの主体として考えられているものは、「組織」であり、組織は次のよ  

うに定義されている；  

「法人か否か、公的か私的かを問わず、独立の機能及び管理体制をもつ企業、  

会社、事業所、官公庁もしくは協会、またはその一部もしくは結合体。  

（備考）複数の事業単位をもつ組磯の場合には、単一の事業単位尾一つの組織  

と定義してもよい」（ISO140843．12）  

この定義からも明らかなように、きわめて広範な組織を想定していることが  

明らかであろう。この定義に該当しない組織を探すほうが難しいくらいである。  
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ポイントは、「独立の機能及び管理体制をもつ」というところであるが、この  

点に関しても次のような柔軟な考え方が示されている；  

「組織は、その境界を定める自由度と柔軟性をもち、組織全体に対してか、  

または組織の特定の事業単位もしくは活動に対してかを選択して、この規格を  

実施してよい。特定の事業単位または活動に対してこの規格を実施する場合に  

は、組織の他の部署が作成した方針と手順が、対象とする特定の事業単位また  

は活動にも適用可能であれば、この規格の要求事項を満たすものとして用いる  

ことができる」（ISO14001A．1）  

先の本稿での議諭における「衷」の主体に対する定義であることはいうまで  

もないが、EMSがこのような広範な組織を主体として念頭に置いていること  

は、環境間薙が、よそのだれかの問題ではなくして、われわれ自身に内在する  

問題、われわれが自ら立ち向かわなければならない問題であることを暗々裏に  

認めているのではないかと考えてよいと患われる。  

（2）EMSの対象   

「あらゆる種類の組織は、自らの環境方針及び環境目的を考慮して、自らの  

活動、製品又はサービスが環境に及ぼす影響を管理することによって、健全な  

パフォーマンスを達成し、実証することへの関心を高めてきている」（ISO140  

01序文）  

この序文に示されたところからも明らかなように、EMSの対象とするとこ  

ろは、「活動、製品又はサービスが擾境に及ぼす影響」である。そして、環境  

に及ぼす影響を管理するといっても、例えば、大気中に放出された特定フロン  

ガスがオゾン厨を破壊するのを管理できるわけではないので、結局は、特定フ  

ロンガスを大気中に排出しないように、われわれの活動、製品又はサービスを  

管理する、ということになる。つまり、EMSの対象とするところは、環境に  

影響を及ぼす組磯の活動、製品又はサービスの管理であり、環壊そのものを管  

理しようとしているわけではない。この点では、先に記した本橋での環項マネ  

ジメントの対象の考え方と同じである。しかしながら、その中で指摘した、製  

品・サービスに関しては製品ライフサイクルの観点から考えることができ、活  

動に関しては価値連鎖の視点が有効である、というようなことは記述されては  

いない。その意味では、活動と、製品又はサービスとを明確に分離して思考す  

るということは、EMSでlまあまり強調されてはいない。  
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（3）マネジメント・サイクル   

PDCAサイクルに立脚している。このことは、本項の最初に示したEMS  

の定義の文中に配されている。すなわち；  

「（全体的なマネジメント・システムの一部で、）環境方針を作成し、実施   

し、達成し、見直しかつ維持するための、組織の体制、計画活動、責任、慣行、  

手順、プロセス及び質頗を含むもの」（Ⅰ駒140胴3．5）  

図表4．は、このPDCAサイクルを概念的に表現したものであり、EMS  

規格を考える上での指針となっているものである。   

また、書点指向の考え方もこの中には取り込まれているのであるが、この点  

については、次の環填影響評価の段階で現れてくるものであるので、そちらで  

説明することにする。   

そのプロセスの各段階を簡単に説明しておくと、次のようになる。  

①初期環境調査：  

EMS構築前の組織と環境との関係を定量的な数値で掌握することを目的   

として行われる。EMSを構築するためには、投入される資源・エネルギー   

の数量やそれらの使用状況が客観的に把握されなければならないからであり、   

そのために必要な基礎データがこの調査で集められことになる。  

②環境方針：  

組織の環境に関する経営方針であり、利害関係者並びに社会に対する約束   

でもある。それゆえ、組織の最高責任者が制定し、全従業員に周知徹底させ   

ることになる。  

（診計画：  

組織の活動、製品又はサービスが環填に与える影響を把握し（環境側面の   

特定及びそれに伴う環境影響の評価）、法規制等の有無を明備にし（法的及   

びその他の要求事項）、環境方針に基づく具体的な環境目的及び目標を設定   

し、それを達成するための環境マネジメント・プログラムを立案する。  

④実施：  

環境マネジメント・プログラムを実施するための組織体制や権限及び責任   

の所在の明確化、従業員のための環境教育及び訓綴の実施、外部及び内部と   

のコミュニケーション方法の降立、文書管理及び運用管理の徹底、緊急事態   

への対応などが含まれる。  
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匝表4・1SO＝別川によるEMSモデブレ  

く 拡 捜 的 改 尊 ＞  

見直し及び改善  

＊環境マネジメントシステムの見直し  

＊榔挽的改善  

約束及び方針  

＊最高経営層の約束及びリーダーシップ  

＊初期噂犠レビュー  

＊環境方針  

測定及び評価  

◆測定及び監視（現行パフォーマンスの）  

＊是正及び予防処置  

＊EMS記録及び情報の管理  

＊環境マネジメントシステムの監査  

計酉  

＊環境側面の特定及び   

そ九に伴う環墳影響の評価  

＊法的及びその他の要求事項  

＊内部のパフォーマンス基準  

＊環境目的及び日精  

＊環境マネジメントプログラム  

実緒  

＊実施能力の確保・資清一人的、物的及び財政的  

・EMSの調整及び校合  

・責務及び責任  

・環境自覚及び動機付け  

・知識、技能及び訓練  
＊支撰行動・コミュニケーション及び報告  

・EMS文書  

・運用管理  

・繁急事態への準備及び対応  
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⑥測定及び評価：   

環填基準への適合や環境マネジメント・プログラムの進捗状況の把握、不   

適合への対処並びに廉因粛査、EMS運用記録や惜登の管理、そして、EM   

S監査などである。  

⑧見直し及び改善こ   

組織の最高賞任者による継続的改善に向けてのEMSの見直しである。   

（4）環境影書評価   

環境側面の特定及びそれに伴う環境影響の評価は、環境方針、環境目的及び  

目標を設定する掛こ不可欠な事項である。その内容をISO規格に沿って説明  

することにしよう。   

まず、環境側面とは；  

「キ墳と相互に影替し得る、組織の活動、製品又はサービスの要素  

（備考）著しい環境側面と墜、着いゝ環境彰書をもつかまたはもちうる損壊側  

面である」（Ⅰ＄014糾43．3）  

と定義され、例えば、排出、放出、原材料の消費もしくは再使用、騒音などが  

あげられる（Ⅰ馴1脚¢44．2．2）。   

環境影響とは、環境側面の培果として環境に生じる変化に闊達するもので；  

「有青か有益かを問わず、全体的にまたは部分的に組織の活動、製品又はサ  

ービスから生じる、環境に対するあらゆる変化」（Ⅰ馳140843．4）  

と定義され、例えば、水質汚染もしくは汚濁、天然資源の枯渇等があげられる  

（Ⅰ馴140044・2．2）。そして、 

図表1．のように表現できたのであった¢   

この環境側面¢特定及びそれに伴う環境影響の評価の、より具体的な段階は、  

次のようなステップで説明される（ISO14叩44．2．2）。  

ステップ1：活動、製品冤はサービスの選択  

ステップ2：その皇活動、製品又はサービスの環境側面の特産  

ステップ3：環塵影響の億定  

ステ訝プ4こ影響の垂末位の評価  
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影響の雲大陸評価の際に考慮すべき事項としては、まず、環境上の項月とし  

て、影響の規模、影響の濯刻度、発生の確率、影響の持壌期間が挙げられてお  

り、次いで、事業上の項目として、潜在的な泉鰯又は法律の表面化、影響を変  

えることの困難さ、影響を変えるコスト、、他の活動及びプロセスめ変更の効果、  

利害開儒者の関心事、人々の抱く金斐へのイメ瞞ジなどが挙げられている（Ⅰ別  

14醐44．2．2）さ   

このような影書の重大性評価の掛こ考慮すべ善事項のなかに、崩壊影書を変  

えるコストや他の語数及びプロセスの変更 る項目が含まれていること  

に注意すべきであろう。  

ISOにおけるEMS規格では、「財政上の章票事項に触れていることは、  

租凱こ環境原借金許ぬ拳法の利用孝義務付けようとするものではないJ（Ⅰ閲1  

㈹01l．3．3）ことを基本的には表明している。   

しかしながら、先に見たように、瞥M督ほ「組繊の全体的磯マネジメシト・  

システムの必須の部分jであるとした上ぞ、「環壌方針、難儀目的及び目標香  

美施するための組織精威、費任、慣行、平服、プロセス及び資8酌ま、他の領域  

（例えば、運営、財軌品軌 

る」（IS0140¢4軋1）と記述している。さらには、「環境に関する事項を全体  

的なマネジメント・システムに統合することは、効率化及び捜欄の明儀一ヒとと  

もに、EMSの効果的な実施把寄与することができるJヾ（‡開14881鼻．1）とも  

している。こうしたことから推測するに、EMSにおゆる管理会紆的な手法の  

導入が全面的縫否定き動ている基縫考えられ飢、。むしる、全体的なマネジメ  

ント・システムの中でEMSの有効性庵■保するためにはどのようなコスト・  

マ濱ジメント■ジスヂムが機業きれるペ尊か、という問題提起が必萎であるた  

め、管理会計約な手法の導入は避けられないものと考えるペ善であると患われ  

る◎である¢   

このよう軽考ぇてくると、環境側面の特定及びそれに伴う環境影書評饉が、  

EMSにおける管理会計的手法の導入のたの書も重責な切り口になるとみるこ  

とができるのである。   

蕃て、こうじた基本的構造を珪鮮じた上で、環境影響評価濫用するもう少し  

具体的なサンプルを提示することにしよう。ここでヰ示するサンプルは、吉＃  

・福島′［蛸鮎】で紹介さ総ている電子複写挑等の華遵メーか－の単一又である。   

まず、淘衰5一王．「環境影響洗いだし衰（その1）」、かちみていくことに  

しよう。ここでは、、製品濫幽サる流粒巷基抽とbて、原材料調達殴暗から、製  

造段備、≒流通段階、使用操軌′廃華秋晴までのエ琶の洩れが一望で善る。   

ここで、注意しておくペきことは、この会社が実♯に行っているのは、野村  
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料調達段階と製遵段階だけであり、それ以後の流通段階、使用段階、廃素段蘭  

は、それぞれに別々の事業主体が行っている。他の事業主件の活動であるにも  

かかわらずこの表に記載されている理由については、環境マネジメントにおい  

ては、自らがコントロールしうる直接的影響だけでなく、影響を及ぼし得る範  

囲での間接的影凱こ関しても考察することが必要とされたことを想起すれば明  

らかであろう。使用段階、廃棄段階庇お贈る環境影響が製品設計段増ですでに  

ほぼ決められてしまうということを、この会社は念頭に置いてこの表を作成し  

ているのである。   

それぞれの段階は、上半分がそれぞれの段I瞥及び工程でのインプットを示し  

ており、下半分がそれぞれの段階及び工程でのアウトプットを示している。   

ちなみに、価値連鎖の観点に農学に触れてぁげば、例えぼ製造段階の各加工  

工程から排出されている廃油のノ処趣を想定したとき、その廃油をどのように処  

理するのかについては、二つの対策が考えられる。一つは、簾油そのものの効  

率的な処理であり、もう一つは、廃油の発虔應糠凄いて排出豊を減らすことで  

ある。前者が、処理施蘭の能力をあげたり、あるい路場合によっては外部委託  

を行うなどの、いわゆる出口対策であることはすぐに理解きれよう。しかし、  

後者の対策を行おうとすれば、廃油の排出見や排出メレートなどを明確にし、廃  

油を排出している活動を持虔した上で、昼ぜ産油が排出されているのか、排出  

は避けられないものか、減らす方策孝してはぎのようぢ改善を行えばよいのか、  
そして場合によっては、そもモもその清動は必要な作業魔のか、他の作業と連  

携することによって廃油の排出量を減らすことができるのではないか、などの  

開い掛けの下での検討が加えられることとなるのである。こうした観点が価値  

連鎖の観点であり、環境マネジメントおいて重要な見方であることは、この例  

からも理解されよう。   

次の図表5－2．「環境影響洗いだし衰（その2）」は、前表にもとづいて、  

今度は、環境負荷とそれが環境に与える影響とを一覧表にしたものである。   

この図表は、上半分が、投入側における環境負荷発生要素と、それが引き起  

こす瑠壌影響との開運を示じており、下半分が排出されたものが環蟻に与える  

影響を表わしている。先に、環境影響祥飾表は車乗系列を示した煮であること  

を指摘しておいたが、この表をみれば、そめ関係が横行において示されている  

ことが理解されよう。例えば、投入側め偲学物質のうち引火性物質のはとんど  

が、水質汚純や土壌汚染の原因となるだげセ様なく、廃煮物として出されても  

くるし、また、火炎爆発の廃園となる危換牲もあることが蔑み取れる。   

図表5－3．「環境影響評価判定基準」は、先の国表く5－2．における環境  

影響評価の幣の基準を－紫表にしたものでり、評飾がどのような基準にもとづ  
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図表5－3 二乳埴影層評価制定基準  

大気汚染桝止法施行規則  

（地所）ま岬  
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いて行われているのかがすぐにもわかるようにしているものである。   

以上で、環境影書評価についての説明を終えるが、環境影書評価がなされて  

も、それだけでは報繊の環掛りォーマンス申改雛はつ碍がらない。そこで、  

環境′ぐフォーマンス評価濫ついても、簡単に触れておくことにしよう。   

ここでいう環境パフォーマンスとは、環境芳料、環癒自的及び日掛こ基づい  

て組織が行う環境側面の菅漸こ濁するBMSの測定可能な枯巣を意味している  

（Ⅰ別14¢013．8参照）。かかる環軌ヾフォーマンズ 

的な評価を行うためかヾフォーマンス評価ツール啓開発が必要であろう。   

環境パフォーマンス評価のための評価ツール濫ついては、すでにいくつかの  

試みがなされている。ゎが‡郭こおいて紆隠橡庁が中小企業向王＝こ策定した「環  

境活動評価プログラム」がある。しかしながち、代表的なものとしては世界環  

壌管理発鶴（Glob81EnYirt）nLent81hzI8＆eJentIniti8tiYeこ以下GEMl）  

の開発した環壌自己評8プログラム（EnYirorLlent81Self－As8eS6LeTlt Progr8  

■：以下ESAP）が享けられよう。このGEMIのESAPにおいては、国  

際商業会温所（Int即輔ti壷‡馳・も即0軍C叩e絶や：以下ICC）の制定し  

た「持続可能な開発のためのICCビジネス貴書（tCC BusiTle＄S Cbrter for  

Sw去tain鵬1epeY函p槻㊥Jの軌ヂる1＄原則に基ゼも）た総計了1項月の評価頓  

首を基準として、環埴パフポサマンス・レベルを4段階で評儀することを可能  

としている。図表8．は、篭め簡略化した見取り図である。との表㊥使い方に  

開しては、表中、左下の注記にまとめておいた。   

このような環堵パフォーマンス評価が加味されるこ、とで、次に示される継続  

的改善が促進きれ考こ封こ潜る○   

（5）継続的改善  

ISO規格のEM＄では、EMS自体の坤に継続的改善のプロセスが取り込  

まれている．ここで留意すべき点は、針岐㌻計休め見直しを行うことと、讃壊  

′やフォーマンスの改善機会を認識することである。   

E扇＄自体の見癒し練、組織め最高責任者自身が実施することにポイントが  

あるふ′穀高貴任着による見直しの内容につい写は、財務上の成績及び競争上の  

地位への影書を含めた組織の酒乱製品又はすこビスの幅広い環境細面を取り  

秋男。ことが望ましいとされている（‡跡i48844．乱2）。具体的には、①環境昌  

的及び目■、珊壌パフナーマンスの見直し、  

毯め許駄⑳環境方針の適切性及び変革の必  

萱ぬ所見及びその有効  

獲報、等があげられる  

として、次の  

、   ：／・」  ・：，  

・ご∴  
1ら 
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謎罠‾ ‾「戯■「 訝±掘！ぷ讐ご州瓶√ 憾彗翳‥鉱二  
鳥  

官   得点  東軍優  点熱  礪召   鞍点  ∴；二二  点数   

1．企＃における艶先約配書   1凄艶⊥、  さ．臓と機業   む嘘」   
l．1全集方針の紀■  ○－l－～－3一貞．  A・l－ぢ  8・、ト社内申躁濃増発・手撫   l・ト孝一Jd  l嬬一8  

l．2経営書の関与   ○－トZ・ユーl  8．き鱒機鸞ねと相集綿の  0一ト2一之－1  l・l－C   
、l．3緋青書事  l・トト1l   帯離宮舞鶴  
く‡．1方針の用知徹底   l－トZ－a－l   8．尋触撒の電場と熱堺   l－ト2一さ・l  l－l－C   

l－ト之－3－1  濃－8－C  8．4エ 

○・l■かかl  A－8－¢  轟．占天然せ潜の煤取乱び飯村科の利隋  

8・¢，生息地鱒♯  ○－ト2－き－4  

敲ナ汚染の防止と鋼減   lJHト1－l   ′†、5実践  ○・ト‡・さ－4  A－8－6   8．鶴廟♯の農よと資金   ○－ト～－さ－4  l・8－C   

も三社醐への■沓  l・ト2ナ3－4  ＝リスクの絆旛と椚＃   ○－ト2一さ一4  小甘1  

巨 E乙一醐榊システム  l－l－2→ヱト1  

旨い管理休耕のコントロール  ○－トg－；ト4   9．研究  退隠＿＿＿   

9．1好材料の＃建と劇的の■査  

崩し乱腋′ロセス   9．2鮎ヒ闊する晰   ○－ト！一3・l   

○・ト！－ユー4  l・8・¢   g．畢生彿工程の訂褒   トトト】ll  l－I－t   

及び外書からの闊梓  乳4真義鞠の点心化、排出鞠の礪査  l－ト2－さ・l  l・8・C  

あ2封Iの改書  廿－ト2・3－l  

j．‡計育と≠晶の改書  ltトト一－l   10．予勒龍   姓肇」   
トlパフォーマンスの遺書   ○－ト2－J－1  l・8・¢ 1机1工程の変更   l－1－2－3・1  一一8－C  

諷5変死のためのプロセス   l－トト｝・l  鳥・嘗－£  1l・字マ【ダティyダの変更  ○－トZ－ユー1  

1l・8一品叉ほサービスにおける変更  

胸∴札熟計数軒  肌4事業渚鯵の変更  l一ト2－3－d   

I一†環壌に対すも王墓の教育  ○一ト2－3・1．  

l．！一般的な捜瞳トレーニング   ○－ト2一‡－4   11．鵡鼻薬著、とれ久義著   エ！二重軋＿＿   

り凛壌・撫生・安全書円教育  l－ト2・a・4  l－8－¢  11．1鵡舞楽著の靂＃趣   l－ト2・8－l  Jト8－C  

l．I書礫薯の群発   ○・ト2－3－4  l十11  1l・2縛員＃薯のパフす－マンス  lTトZ・8－l  l－8－C   
＝■■什叶   ○一ト2－3▼l  l★l－じ  11▲ユ納入書篭め■筆触と   ○－ト‡・∂－l  l－8－C   

虜壌／ヾフォーマ餅ス  

5，事績絆傷  

き，I資産及び金彙の耳頓や切り売り、  ○－ト2・む1  l－8一も   
呈L畑」＿  

12．紬時のための鴨鎗   亀頭L   
鳥漁又は事業のジぎイント打者   I2．1裔書怯と事故の簿価   l▲ト2－l－l  l・I－C  

i．Z事細の闊■計斉  l－ト2←才一l  l－8－C  1！・2素魚疇の対応策   l－ト2一さ・l  l－－一C   

与，、さホ用事よあるいは   わート才一か甘∵  A－8▲‡  1‡．き下品及びサービ久の張金性  l一ト2－3一義  l二8－C   

漸増プロジェクト  12．一隊業鶉の教書   l一トZ－8－1  l一書－C   

6■一癖及びサービス   旦遡＿⊥  13．猿橋＃艦   旦腰L   
いオ壌肩の彰■  ト1－2・3－4  l－曙，¢  18．1∧：摸栴情鞭   ○－ト之－き－l  鼻・さ－t  

l・2製品・サービスの安全性   ○一ト2・さ－4  A一瞥一C  1さ．2警鐘ガ法   l－ト2・ユーl  l－l－ぢ   

及び芳螢性   ほユ麓業界への秒艦   l－ト2・8・l  l一書一¢   

‖エネルギーの清書  ¢－ト2－8－4  l礼4公共部門への移厳   ○－t一之・ユーl  l－8－¢  

6．4天然津や震材鞘の講義  lJl－2－さ－l  

‘・ふ天然♯離への取■  l†ト2・Jll   14．共同努力ヘの責■   川．1鳩さ   

鳥・I蔓棄鞠の♯少化と管礫   ¶－トg－き←1  l・l－8  川．1公共散漫八の■★  ○－ト2－さ・1  

○一ト2－3・l  

代・硝書巻への拗音  川．き凛壌折湖  ○一ト2－8－4   

′JI・】■薯や浪■1蓉への助言  l・ト竜一‡・1  

丁・Z一法業者への軌ぎ  l－ト2－ゴー1   15．敷餌射れ細胞軸聞   巷エ．蛸L   

r・8講義蓉への拗音   l†ト‡→3－ト  さ－8－8  持．り問増加哨瞼   ○・ト‡－8－l  A－8－C  

7・疇餓と覆犠団体ヒ対する臆者  ○－ト2－3・1  A－！－8  Iき・2せ悪友び河井褒め懸念  l－ト2－3－1  

I5．3地域牡禽の欝念  ¢一トZ－3－l   

窪‥叩甘の得点l＝－2－い1は重零度l＝・C】（加癒係数：鴎ふや刈  

ヒよって加重さ九、加重噂8得点が嚢出さ九る．  18．疇守と報脊   ユ至遡」   
この加よ境目測点を魔爛l山lるの各々に削－て合きIし、モの合計慮     †6．1環壌せ査   ○－ト2・才一4  ト8－C  

をその枚桝内にある加よ係数の利で割もことによりて、各席浦ごとの     18・2環横目ホの達成度の清泉  l・ト才一3－4  l－8－t   
加重平均得点が鷺出さ九ることになる．この加重平均得点の此較や機     用▼い▼フ蓼－マンスの内譜楕鱒  ○－ト2－さ・1  l－l・‡   

移を鶴翳することによって定1化さ九た謬鍵が可能とな姦・  1も・1パフォーマンスの外譜鞭鈷  ○－ト2・a・l  ト8－t   

噸机肘由Iln叫r…帥tさl伽明問蝕＝偏抽相場．－加圧如■軌taI馳＝一触卑l…帥1F明和1－．   

（美和対釈艦、態憲法人トーマツ択一（封鋸吼1環囁自己夢魔プログラム1日＊聯兼職祉、l瑚建）  
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ような事項が例示されている；すなわち、⑤環境パフォーマンスの改善につな  

がるEMSの改善機金のある領域を特定する、⑳不適合又は欠陥の、梶本原因  

又は諸原因を特定する、③根本原因を取り扱う是正及び予防措直の計画を作成  

し、実施する、⑳是正及び予防措置の有効性巻検証する、⑨プロセス改善の結  

果として生じる手廟のあらゆる変更を文書化する、⑧環境目的及び目標と比較  

する、である（ISOl㈹044．5．3参照）。   

このような一連の継続的改善のプロセスは、環境マ のメカニズム  

を解説する過程で示したように、環塘笹森制度や環境目標管理制まが有するフ  

ィード′くックや自己嘗及といった機能をEMSの申で具体的に実現する芋版を  

示唆していると考えてよいであろう。  

3－3小括  

ISOの規定するEMS いて、前節に提示した環境マネジメントの  

メカニズムの各項目に対応させて、考察を行ってきた。そして、環境マネジメ  

ントの具体的なシステム俊を一応は描柑たのではないかと考える。   

しかしながら、ISOのEM＄規格が、マネジメント・システムの観点から  

構築されたものであり、環境マネジメントがいかなる概念のものであるのかに  

ついてははとんだ触れられていなかったことには、再度、注意を促しておくペ  

きであろう。国際的な標準化機関であるISOによって、いかなる組織に対し  

ても連用することができることを前擬として、考案された規格であることを理  

解していると、価値観の対立が予想される概念規定を、資明にも避けた点は評  

価することができるであろう。けれども、そのために、環境問題に対して、わ  

れわれがどう向差合うのか、といった点に関してほとんど何も言わないに等し  

いことになってしまった。EMS規格を、概略をなぞっただけとはいえ、検討  

してきて感じることは、テクニカルな面ばかりで構成されているために、この  

システムで本当に環境が守れるのだるうか、という不安である。心がともなわ  

ないかたちだけの世界に対してわれわれが感じる空虚な感覚を、このEM＄に  

かすかにも感じでしまうこと巷杏菜で登ない′。その意味では、やはり甚M＄は  

形式であって、そのなかに何を革め込むのかについて臥われわれに委ねられ  

ていると考えるペ巷であろう。そこで、EM＄の内実を構成するものはなにか、  

という開いに対しての会計的アプローチを次章から始めることとする。  
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＜ 第2章 注記 ＞  

1．富永［1995】は、次のようにいう；   

「社会学の研究対象は社会である。社会は個人の集まりであるから、社会   

は個人よりもマクロである。したがって、個人というミクロ・レベルだけ   

にとどまっていたのでは、心理学的分析はできても社会学的な分析はでき   

ないということは明らかである。しかしながらこのことは、マクロ・レベ   

ルにだけとどまっていれば社会学的分析ができる、ということをけっして   

意味するものではない。なぜなら、社会という単一の実体はなく、社会と   

いう単一の行為者はどこにもいないからである。あらゆる社会学的事象は、   

最終的には個人の行為によって担われている。換言すれば、あらゆるマク   

ロ事象は、個人の行為－それは他の個人の行為と相互作用をしあって相互   

行為になる－というミクロ的基礎をもつ。マクロ・レベルだけにとどまっ   

ていて、このミクロ的基礎を見なければ、マクロ的事象も本当は解明され   

得ない。われわれはこのことを、ヴェーバーとパーソンズの行為理論を知   

ることによって、そしてパーソンズによる行為理諭の研究の中で解明され   

たパレートやデュルナームの社会学説を知ることによって、学んだのであ   

る」（富永［1995］pp．82－83）。  

2．Pe8rCe，D．et al．［1g89］．Dixon．J．A．雨8Ⅰ．【19粥］等参照。  

3．日本計画行政学全編［1995〕参殿。  

4．本項「2－3マネジメント・システム」については、実際の実務の現垣にお   

ける話が中心となるので、日本規格協会腰行のr標準化と品質管理j（第   

伯巻9号、1996年9月号）に依拠しながら作成した。参照頁については、   

本文中に記載した。  

5．ISOのBMS規格に先行して、次のような動きがあった；まず、環境監   

査に関する世界的な関心を呼ぷ端緒となったのは、国際商業会議所（Inte   

rnationalChabberofCo椚erCe）が1989年に発表した「環境監査に朗す   

る意見書（ICC Position Papef On EnvironAentalluditing）」であり、次   

いで、欧州連合（餌rope弧仙ion）が独白の環境管理・監査規則の策定に   

着手し、1993年「環境管理・監査規則（Eco－舶n8g印eれt and山dit Sche七e   

ニ以下EMAS）」として採択され、1995年から発効している。また、英   

国では1992年、英国規格協眉（Britisb St8ndardsIn＄titution）がEM   

S規格として粥7750を制定し、1994年の改訂を経て今日に至っている。  

6．日本株機工菓連合会【1997］参軋  
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第三章 EMSへの会計的アプローチ  

1．これまでの会計アプローチの帯換封  

EMSにもとづく会計のアプローチを考える前た、これまでに提案された環  

境問題に対する会計的アプローチがどのようなものであるのかを、EMSとい  

う観点を念頭に置きながら、簡単な検討を試料ようと患う。   

検討の対象とするのは、（1）財務会計的アプローチ、と（2）管理会計的アプ  

ローチの二つである。  
鮎  

1－1財務会計的アプローチ  

環境対策の会計と報告について既存の財務報儀フレームワーク内で検討を行  

うもので、CICA［1993］に代表されるアプローチである。その議論の多くは、  

財務会計上の環境コストの範囲を確定しようとする研究と、それらの研究を通  

じて確定された環境コ女トを財務諾真においてどのように表記するのかという  

研究とに費やされている。   

上記のCI¢At1993】報告者はそあ代表的な研究であるが、しかしながら、  

そのプロジェタトが当初に検紆教場として考えていたものをみると、より幅広  

い範囲のことがらをその視軌こ収めていたことがわかる。その主な検討事項は  

以下の諸点に関わるものセあった（CICA【1995】訳書序文；一部抜粋）。   

（a）何が「環境間腐」「キ境保護対策」を構成するのかについての識別と紛議  

（b）事業体が環境の改善や保護のために支出する際虹、現行の会計の要求がそ   

の障害になっそいるのであるならばその程度∵また、現在の財務報告フレ   

ームワーグ内で姿のような障善が克服され得るのならばその軽皮。  

（。）開示しなければならない一触鰭報の種類；例えば、   

①事業体雀たは事業体が活動する産業に関係する環境問題の指摘。   

⑳事業体歯活動が環壊に及ぼす影さ。   

⑳環境保護対策に関して事業体が採用した公式の方針と計臥その方針の導   

入以降また隠特定の期間におげる改善点、及び将来の改善のために設定さ  
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れた目標。   

④当期における資本的支出、利益及び事業体の競争的地位に関する環境保護   

対策の財務上または営業上の影響及び将来の期間における特定の影響。  

（d）環境問題に関して以下の種類の情報を提供することに対する賛成論と反対  

論、及びこれが実務的か否か。   

①採用された環境方針に関する会計方針の注記   

②常葉活動に賦課された金額   

③当期に資本化された金額及び現在までの資本化累計額   

④当期に設定された負債、引当金及び準備金、並びにその現在までの累計額   

⑤偶発負債及びこれに開運する見檀額   

⑥かかる偶発事象の発生の可能性に関する経営者の見解   

⑦政府その他からの補助金の金額  

（e）提案されている開示を行うことまたは行わないことに関する法律上の含意。  

（f）提案された会計処理の税務上の含意。  

（g）環境問題に関する自主的な認識をどのように奨励するのかについての、ま  

た、結果的に経営成繚に対して及ぼすことになる影響についての一般的な  

議論。  

（h）スタディ・グループによって密議されるその他の事項。  

このCICAの報告看では、意見の相違から合意されなかった事項も多く、  

財務会計領域にかナる完全な環境会計の指針を提供したというわけではない。  

例えば、上記（e）（f）の法律上及び税務上の含意についてはスタディ・グループ  

の能力を越えるものとして論評から外されてもいる。   

しかしながら、この報告者が財務会計領域におけるアプローチの先鞭をつけ  

たことは事実であり、この報告曹を受けて、その後わが国においても、公認会  

計士等を中心として研究が進められている1）。   

例えば、岸野［1996．b］で臥環境コストを額填対策コストと環境ペナルティ  

ーとで構成し、前者（環境対策コスト）を事集体の環境対策活動に関連するコ  

ストとし、後者（環境ペナルティー）を環境に関連して見返りや便益なく事業  

体に発生する損害賠償金や科料等のコストと定義した上で、環境コストの把握  

については、原則として、環境対辛がある場合とない場合とによって生じる差  

額をもって舐讃することとしている（岸野【1996．b】p．38）。こうしたアプロー  

チから、環境対策活動とそれに関連するコストが含まれている可能性がある勘  

定科目を以下の12項目にわたって例示している（岸野【19g胤b］pp．39－41）。  
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－                －   －     、  

（1）公害防止；  

設備コスト、人件芦、電力■燃料及び用水、薬品・触媒及び消耗品、  

分析計測負瀾、外部委託費  

（2）研究開発；  

改備コスト、人件貴、電力・燃料及び用水、薬品・触媒及び消耗品、  

調査費、外部委託費  

（3）建設における環境配慮；  

調査費、設計費、建設費  

（4）環境に優しい製品の生産；  

＊当該コストは使用する側で 

（5）グリーン調達；  

（6）省エネルギー；  

設備コスト、原材料習、燃料費、 

設備コスト、燃料費、人件私消耗品費、外部委託費  

（9）環境に優しい腋売蔓  

設備コスト、総均乱人件費、輸送費、外部委託費  

（10）環境管理；  

役儀費、人件費、消耗品禁、システム構築費用、調査費  

（11）いわゆる豊かな環境作り；  

設備コスト、～人件費、消鱒品費、調査習、寄付金  

勒  

（12）啓蒙満載；  

設備コスト、人件費、消耗品乱調査費、印刷雇、研修費、システム  

関連費軋外部委託費  

このような助産科目やコスト項目が例示されることによって、財♯会計にお  

けるアプローチがその央践的な側面を酎ヒしつつあることが理解される。会計  

実掛こおける環境対卸こ関する経験の蓄積が、環境開穎に対する会計的アプロ  

ーチを促進するための大きな腐劇力の一つであることは間違いないところであ  

ろう。   
しかしながち、C王CAの検討事項のなかの「（c）開示しなければならない  

一般情報の種類」で示された具体例の内容は、EMくイSの基本要素と共通する点  
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が垣間見られる点で興味深い。そのそれぞれを対比させてみよう。  

＜CICA＞①草葉体に関係する環堵問題の梅嫡／  

← 環境側面の特定＜BMS＞  

＜CICA＞⑧事業体の活動が環境に及ぼす影響／  

← 環境影書評飾＜EMS＞  

＜CICA＞③環境保護対策に関して事業体が採用した公式の方針と／  

← 環境方針＜EMS＞  

計蘭／   ■← 環境マネジメント・プログラム＜EMS＞  

その方針の導入以降また特定の期間における改善点／  

← 経営者による見直し＜EMS＞  

継続的改善＜EMS＞  

及び将来の改善のために設定遜れた目標／  

← 斗境目的及び目標＜EMS＞  

＜CICA＞④当期における農本的支出、利益及び事業体の競争的地位に関す  

る環境保護対策の財務上または営業上の影響及び将来の期間に  

おける特定の影響／← 環境パフォーマンス評価＜EMS＞  

このように、かなりの賓複部分が認められる 

もっとも、このような検討課題について、 のような議論がなされ  

たのかについては、報尊書ではふれられてはいない。したがって、その点に関  

する議論の詳細は不明である。また、ISOその他のEMS規格は、環境問題  

に関心をよせる実際の金蔓において試みられていたものを参考にして構集され  

ている。したがって、環境画題に先進的な金集のなかに、完全なものでは、なく  

とも、ある程まの財務的な処理に関するル”ルについてEM＄的な視点からの  

研究を行っている企業があっ＼ても不愚詠な芯とではない。問題は、それらの実  

務や経験をその場限りのものとはせずに、どのように会計理論化していくのか、  

という点に焦点が絞られてくるのである。  

l    ′ ■’÷  

こ‥   ■   
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ト2管理会計的アプローチ  厨   

環境コストをどのように考えるのかといったヰ論も含め、環境保全に係わる  

コストを効果的に管理し、低減させるためのコスト情報を、管理会計的手法を  

用いておこなおうとするものである。もっとも、一口に管理会計約手法といっ  

てもあまりに多くの事柄が含まれているので、このすべてを提示することはと  

ても不可能である。そこで、ここでlま、環境コストに関連して議論されること  

の多いライフサイクル・コスティング（LifeCycleCo8ti噸：以下LCC）と、  

品質管理のための品質原価計算を環境管理へと応用する見解について紹介する  

こと止めることにする。  

（1）ライフサイクル・コステインダ（LCC）   

LCCの源泉は、米国国防省と防衛産業との淑引において用いられたことに  

あることが知られている（岡野【1縛5〕参照）。しかし、その後の巌軌こおいて、  

様々な領域で様々な対象について「ライフサイクル」という言葉が多義的に用  

いられてい轟ことから、EPA［1995］では、ライフサイクル・コストの概念規  

定を行う上貰の注意を促し、私的コストのみを頼すのか、あるいはより広く社  

会的コストをも含む概念なのかを区別することを指摘している（EPA［1995］  

p．33）。その上で、臥臥Aで凄、現行の米国行政実務上で用いられているライ  

フサイクル・コストの定義を二つ紹介しているので、まず、それらを引用して  

おこう（EアA【1995】p．33、訳書p．狙）。  

ライフサイクル・コスト  

ー主要なシステムの予想耐用年数にわたり、敦計、開発、製造、稼靡、維  

持及び支援において発生するまたは発生すると見積もられる直接、間接、  

経常的、弗経常的並びにその他の関連するコストの総額（米執行故習餞  

・予算局）  

－製品の耐用年数にわたって割り引かれた資本コスト、製遵コスト、没＃  

コスト、稼働コスト、維持コスト及び廃棄コストを含む製品コストの年  

間償却鏡（■Feder81Acqui8ition．Recycling．8nd T86te PreYentioTl．■  

監ⅩeCutive伽der1287乱Se¢tion210（鮎t．別，18gさ））  

LCCが設計から廃郵こ至るまでの製品の全生涯を通じた原価計萌であると  

するなら私製品に起因する環境コストはLCCにおいて理屈の上では把鍵さ  

れなければならない。しかし、ン実際、のところ、これまでの威儀計算においては、  
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環境に関するコストは明確には認識されてかなかったし、それゆえ、計算され  

てもこなかった。また、象境開運のコストと推定されるコストの多くも、通常  

は販売費及び一般管理費等の期間療価として会計処理巷されていて、識別が歯  

舞である。   

そのため、LCCを環境コストと関連づけるためには、まず、活動基準原価  

計算（1ctivity8a＄ed Co8ting；以下ABC）を介在させ、ÅBCを用いるこ  

とによって環境コストを発生させている清動に目を向けさせ、その遵切な管理  

とコスト低減を図ることで、LCCの全体的なパフォーマンスの改善を因って  

いこうという考え方が提起されている2）。   

ABCそのものについての説明は本章後節に委ね、ここでの議論を優先させ  

るが、このABCを用いて環境に関連するコストとそれを発生（消費）させて  

いる活動とを結び付けようというアイディアは、それ自体非常に優れたものと  

考えられる。環境朋儀のコストを含むより正確な架品のコスト情報を経営者に  

提供することができると思われる蒸らである。   

しかしながら、このLCCにおⅥるAIさC活用提案にも問題点があることも  

指摘しておくペ善であろう。そめ一つ注、本鮮の冒頭でも楷持したように、何  

をもって環境コストとするのかがこの議論の申では確定されないことである。  

ライフサイクル・コスト概念の多義性に関する先のEPAの指摘と合わせて、  

環境コストそのものの概念規溝自体も実に＃しい。LCCの先駆けとなった米  

国国防省における取引のように、特別な製局の淑引を、限られた相手と、明確  

な製品仕様に基づいて行うのであゎば、環境コストの発生も環増扱者の予測も、  

そしてまた、万が一の際の受任の所在もかなりの樫動こおいて明確にし得るで  

あろう。けれども、一般の企集においてはなかなかそうもいかないであろう。   

EPA［1995】では、環境コストの範囲を、伝統的コスト（co帥elltion81cost  

s）、限れているコスト（potentialIyhidden co＄tS）、偶発コスト（contil哨ent  

costs）、関係作り／イメージアップ・コスト（i巾age and relationship co＄t＄）、  

そして、社会的コスト（＄OCietalGOStS）に分類している（EPA［1995］p．14、  

訳育p．柑）。けれども、実際にこれらのコストの範囲をそれぞれ明動こ確定す  

ることはかなり困難である。まして、それを測定し評価するためには、それ相  

応な会計的技法の開発が必要になるであるう。ちなみに図表7．はEPA［19g  

5】によって示された環境コストの例である○一見して判るように、先に示した  

財務会計的アプローチにおける環境対策活動にかかわるコストの例示と比べて、  

実に多くのコストが憩定されている○もちるん、これらはあくまでも例示であ  

り、実際にこのようなコストをすべて測定しなければならないというようなも  

のではない。また、財務会計的アプローチにおいても、例示されたものが環境  
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国表7．企業で発生する環境コストの例  

」隠カrll名す彪鱈のぁるコスト   

書頼上  

・用地研究  

・用地準庫  

・許可  

・研究開発  

・エンジニアリング及   

び明達  

・据付  

自主的対応コスト   

（遵守水事以上）  

■地域との関係づくり  

・監視／検査  

・訓練  

・監査  

・取引先の選定  

・報告書  

（年次環境報告書等）  

・保険  

・計画  

・実行可能性調査  

・修復  

・リサイクル  

・瑠境調査  

・研究開発  

・生息地や湿地の保護  

・風景美化  

・その他の環境計由  

・環境団体や研究者への  

・マニフェスト  主資本的投倫  

・ラベリング  ≡材料  

労働  

消耗品  

公共料金  

建造物  

残存価額  

・保護設備  

・健康管理  

・環境保険  

・財務保証  

・汚染コントロール  

・漏洩の対応  

・雨水管理  

事 後 コ ス ト  

・閉鎖／撤退  財政支援  

・廃棄物管理  ・在澤処分  

・税金／手数料  ・閉鎖後の管理  

・用地調査  

■   ガ   コ   ス   ト  

・将来の遵守コスト  ・修復  

・ペナルティ／罰金  ・財産の損害  

・将来の施行への対応   ・個人の負釦こよる損  

害  

・法的費用  

・自然資源の損失  

・経済的損失による挽琶  

イメータ7ヅプ／■腋プ小県りり  

・企業イメージ  ・専門職員との関係  

・顧客との関係  ・従業員との関係  

・投資家との関係  ・取引先との関係  

・操険会社との関係  

・債権者との関係  

・地域社会との関係  

・規制当局との関係   

＝蠣  
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儲′闇∃爪弾悪幣鈴登一斉磯［轡紆V闇  

まったく異なることが直ちに理  
1ても明掛こ鹿議すべ垂ではないかと考  解されるが、考え方や戎薦  

える。そこで、次に、TQ   品質原磯椚酎こ基づいて電機背理を想定す  

る考え方につ 

（2）TQM・品質原価計算の応用   

品質原価計算においては、予防一詳細一失敷アプローチ（prev飽tioれ－appr8i  

組トfail肝¢坤pfO耶わ）による原価分類ポー般的に行われているので、これ基  

づく品質媛厳の誉分類凄、まず殻柳ピ哀しておこう（宮本rl鮒8〕押．3－4）；  

①予鈴廉価；  

目標となる品質を問温も噌式確保するために必牽なコストで、品質計層、  

教育・訓織ふ各確の  兜などに要するコスト   



②評価原価；  

目標品質への適合性をチェックする検査、信頼性実験などに要するコス  

ト   

③突放原価；  

目標品質への適合に失敗したり、顧客のニーズにマッチしなかったため  

に発生するコストで、次の二つに分類される。  

a．内部失敗原価一出荷される前に必要な処理コストで仕損費や修繕費  

など  

b．外部失敗原価一出荷後に発生するコストで、クレーム処理費や代品  

交換、損睾膀償費など。さらに、顧客の信頼を失っ  

たことに伴う機会原価をこれに加えることもある。  

このような品質原価分類において、原価と品質をどのように最適化していく  

のかについては一様ではない。   

通常は、縦軸に原価、掛軸に目標品質への適合度をとったグラフにおいて、  

品質原価の中の予防原価と評価原価の合計を右上がりの2次曲線で示し、失敗  

原価を右下がりの曲線で表して、絶品質原価をU字型に措いたときにそのボト  

ムとなるところが品質コストと目標品質への適合度との最適状態を示している  

と考えられている。   

しかし、これについては消樋的な考え方もある。宮本［1998】は、次のように  

指摘する；  

「この議論はもはや陳腐化しつつあるように患われる。経営科学が提示する  

科学的な分析方法は、そこで用いられる要因が明確に定義でき、しかもそれら  

の正確なデータが入手活用できて初めて、その威力を発拝するのである。これ  

までの品質原価計算の実情では、ま・だまだその域に達していないことは明白で  

ある。その上に、研究の進捗とともに、その思考モデルの修正すら求められる  

ようになってきている。   

したがって、少なくとも現時点では、顧客のこ－ズにマッチする品質の確保  

が、ますます激甚化する競争市場で利益を生み出す源泉になるとの認識をもち、  

品質の改善とコスト削減とは、矛盾なく同時に達成可能であるとの見解にした  

がって、新たなる品質原価管理システムの構築に努力することこそが慣用と考  

えられる」（宮本［1996コpp．12－13）。  

他方、これに対して、包括的な品質原価計算システムの構築を志向して、戦  
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略的なコスト・マネジメント・ツールとして品質腋細計算に積極的に取り組む  

見解もある。伊藤【1994】は、そのための要件を次の2点に絞って説明している  

「第1の要件は、従来の適合品質に加えて、顧客のニーズを企画品質に盛り  

込み設計品質として実現するために要するコストと、そのコストによってもた  

さられるベネフィットの分析を枠組みに加えることである。この場合、品質概  

念の拡大にともない、製品の設計段階における多くの活動に関連するコストが  

品質コストに含まれることになろう。（－中略－）   

戦略的コスト・マネジメント・ツールとして品質原應計算の弟2の要件は、  

ユーザーコストをも含めて品質コストを広範囲に測定し、企業が生み出す製品  

が顧客や社会に及ぼす影響に関する分析を行うことである」（伊藤［1994］pp．3  

8－3g）。  

伊藤は、ここで示された第2の要件は先に示したLCCにつながるものとの  

指摘をした上で、これまでの議論はどのようなタイプのコストを集計するのか  

という論点ばかりに注目していて、集計されたコストをどのように解析してい  

くのかという視点が欠けていたことに着日して、それを補うための支援ツール  

としてタグチ・メソッドを紹介している（伊藤［1994］p．39）。   

タグチ・メソッドは、品質とコストとの同時的な改善を達成するために、工  

学的・統計的手法を用いて製品や工程の最適化をを図る手法とされており、品  

質を「製品出荷後に社会に与える損失」と認識した上で、次のような式で公式  

化している（田口【1988】序章p．4）。  

＜ 品 質 ＞＝ （機能のばらつきによる振失）  

＋（使用コスト）  

＋（機能に関係のない弊害項旧による損失）  

さらに、伊藤【199糾こしたがってその具体的な計算方法を説明すると、タグ  

チ・メソッドでは緻失関数（Io＄＄fⅦmCtion），）というものを用いて、部品や製  

品システムの許容善が決定されることとなる。この損失関数は、品質による損  

失は機附こ関する臼様態からのずれの2乗に比例するとされ、これによって品  

質とコストとのトレード・オフの評価（許容差設計）が可附こなるとされてい  

る。そして、環境配慮型の製品設計という観点に立脚して、環境問題の解決に  

向けての現実的な方向性の一つとして、かかる許容義教計の考え方を想定して  

いるのである（伊藤【1994］p．39、同［199朗pp．銅－89）。  
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ここでの伊藤の議論の特質が、班増配慮型の製品設計という観点にあること  

には十分に注意されなければならない。というのも、L¢CからTQMへの議  

論の展開を因る上で、本稿が着日したのは、LCCを遺じた環境コストの誌譲  

が、製品の評価を牒的とした原価計芳情報を提供することにあるのであって、  

必ずしも企業の環境対策活動金劇脛かかる経常的なコスト情報を捜崩すること  

を意図してはいないという点であったからである。TQMに期待したことは、  

環境対策活動に係わる経常的なコスト情報の提供のための手法である。伊藤の  

目頼す製品の環境配慮型設計技法ではない。そ¢意味では、本鞘と伊藤とでは  

問題意識の相違から議論が別々の方 かってしまっていることが指摘され  

ねばならないであろう。   

そこで、再度、あらためて品質原価許背虻儀点を移七て環境コストとの関連  

を探ってみると、品質原価計算の枠組みに基づく環境コストの分類について、  

次のような分析を見出だすことがで登る（伊藤【199朗p，＆7）。  

①環境上の予防コスト；  

将来の支出を減少させ右ために支出される費用   

②環境上の評価コスト；  

企業の諸活動が瑠璃にどのような影響を及ぼすのかをモニターするため  

に支出される費用   

③環境上の内部失政コスト；  

評価プロセスを通じて発見された環境上の間廟点を修正するために支出  

される費用   

⑥環境上の外部失傲コスト；  

環境問題の解決や改善が企業め経営者のコントロールの及ばない範囲で  

実行される場合寵支出される費用  

ここにおいて、気づかされるのが環境コストの認識とその範囲の問題である。  

というのも、上記のような品質原価計算の枠組みでの環境コスト分類を試みた  

ところで、環境コストそのもめについて紘何も憩っていないのに等しいのでは  

ないか、との疑念が沸くから響ある○   

たとえばヾEMSを構築している企業を想定してみよう。明らかに確定でき  

るコストは、⑧環境上の評葡虻ストであり、これはEMSの連営費、あるいは  

先に例示した岸野［1996．切に従えば環境管理活動費、と考えることができる。  

けれども、その他のコスもに隣しで磯一義的に規定することはほとんど困難と  

なる。例えば、③環境上め内部集散コストについて考えてみよう。  
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EMS構築企業においては、掛填嘗査貌どの評應プ日せスを通じて発見され  

た環境上の問題点の改善は、継続的改善のプロセスの一貫として理解され、次  

に取り組むペき課題として認醸されるのが遷御である。とす′るならば、その限  

りの意味においては、評価プロセスを通じて発見孝れたキ境上の問題点由改善  

にかかる費用とはいっても、⑨環境上の内部朱敵コストとして認識されずに、  

①環境上の予防コストと考えられる場為も多いのでほないだろうか。もし、明  

確に③環境上の内部失敗コストとして癒為される場合があるとすれば、それは、  

法規制の遵守違反や企業内部における環境事故め場合などであろう。   

しかし、このような場合においてIまこ内部と外瘍の失敗コストの区別は曖昧  

にならぎるを得ない。なぜならば＼≒環境上の事故災害は一度発生すれば、企業  

の内外を問わず、被音が拡大することを惣来しなければならないからである。  

環機関連の鎮魂制の遵反についても同様に考えることができる。というよりも、  

各種の環境規制というものは、その違背事実が深刻な故事春用辺地域あるいは  

地球環境に与える（あるいは与えるおそれがある）からこそ、制定きれている  

のであるのだから、環境上の法規制違反にともなう失敗コストを内部と外部に  

分ける実益は少ない、と考えてよいであろう。かりに、失政コストの内部／外  

部の区別が、理論上の息考便宜的なものであると仮定しても、そこからどのよ  

うな示唆が導かれるのかほ判然としないし、せいぜい、品質原価計算について  

の経験や知識をもつ着に対8て、L畠習管理が環境管痙を考える上で役に立ちそ  

うだという、環境皆掛こついてのアナロジ 

ように憩われるのである。そして、そめ程度のことであれば、ISOの品質管  

理システム規格とBM＄規格と恕提示して、両者がマネジメント・システムと  

して共通の構造をもち、双方を開運ザ砂で理解できることを説明したはうがよ  

ほど効果的ではないかと思われるの牽ある。事実、ISOのEMS規格には品  

質管理システム規格むの舞岡が㌫焼場め坤で鋭明されている（ISO14明1付属  

書B参照）。   

他方、どのように定義をするのかにもよるが、一般的に考えて、環鴇コスト  

の大部分確「将来あ支地番減少海せウるために支出される費用」、すなわち、①  

環境上の予防コストとして鑓譲昏鈍る可能性が高い。なぜなら、環境マネジメ  

ントにおいて臥駆られた経常資源を最大限鑑有効利用するために対策間に経  

営上の優先順位をつけで環境保全潜動に取り組むのが通常であり、その取組み  

の掛こ必要となるコストを環境盗ス 

ある占つまり、草するに、環境畠ス撃と認磯されるほとんどのコストは①環境  

上の予防コストとして詳醸され、⑧や⑨の失敗コストが規定き猟るきれる場合  

においでは、その失敗コストiま棲めて膨大な金軌こなる可能性を極めており、  
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しかもその際には内部／外部の区別ほほとんど意味をなさないことが考えられ  

るのである。   

このような認訊こ立脚すると、環壌上の内部及び外部の失敗コストと予防コ  

スト（評価コストを加算したとしても）との関係を、品質コストと品質適合度  

との間の最適イヒのような関係をもつものとして、パラレルに考えることははと  

んど困難となる。まして、消極的見解が指摘するように、そもそもの品質管理  

レベルで当該モデルの妥当性に異論がある状況が生じているのであるならば、  

品質原価計算の枠組みをそのまま使用して環境コストを分類することに一体ど  

のような意味があるのかという疑問は、とても拭い切れない。品質管理とキ墳  

管理（環境マネジメント）くの本質にもとづく分析が必要となるのではないかと  

思われるのである。  

（3）小持   

それでは、環境マネジメント問題に対して品質管理での経験はまったく役に  

立たないということになるのであろうか。   

混乱の原田は、マネジメント・ツールとしてのTQMと原価計算手法として  

の品質原価計算との浪岡にある。今一度、議論の展開をなぞってみると、環境  

間者に対する管理会計的アプローチを考える上で、LCCをまず最初にとりあ  

げた。そして、LCCを遵じた環境コストの認識が、製品の原価計算情報を提  

供することにあり、LCCが必ずしも企業の環境対策活制にかかる経常的なコ  

スト情報の提供を焉周していない点に気づいた。酒動と、製品とを分離して考  

えたはうが優れているとの認訊こ基づくものであった。そこで、環境対策活動  

にかかわる経常的なコスト情報の提供のための手法を探るために品質管理の分  

野に日を移すと、TQMが有効ではないかとの主張があった。そこで、その基  

礎を形成する品質原価計算から議諭奄起こしたのであった。   

そして、ここでの議論を通じて理解されたことは、われわれの検討すべき方  

向は、瑠墳コストのための原価計算方淡そのものの開発ではなく、環境対策活  

動にかかわる経常的なコスト情報の提供のための手法としての、言い換えれば、  

マネジメント・ツールとしての会計的アプローチを模索することにある、とい  

うことである。そして、品質原価計農の枠組みをそのまま使って環境コストを  

考えていくことは、環境コストのもつ性質をうまく反映しない可能性があるこ  

とが判明した。環境問題への取り組みを会計レベルで壌小化させないようにす  

るためには、環境マネジメントの本質に基づくアプローチと、そのアプローチ  

にのっとった環境コスト分析とが必要であることが、強く認識されたのである。  
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2，ト一夕ノk・コスト・マネジメント（TCM）のEMSへの応用  

2－1検討アプローチめ選択  

EMSの内実として砂金計的アプローチ巷考える上で、どのような手法をわ  

れわれはもっているのかについて、検討する必婆がある。   

この点に関して、前掛こおいて、財務念計劇アブローチと管理会計的アプロ  

ーチのそれぞれを簡単に再検討したのであった。その結果、財務会計的アプロ  

ーチの再考からは、財務会計領域に酎、ぞ恕、認誠＄の要約こかかわる事項を  

検討する必要があったのではないかと推測させる事実を見出し、EMSを念覇  

に置いたアプローチを榛東することtま、財務会計劇場アプローチを裏付ける基  

礎的な研究につながる可能性があるのでは馴、かとの感触を得たのであった○   

他方、管理会計的アプローチの再考の過程では、製品の原価計井を志向する  

観点と、マネジメントを志向する観点とで蟻、基轟となる考え方が違ってくる  

のではないかとの考えに登った。とりわ軋轟賀管理をめやる廉価計算と品質  

マネジメントの議釦こおいて、その考えを強くしたのであった。そして、製品  

原価の精密な計算を志向するという観点に立ったとしても、環境コストを製品  

原価のなかにきちんと位置付ける長洲こば、そも牽もの環境コスト自体を明確  

なものにしていかなげればならないこ左を指摘した。   

こうしたま論を通じて、臆M引こ基づく感謝劇アプローチを図るには、あら  

ためて、その基礎となるコスいマネタメジト蓼毯そのものから検討を開始し  

ていく方がよいのではないか、との総計こいたったのである。そこで、本節で  

は、アーンスト＆ヤング［199即望♪よっぞ擬唱された「トータル・コスト・マネ  

ジメント（TotalC鵬t‡油昭塊㊥t：以下TCM）」の考え方に依拠しながら、  

EMSへの会計的アブ占ぷヂあ筍熊牲を操っ′ていこうと恩う。   

な臥前節でもぷれだよう匿、環境管浬に対しては、品質管理のアナロジー  

として環填ぜ理を考えでいく癌向が約、 

・監査牢謀議していくアプローチがよく採られる手法である。けれども、前章  

までで離聖書与したように、甜で臥漁雛ネ如ントそのものの概念を近  

代社会め本質的な融から規定じ、そうじた環境マネジメン＝駄念にもとづく  

EMSを想定してい争ので、一応、TQMとは違うものとしての、TCMにも  

とづく7－ナ∩一千を爬対してみたいと考えている∩   

麿MS百様′臥先に見たよう軋丁増身をいれるふハコ，簡なものであるから、  

そこに何を入れ込んでいく∨のか経ついて臥われわ如こ選択削鴫ると考えて  
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よかろう。また、TQMもTCMも、マネジメント理論として厳密に考証して  

いく場合においては、それぞれ品質管理とコスト管理という別々の視点や考え  

にもとづいて構成されていることから、その遠い射を詳細に分析する必要があ  

るのであろうが、本稿の目的は、そうしたTQMとTCMの理論分析にあるの  

ではなく、EMSに対する会計的アプローチを、しかも独自の概念規定をした  

環境マネジメントにもとづくアプローチを考える上でのツールとして、コスト  

・マネジメントの手法を参照するだけであるので、この両者の速いが結論にお  

いて大きな影響を与えるとは考えていない引。その意味では、本節の冒頭引こ記  

したように、われわれがどのようなツール（手法）をもっているのかが、ここ  

での分析目的となることを、念のために隠認しておく。  

2－2 TCMの考え方  
Lじノ蔑聾蓼  

Y I 

（1）TCMの概念   

アーンスト＆ヤング［1992］によるTCMの概念規定を最初に見ておこう；  

「アーンスト＆ヤングが開発したTCMシステムは、企業の全経営資源（モ  

ノ、カネ、ヒト、）とこれらの資源を浪費する活動を先行的に管理する包括的  

な経営哲学である。TCMは、企業の戦術的、業務的側面を計屈し改善し、同  

時に企業の戦略的方向を支持するに必要な基盤を提供する継続的プロセスであ  

る」（アーンスト＆ヤング［1992］p．20、訳書p．18）。  

ここから、次のような特徴を導く（同［1992］pp．20－21、訳曹p．18）；  

＊原価報告にでなく原価抑制（co＄t preVention）に重点をおく。   

＊業鏑と戦略目棲を直接結びつける。   

＊原価の流れや輝価集計のほか、製品又はサービスの収益性とキャッシュフ  

ローの測定に重点を置く。   

＊原価計算システムの意思決定支援機能に販売費及び一般管理費を含める。   

＊利益改善のための手法を儲用する雪雲性を原価削減のためのそれと同等に   

する。  
＊間接費を因果関係に基づいて配賦する○  

＊会計撹他にとどまらず、経営遂行の手段となる。  
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－－、   

このような特徴が導き出される理由は、TCMが、ビジネス／プロセスを詳  

細に理解し継続的に改善することが効果的な原価管理の推進力になる、という  

考え方を基礎にしていることにあり、TCMの主要な原理は、  

①ビジネス・プロセス分析  

②活動基準原価計算（ABC）  

③継続的改善  

であると結論付けている（岡【1992】p．21、訳書p，18）。   

以下、このそれぞれについて、さらに考察を進めることにする。  

（2）ビジネス・プロセス分析   

ポーターの提唱する価債連鎖（valuecbain）を念頭におくもので、企業観織  

を部門の階層構造として考案するのではなく、プロセスの連鎖機億と見ること  

で、企業内の主要なプロセスの流れが明らかになるとするものである。このよ  

うに、企業をプロセス扮集合怯としてみることの重要性について、次の二つの  

理由を掲げている（アーンスト＆ヤング【1992】p．22、訳琶p．20）；  

a）この見方が、ビジネス・プロセスの改善計画あるいは原価削減計画達成  

の   基本であること   

b）この見方が、活動基準原価計算計画及び継続的改善計画を進める基本で  

あること  

この価値連鎖という考え方については、すでに前章において紹介しており、  

これまでにも何度となく議論にでてきているので繰り返して説明することはし  

ないが、EM＄の観点から見た場合に興味嫌いのは、価値連鎖という考え方を、  

ビジネス・プロセスの改善計画や継続的改善計画などを進める上で基本として  

いる点である。EMSにおいても、環境影響を発生させている活動を改善する  

ために、環墳マネジメント・プログラムが策定され、そのプログラムを実行し  

た場合の成果が評価され、その評価にもとづいてEMSの継続的な改善が図ら  

れることになっていたのであった。EMSとTCMの双方において、マネジメ  

ントシステムを適者する上での、考え方の方向が同じであるということは、E  

MSを念頭に置いた場合についても、価値遵儀という考え方の有効性を論証す  

るものと考えてもよいであろう○  
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（3）活動基準原価計算（A8C）   

吉川他［1994］（pp．24－26）によれば、Al】Cは、製品がアクティビティを消費  

し、アクティビティが生産資源雀消費しコストを発生させるとの前提条件の下  

に、生産資源と原価計算対象とをアクティビティによって結び付けることを基  

本思考としている。それゆえ、AIきCの最も基本的払特徴は、製造聞疲費をア  

クティビティを通じて製品に直接跡付け得ることにあり、製造間接費を部門個  

別費及び部門共通軌こ分解してから配賦する伝統的乳阻価計算とはこの点が一  

番の相違点となる。この本来的な性格から、岡本【1994］（p，884）は、At‡Cは  

部門という枠組ろに必ずしもとらわれずに機能交羞的（cros8－fuれCtional）な原  

価計算を可能とするところに優れた特質を見出だすことができる、としている。   

そのプロセスを簡単に追うと、次のようになる（書川他〔1994］pp．2ト29）；   

ステップ1‥製造間接費と関係の深いアクティビディを逮択し、グルービンダ  

を行う。例えば；  

①生産量の増舶こ伴って変動する数量レベルのアクティビティ  

②′くッチ生産におけるバッチ・レベルのアクティビティ  

③製造補助レベルや設備管理レベルのアクティビティ  

ステップ2：製造間接費をそれぞれのレベルごとのアクティビティに跡づける。  

ステップ3；各アクティビティごとのコスト・ドライバーを選択する。  

コスト・ドライバーとは、アクティビティの皇を計量的に表した  

測定尺度であり、アクティビティによって消漬された原価を原価  

対象に跡づけるものである。   

製造間接費を適切に製品に跡づけるためには、製品との相関の  

高いコスト・ドライバーを選択する必要がある。例えば、数豊レ  

ベルのアクティビティには、直接作業時間や機械運転時間などの  

ように、生産量の増減と密掛こ関連し、その変動を反映するよう  

なコスト・ドライバーが考えられる。また、バッチ・レベルのア  

クティビティには、－操業ごとに発生し、コストがその変動に比  

例するようなもの、例えば、段取り時間や段取り回数、材料の運  

搬回数などが、コストドライ′〈－として適切であろう。  

ステップ4；コスト・ドライバーの比率を計算し、それに応じて製造簡接費を  

配賦する。  
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以上のようなプロセスがA8Cの代表的な計算方法である。ここでは製造閉  

経費のみを例に挙げたが、製適業以外のサービス業への烙用可能性も指摘され  

ている（岡本［用9胡p仇8召3－8鶉）。さらには、ÅBCの提供する活動原価情報  

を利用して業務プロセスを分析し、それによって業務改善を行おうとするAB  

M（lctivity馳相成＝蜘細脚細倒t：以下A‡‡Ⅵ）も擬喝されて羞ており、そこで  

は、ABCが原価配賦の観点に立つのに対し、AB陳はアクティビティ分析に  

基づくプロセス管理の観点に立脚する＆も1う視点の取り方の相違が指摘されて  

いる（岡本［1994】pp．音別瑠8凱会計フロンティア研究会編【1994】pp．3ト47、な  

ど）。   

しかしながら、このような会計におけるÅBCの展開と、ボーターのいう競  

争優位をもたらす戦略（コスト・リーダーシップ戦略、製品差別化戦略、集中  

化戦略）の基本手段磨る価個儀鎖分析濫基づく議論とをまったく同一視するこ  

とには問題があるという捲構もある。～。伊藤・伊藤【19錮．b〕によって指♯され  

た関越点もまさにこの点に関するもので、とりわけコスト・ドライバーをめぐ  

る論点はABCとの関係濫お㈲て重要と患われる。その論点を簡単に説明する  

と次のようになる。   

すなわち、ABCにおいては、先に見たように、一般的には、アクティビテ  

ィによって消費された麻飾を原価計算の対象に跡づけるものと理解されている  

が、ポーターの議釦こおいては、コスト・ドライバーは、うスト優位を獲得す  

ることを目的に価値連鎖ども、う分析フレームワークを遵じて分析された重要な  

価値活動のコスト推進要因のことでンあり、それらは1¢の要因（①規模の経済性、  

②習熟度、③キャパシティ御用のパターン、⑳連結関係、⑧栂互関係、⑥統合、  
⑦タイミング、⑧自由裁量できる政策、⑧立地、⑳制ま的要因）からなる価値  

活動のヲストの構造的な規定要因とされており、ABCのように原価の配賦基  

準に断ちるといった性質のものではない（ポーター［1985］pp潤一112）。   

そのたあ、伊藤・伊藤【1粥9．b］は、第一に、コスト・ドライバーと価値活動  

のコストとの関係者定量化す看ための具体的な方法について触れられていない  

こと、第二に、コスト・Fヲイバーそのものの定義及びその明確化が必要であ  

る、との指摘を待ったのである（伊藤・伊那1朋胤b】pp・924－926）○   

価値連鎖分析をEM＄の基礎的原理の→つとして認識し、そこからEMSに  

もとづく会計巷構築しよう登ずれば、伊藤i伊藤［198臥b】の指摘のようにコス  

ト．ドライバーそのもの㊨どのように認識するのかについての検討が必要と考  

ぇる。そこで、次にかかるコスト，ドライバーの性質についての考察を行うこ  

ととする。  
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（4）コスト・ドライバーの意味するもの   

小林［1992］は、ABCの基礎的概念の理解や用語法が人によってまちまちで  

あるという問題意識から、ABCの基礎的概念の一つであるコスト・ドライバ  

ー概念に焦点を当てて、その内容についての検討を行っている。   

先に説明したように、ABCは、活動が資源を消費し、製品が活動を消賀す  

るという想定がなされている。つまり、2段階の手脂がふまれているわけであ  

り、そのそれぞれについて何らかの基準を用いて原価が配賦されていく。その  

際の配賦基準について、論者によって、資源ドライバー／活動ドライバー、弟  

1段階ドライバー／第2段魔ドライバー、第1段階コストードライバー／第2  

段階コスト・ドライバー、あるいは両方の段階をまとめてコスト・ドライバー  

と呼んだりしている、というわけである。   

小林【1992］の検討の優れた点は、かかる混乱を上述のような配賦段階の相違  

によって説明するのではなく、配賦基準灘裾し示しているのが因果連鎖である  

ことを喝破し、それにもとづいてその因果連鎖をどのように考えるのかによっ  

て、コスト・ドライバーの意味するものが変わってくることを指摘したことに  

求められる。／ト林【1992】は、この点について次のようにいう；  

「製造間接費の配賦基準をめぐっては、先にも述べた通り、因果連鎖が存在  

すると考えられる。このような因果連鎖のどこに主な視点を置くか、あるいは、  

特定の視点を定めず因果連鎖の存在をぼんやりと頭に措くに止めるか、さらに  

は、阻果連鎖そのものを重視し、配賦基準とは切り離して考えるか等により、  

コスト・ドライバーの意味するもの、用法が変わってくると考えられる。例え  

ば、クーパーらの立場は、製品によるある活動、ひいては、そこで使われる資  

男引こ対する需要の発生というところに主な視点を置いているものといえよう」  

（小林【1992］pp．52－53）。  

もちろん、ここでいう因果連軌こついては、その連鎖が明確なものもあれば、  

曖昧なものもある。単純な因果関係もあれば、榎維に入り乱れた関係である場  

合もあり得る。また、因果連鎖に将来に対する予測が入り込むことも考えられ  

る。小林は、これらの点を踏まえた上で、正確な製品原価を計算することと、  

業務の改善を図ることとは違うという考えから、Å8Cに関する議論を、これ  

らの因果連鎖の方向性の速いを認瀾して、検討すべきであることを指摘したの  

であった。すなわち；  
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素議   

「業務の改善を図り、執行の効率性を向上させて、原儲を低減させるために  

腋、業務をその聴から見直すこと、ある詰物のインプットとアウトプットの比  

率の向上を図ること、業務と業務のつながりを再検討することなどが望ましい  

行動方向というこ毎になろう。これ怯、原価をその発生源から検討し直すとい  

うことにつながる。（中嶋〕   

間食費の配賦方法奇襲善し、正確な製品凝購を計算♭ようと試みることと、  

業務の改善を図り、執行の効率性を向上させて廉価を低減させることとは、別  

次元の問題と考見ることがで登るのである。このよう暮蒜考えた場合、原価の発  

生原因を探り、原価の低強襲困れる虔うに業萎め敬着を図っ貰いく方向と廉価  

計井対象への原鐘の集計とを分別して考えていくという方向はi味のある方向  

と辞儀できよう」（小林【1992］pp．53－54）。  

ここで小林の楷摘してい挙字義陶陽については、ま轟に前節の品質管理にお  

いて本格で指摘した品質原価計算とTQMの考え方の浪乱と闊遵に喝する分析  

と、同じ見方に基づくものであるといえょう。小林の結論が、ABCの配賦に  

関する基堤的概念であ夢コ率いドライ虜－′申概念分析を遠じて得られたもの  

であるのに対し、本稿の行った線材は、サ壌マネジメントにもとづく会計的ア  

プローチ吟模索、、ゝ貌掛買闊歩コストの認識方法に喝す季検討を遺じてのもので  

あった。   

こうした検討を遠軽て、ニつのことが寮、えるふ一つ臥このような価値連鎖  

にもとづくアプローチを行おうとする■合には、その向かうべき方向を見定め  

た上で、製品療應転関所愚検討を行っ貰い扇のか、あるいは集務の改善や効率  

化といったものを含め、播勃の連弾を考の因果凛軌こしたがって追いかけてい  

るのか肴、垂ちん秦区別し、報議料なかあ、検討しなければならないというこ  

とである。   

そして、もう一つが、区柳引こおけるアプローチ匿おいてほ、前章で指摘ト  

たように、環境影響詳稀義好環境魚欝琴襲要素と環境影響との閤の因果鋼操を  

重出するフォーマッ トになっていたということである。したがって、コスト・  
ドライ′｛－を、ここでいうよ参な幾務申改革を図るための因果連鎖膏鱒し示す  

ための、いわ抒∧‘道標－欝磨ると考える⑳であるならば、その‘題標’は、環  

墟影■辞儀衰の中に示されていることが理解されよう。モの意味では、瑠墳影  

▼滞♯求については、相異関係ぶであるとか、一一秤のインプット・アウトプッ  

ト衰であるとかなどと、これまでにい、ろんな言い方をしてきたが、ここでは、  

－といっておくことにしよう。そうすれ  

解されるであろうし、また、EMSにも  

広い意味での  

ば、この損壊  
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とづく会計的アプローチを図る上でのキー・ポイントであることが、よりいっ  

そう認識されるようになると考えるからである。  

（5）原併低凛と破壊保全   

きらに、前記のように、製品の廉価を集計していく方向と、飾磨連鎖にもと  

づいた活動の分析を推進しでいく方向とを、善ちんと認赦しわげることによっ  

て、原価の低減と環境保全とが必ずtも一致しな）ミことが、理解されよう。   

すなわち、EM＄と会計とのサンケ言ジを考える上で注意すべ重点は、陳価  

計算の観点からする凍価低減彪、環礁保姿◎観点からずる環境負荷の低減ない  

し削減とでほ、改音標金の発生する段階が必ずしも一致する′とは限らないこと  

である。もちろん、改善機会が一致し、y靡榔並びに環境の双方にとって有益と  

なるケースも少なくはないであろう。これまでに公表された事鋼の多くは、環  

境対鵠を採ることで、業務の改善が固ち動、コストの削減につながったケース  

がはとんどである¢くI。また、そうでおればこそ自社の事例を公表できるともい  

い得るのでほあるが、そのことほともかぐも、原価低減と環境保全とが両立す  

る場合があることは当掛こ認めるb、多くの場合その改善新来は大きいであろ  

うことは十分粍予測で彗ることであるし、そうした事例の積み重ねが多くの企  

集を環境保全対動こ向かわせ、をうした結果としで、環境問題の解決や改善に  

結び付くことが考えちれることを否定す温ウシもりはまったくない。   

けれども、環境伺掛こ対する会計の謡献が、かかる原価低減のみに集約され  

るとも患われな～tのである。∨むンじろ、金附こおいて環境問題を扱うことの意義  

の一つは、原価低減と環境保全とがうまく両立しない場面において、いかにそ  

の両者をバランスさせていくかという点にあるのではないかと考える。そして、  

そのためには、企業がどめよう′な環境8的・目標を改定し、いかなる方法を用  

いてこれを速成しようとしている膠かがマネジメント・システムを適じて明ら  

かにされることが必費不可欠ぜおろう。達成すべ善環境目的・目標が明らかに  

された上で、はじめて原価低減と環犠保全とのバランスを図ることが可能とな  

ってくるのである℃こう♭ぬ環堵戦略的な視点をもつことが、環犠マネジメン  

トにもとづく会計的アブローヂく笹考える上で一番重要なポイントである。   

このよう媛詠醜庭嚢脚坪各藩、あらためて、EM急にもとづく会計のアプロ  

ーチが、いがなる方向準拘も、碓噂怒のかを理解Lておくことが重要になる。製  

品常備の正確な計算を符う方向で横線が進め′ちれでいるのれあるいは、業務  

の改善や漕動の効率化や見直じ導因りでいるのか、の区別がここでも問われて  

くる。その上で、虜飾削減との関連整考えてみることがポイントとなろう。   

まず臥製品滅様紛斐緋わ方南で投射澄進めている場合を考えで程よう。  
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EMSにもとづく会計のアプローチにおいては、使用段階や廃棄段階までの  

製品ライフサイクルを考慮すべきことは、すでに述べた。つまり、製品原価の  

計算過程では、かかる使用・廃棄段階で発生している環境コストも考慮に入れ  

られなければならない。そして、かかる使用・廃棄段階の環境コストは、通常  

の場合、別の主体において発生しているコストであって、自らが直接に計算で  

きるものではない。なんらかのモデルや統計的な数値を使っての、間接的な推  

定計算を行えるのみである。すると、ここでは2樺類の数字が生じていること  

になる。すなわち、自らにおいて直接的に測定・管理できるコストと、間接的  

に推定されたコストと、である。実際の金兼の原価計算担当者にとっては、こ  

のような性格の異なる数字を一括して取り扱うことには、おそらくは、かなり  

の心理的な抵抗があるのではないかと想像される。   

こうした原価計算担当者の心理的な抵抗を克服するためには、まず第一に、  

それぞれの数字の由来や測定方法を明確にし、それらがどのような目的の下に  

集計されているのかが、各人において納得できるようにしなければならない。  

と同時に、第二に、各人の責任の範囲も明確にされなければならなくなる。管  

理できないものについての責任は負わされないというのが基本だからである。  

ここで、次のような例を採ることにしよう。   

製品の廃棄段僧で発生している環境コストが廃棄製品からでる廃油の処理コ  

ストである場合を想定する8すると、製品原価をそのライフサイクルにもとづ  

いて正確に測定しようとすれば、この廃油処理コストを生産者が考慮すべき製  

品原価として認識する可能性があることに気付く。どのように考えるのかが問  

題となる。   

いろいろな考え方ができようし、実際問題としては、さまざまな実態調査や  

関連資料にもとづいて配賦の是否や配賦基準が決定されていくのであろうが、  

一つの考え方を提示することはで登ると患う。それは、廃棄段階で資源を消召  

している処理活動が製品に由来するものであるか否によって判断していくとい  

う考え方である。ABCのアナロジーとして考えたものである。この事仰の場  

合、廃油は廃棄製品から排出すると仮定しているので、この処理コストは生産  

者における製品原価計算の対象となることに異論はないであろう。処理業者に  

おいては、廃油の排出は避けようのなt、ことだからである。けれども、同じ廃  

油でも、廃棄製品に腹掛こは由来せず、処理作業のための油分が排出されてい  

るのであるならば、生産者における製品原価の対蒙としなくてもよい。もちろ  

ん、この考え方においても、製品に由来するのか廃油処理作業に由来するのか  

の境界をどこに引くのかとセ、う開題がでてくるのではあるが、一つの考え方と  

して提起しておきたもーと患う。EMSの過程で製品の環境影響評価がなされて  

一 96 －   



いれば、環境影響評価表が作成きれ、そこでは製品自体に内在する環境負荷要  

素と環境影響とが因果連鎖で示されるので、より簡明に、より実践的な議謝こ  

結び付いてくると思われる。   

製品原価における原価の低減は、こうした検討を経て始めて環境マネジメン  

トの視野に入ってくるといえよう。   

他方、業務改善を図るマネジメント目的の場合はどうであろうか。この点に  

関しては、前章で考案した、直接的影響と間接的影響という考え方が有効であ  

る。問題となる間接的影凱こおいては、アクセス・ポイントという視点で説明  

すると理解しやすいであろう。この事例の場合では、例えば、製品の生産者は  

廃棄処理業者と、廃棄しやすいような製品設計を行うことや、廃油を出さない  

あるいは処理の容易なものになるように素材を選択することなどを通じて、粥  

連を有していることは明白であろう。つまり、この場合、製品設計や素材選択  

が、処理業者とのアクセス・ポイントの一つとなっていることがわかる。した  

がって、こうしたアクセス・ポイントを見出し、その因果連鎖をたどっていく  

ことによって、業務の改善ポイントや効率化の端緒を見出すことができるもの  

と考えられる。原価低減は、かかる改善や効率化を通じてなされることが理解  

されよう。   

このように、製品原価への指向性とマ哀ジメントに向けての指向性とが、そ  

れぞれに織りなされたところで、EMSにもとづく会計のアプローチが換討さ  

れるものと考えるのである。  

（6）ABM   

このように、製品原価指向の考え方とは区別された意味における、マネジメ  

ント指向を考えていくと、A】】Cをもとにして実施されるABMにい善つく。   

櫻井［1997】によると、ABMは次のように定義される；  

「ABMとは、願事が受けとる価値を改善し、また価値の改善によって原應  

を低減し、究極的には、利益を改善するためのツールである。ABMの主目的  

は、活動やプロセスの改善虻よる原価低減である」（櫻井［1997】p．196）  

そして、A8M について次の8点をあげている（櫻井［1997］p，196）；  

①ÅBMの目標ば資源配分ではなく、効果的な活動の実施にある。   

②顧客との飼養を、活動によって分析することができる。   

③各プロセスの間打活動を合理的に連携させることができる。  
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④ムダな活動（非付加価値活動）を排除することができる。   

⑤継続的に活動やプロセスを改善、変革することができる。   

⑥活動の重複を避け、効率的な活動を行うことができる。   

⑦標準的活動を測定し、その測定結果にもとづいて弾力的な活動を行う。   

⑧従来の原価構成要素による内部資料の報告に代わって、活動という理解  

しやすい業横評価基準による報告書の作成が可附こなる。  

もちろん、これらのABMの特質のすペてを引き出そうとすれば、それ相応  

の条件が必要になる。例えば、櫻井【1997〕では、トップ・マネジメントの支持  

であるとか、参加者の理解と協力であるとか、ABC／A8Mシステムへの接  

近の容易性であるとか、などをあげている。   

しかしながら、これらの条件の多くは、EMSを実施する上での要件とはぼ  

重なっていることが見出だされる。その理由は、これらがマネジメント・シス  

テムを構築する上での各マネジメント・システムに共通する課題であると考え  

てくれば、理解されてくる。このことは、逆に、あくまでも、EMSに基づく  

会計のアプローチを行うという基本を逸脱しなければ、アプローチ上の大きな  

障害にはなってこ射、のではないかと考えられるということである。   

こうした観点からも、EMSに基づく会計のアプローチの有効性は認められ  

よう。  

（7）継続的改善   

TCMの構成原理の最後は、継続的改善である。この概念については、これ  

までにも何度も登場してきたし、EMSの基本原理としてもシステムの中に組  

み込まれているものである。   

TCMでは、この継続的改善を、次の2点で重要な役割を果たすとしていう  

る（アーンスト＆ヤング［1992］p．34、訳書p・28）；  

a）TCMは、業績の測定手段となる   

b）TCMは、重要な戦術的・戦略的意思決定を支援する情報を提供する。  

そうした上で、業績評価システムに目的及び目標を反映させるための要件と  

して次の3点を上げるのである（アーンスト＆ヤング［1992】pp・35－37、訳書pp  

．30－32）；  【り  だ斎巴  
、  
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①企業梁績の貴賓成功要因との調整：  

重要成功要因とは、存続し繁栄するために企業が有していなくてはなら   

ない属性、あるいは企業がとくにうまく遂行しなければならない行動であ   

る。企業の業績評価システムが、その企業の重要成功要因を反映している  

ことが重要である。   

②財務的評価基準と非財務的評価基準との聞の均衡幾轟：  

財務的評価基準は有していても十分ではない。原価が発生し、当該原価   

の統制が必要なプロせス■レベルで企業を経営するには、業務上の評価基   

準または非財務的な評価峯挙が必要である。  

この場合、二つの均衡が保たれていなくてはなら酎、。一つは、財務的   

評価基準と非財務的評価基準との聞のバランスである。もう一つほ、非財   

務的評価基準のなかで、効率性、有効性、生産性、利用匿∴速度、品質、   

の各評価基準の間でのメモ 

である。   

⑧継続的改善を反映するフォーゼット：  

継続的改善目標の達成に役立つ美綺評廠は、時節の経過にともなって進   

展していることが計算され、義弟容れ酎ナればならない。当期の筆嶺を示  

すだけでは十分ではない。各詳解基準は、時系列的に報告される必要があ  

る。また、自分を自分とで比較しないようにするためには、他社の菓績と  

の比較もしなければならないであろう。このためには、鏡台ベンチマーキ  

ングとか、ベスト・イン・クラス比較などを用いることができる。  

ここで着目されるのが、②財務的評価基準と非財務的評鉦基準との間の均衡  

統合、である。環境マネジメントにおいて、環鱒そのものがマネジメントの対  

象ではないこイとを述ペたが、しかし、環壊マネジメントの実績を示すためには、  

環境状況が改善されていることを示さ酎チればならない。前章で指摘した、環  

境パフォーマン欠評価臥そあ誉ための業績評髄システムであった。したがって、  

環培開削こおける会計的アプローチを図る上では、財務情報と非財務憎嘲との  

連携は重要な検討難癖のひとつであると考える。その意味では、次附こ見るコ  

ラントーニ・モデルは、きわめて重要な視点を提供してくれていると思われる  

のである。   

そのほか意思決定の改善塔どがなきれることが必要である。TCMでは、先  

に見たプロセス志向での蘇舗態様と、A野C俸報にもとづく意思決定支援が考  

えられている。  
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3．コラントーニ・モデルとEMS  
倉ユ  ・慨  葬l ■ して   

】黛コ  
ご ∴＼   

3－1コラントーニ・モデルについて  

19＄0－1970年代の公草間題を契機として企業の社会的資任が追及される過程  

において、いくつかの会計モデル、すなわち今日において社会責任会計や企業  

社会会計と呼ばれる会計モデルの提案がなされた。本稿でコラントーニ・モデ  

ルといっている会計モデルも、このような背景の中から1973年にコラントーニ  

とクーパー及びダイツァーらが提案した拡張損益計算書と多元損益計算書の仮  

説的モデルのことを楕している7）。   

このコラントーニ・モデルについては、すでにいくつもの研究が発表されて  

おり、今日における環境問題への応用可能性も楷溝されている。例えば、原田  

【1982］は、このモデルの応用可能性を企業の社会的糞任のみならず、企業倫理  

の問題とも絡めてこのモデルの有用性を指摘した先駆的な論文であるし、合崎  

［1991］は、エコライト制度などと絡めて地球環境問題への会計の切り口を浮き  

彫りにしており、また、八木［1993】は、測定論の観点からこのモデルにアプロ  

ーチしている。   

本稿では、こうした済研究を踏まえ、このモデルのEMSへの応用可能性に  

ついての指摘を行うことにする。  

3－2コラントーニ・モデルの特徴  

拡張損益計算書（図表8－1－a）と多元損益計算書（図表8－2－a）と  

いう二つの仮説的会計モデルを通じて明らかにされたコラントーニ・モデルの  

特徴は、次の蕗点にある。環境マネジメントとの関連性に留意しながらみてい  

くことにしよう。   

（1）コミュニケーション機能の重視   

第一に、コラントーニ・モデルが、経営者と利害関係者との間のコミュニケ  

ーション摸熊を重視したモデルであったことである。拡張損益計算書に示され  

ているように、社会的環境計画や物理的環境計画を盛り込んだ予算開示という  

モデル形態を採用していること自体において、このことがはっきりと示されて  

いた。  
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環境マネジメントにおけるコミュニケーシヲンの重要性については、環境マ  

ネジメントの概念規足そのもののなかに「コミネニケーション吸必要性」の要  

件を組み込んだことからも堺筋されよう。ただしⅦコラントーニ・モデルが基  

本的には、企巣外部の判事関係者とのコミュニケーションを念頭に居いている  

のに対して、環境マネジメントでは、企業外濁とのコミュニケーションのほか、  

企業内部の利幸関係者とのコミュニケーションの視点が重要になってきており、  

そして、それらは、今日の地球環境頗顕そのも申の素質にかかわっていること  

を指摘してきたのであった¢  

（2）社会的責任の内実の形 

ダ  第二に、コラントーニ・毛デルは、このような経営者と和事関係者との間の  
コミュニケーションを電視することによって）企業にその社会的責任を強く認  

識させようとしたことである。蛸と金兼を歌わ巻く人々との 

ョンが予算報告の開示よいう形で継続卿こ維持される準鱒で、企業の果たすべ  

き社会的賓任の内実が次第に形成されていくこ責を期待したのであった○   

公害問題を背景とした時代性を感じさせノる議論であるが、本才引こおいては、  

環境マネジメントを「黒境上の主鉢としての良己認識」過程、あるいは環境上  

の主体としての自己アイアンティティの形成過怠としてとらえた。そして、環  

境マネジメントにおいては、マネジメントの対象を、自らの行う活動、製品又  

はサービスであるとしたことことからも理解されるように、企業の内部からの  

問題意識の啓発をマ泉ジメント推進の源泉としたのであった0その意味では、  

企業の社会的責佳論虔は多少観点が異なっているd   

しかし、社会的責任論における企漫の社会的責任というものを、あらかじめ  

その内容が決めら熱ている所与のものである、というのであればともかくも、  

所与ものとしてで嘉喪蕪くべ、、金澤のさまざまな活動や社会的妾滴などによってそ  

の内庚が形成されていくものであると考えるのであれば、蕎はカ、わってくる○  

すなわち、企業の社会的累涯卸こおける社会的責任の内実の形成過掛こ着目す  

るのであるならば、水損の観点と薫なってくる∨○つまり、取壊問題についての  

企業の社会的責任の形成過程を、ン環境よの主体としての自己認識過程あるいは  

いても、落ち着く先は、案外に、同じような  
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とはいえ、拡張損益計算書及び多元損益計算書のいずれを見ても理解されるよ  

うに、その基礎的な部分は伝統的な組益計算書にしっかりと立脚している点で  

ある。この点で他の社会薯任会計モデルとは一線が画された。   

本稿では、EMSに基づく会計的アプローチを検討していることから、会計  

の視点からみれば、財務会都レベルの議諒と管理会計レベルの議論とで、アプ  

ローチの仕方は異なってはいる。   

けれども、本章の最初に紹介したCIeAの検討深慮からもみてとれるよう  

に、財務会計レベルの議論ではあってもEMS杓な課頴検討をする必要はある  

と考える。また、本稿のそもそもの間題意議のように、それぞれの会計が環境  

問題をどう扱えるのかというよりも、環境問題を会計的手法によってどのよう  

に表現し得るのか、という観点に立ったときには、財務会計や管理会弥、ミク  

ロ会計やマクロ会計、などといったそれぞれの会計領域を横断的な視点から再  

考することも必要ではないかとも患われるのである。会計の諸領域を部門と見  

立てるとすれば、各部門の関連を環境の観点から価値連鎖的に見ていく、とい  

ってもよかろう。環境問題は、そうした見方をする必要性を提起しているので  

はないかと考えるのである。そのように考えてくれば、財務会計とか管理会計  

といった会計領域の垣根にこだわることよりも、それぞれの会計がもつ基本的  

な目的や性質巷踏まえた上で環境問題への会計的アプローチを議諭することが  

重要であろう。  

（4）財務情報と非財務情報の連携   

第四に、多元損益計算書で試みているように、非財務情報を財務計算音の申  

に組み込むことにより、従来の財務的観点だけからでは判別できなかった経営  

の実態を非財務情報を用いて説明することが可能となったのである。   

これは、財務情報と非財務情報の連携毯意図したものである。この連携の重  

要性については、前節のTCMの構成原理たる継続的改善を説明する申で、業  

績評価に関連して、指摘されたことがらと同じである。この基本的な考え方が、  

コラントーエ・モデルの時代から四半世紀もの時を経ても変わらないことに、  

本質的な意義を認めることがで善るのではないかと考える。   

（5）設計の自由度の確保   

策五に、コラントーニ畑野デルは、多元掛益計算書におけるこのような様々  

な非財務情報巷貨幣単位に無掛己換算することなく、それぞれに適切な非財務  

的単位を用心て義弟したことから、計算書百億の設計の自由度が大幅に向上し  

たことである。この設計の自由度の大きさが動態的な経済事象を記述する際の  
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大きな利点を提供していたのである。   

今日の環項問題が、非常に広範多岐にわたっていることを認識すれば、さま  

ぎまな基礎的資料や情報は、そのままのかたちで利用できるほうが望ましい。  

そうした異種混合の情報を取り扱う手法として、コラントーニ・モデルの価値  

を見出だすことができるのである。  

このようなコラントーニ・モデルの特徴は、予算開示モデルという性格から  

も明らかなように、主として外部利害関係者に対する報告という側面を念蘭に  

置いたものである。けれども、財務的基礎を報告、コミュニケーション、社会  

的貴任等の多面にわたって積極的に活用している点や非財務僧報を会計と結び  

つける手法の提案、さらには設計の自由度を向上させた財務報告書の視点など  

は、マネジメントの観点からみても示唆に音む指摘であろう。   

また、利害関係者とのコミュニケーションについては、外部のみらなず内部  

の利害関係者とのコミュニケーションの吾輩性がEMSの中でも穂清されてお  

り、その一部はすでにEMS規格に取り込まれてもいる（ISO140014．4．3／14  

0044．3．3．1）。  謬 憾箋整 成   

そこで、コラントーこ・モデルを野髄Sに応用し、環境マネジメントのため  

の技法の→つとしてみなすことで、次のような提案を行いたいと患う。  

3－3コラントーニ・モデルのEMSへの応用  

上記のような特徴を有するコラントーニ・モデルをEMSに応用するアプロ  

ーチとしては、次の二つの方法が考えられる。   

（1）拡張椒益計算書の応用（図表8－1－b）   

図表8－1のa衷とb表を対比すれば明らかなように、EMSに応用したb  

表では、拡張担益計算琶の申の社会的環境計画や物理的環境計酎こあたる箇所  

にEMSの申で策定され実施される環境マネジメントプログラムを組み込むこ  

とを想定している。   

これは、プロセス連鎖分析及びそれに基づくAl∋Cによって測定され収集さ  

れたコスト・データを、環境マネジメントプログラムを介在させることで、財  

務計算書との連携が可能となるように途を開くことを意図するものである。   

図表で示された環境マネジメントプログラムの中には、環境目標を達成する  

ために選択された具体的な行勅許商、例えば省エネルギー計画や騒音対策計画  
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などの当期において取り組まれる環境対応計画が収益／費用と関連付けられて  

記述され、右掛こはそれらの行動計画が実施された場合に予想される損益上の  

変動の結果が表現されることになる。   

また、この応用モデルを個別行動計画ごとに作成し、それぞれの行動計画閤  

の優先順位を財務計算書と関連付けて検討を試みる、などの利用法も考え得る。  

もちろん、実掛こは、収集されるコスト・データ（並びにコスト・ドライバー）  

がどのようなものになるのかによって財務計算書との連携にさらなる工夫が必  

要となるが、いずれにせよ、これによってEMSと会計の連携を示す一つの枠  

組みを提案できるのではないかと考えている。  

（2）多元総益計算書の応用（図表8－2－b）   

図表8－2に示した通り、多元損益計算書の中の物理的環境面や社会的環境  

面（a表）に対して、環境インパクト並びに環境パフォーマンスの鈷果を措定  

（b表）するものである。   

環境インパクト稀には、例えば、製品1単位当りの生産に関して発生する特  

定有害物質川0Ⅹ，S触，CFC＄等）や廃棄物の量、騒音・振動等の発生量などが、  

適切な物量単位を用いてそれぞれ表現される。環境パフォーマンス欄には、例  

えば、原材料のリサイクル率や環境関連事故の発生件数、廃棄物の排出削減量、  

環境教育・訓練の実施成果などが、理解がしやすいように指数化されたり、百  

分率を用いたりして表現される。これは、コラントーこ・モデルの特徴の中で  

指摘した通り、非財務情報を貨幣単故に無理に換算することなく表記すること  

で、環境マネジメントの方針や目的、行動計画及びその結果、さらには今後の  

取組みの方向といったものを、財務計算書との連携において比較的自由に表現  

できるような壌を設定したいとの考えによるものである。  

コうントーニ・モデルの提案から今日の環境マネジメントの指向に至るまで  

には20年を越える歳月が流れている。この時間的推移をどのように考えるのか  

については、恐らくは論者によって異なるであろう。   

けれども、コラントーニ・モデルが内在させている特質は、今日の環境問題  

への会計の取り組みにおいても大きな示唆を与えていると思われる。本稿では、  

環境マネジメントを環境上の主体としての自己認識過程という観点からみてい  

るので、コラントーニ・モデルの応用にあたっても、内部コミュニケーション  

を看視する方向で再考した。もちろん、これ以外に、その他の応用方法も考え  

られるであろう。その理由もまた、設計の自由度の高さという、コラントーニ  

．モデルの特質から導かれるのである○  
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4．アカウンタビリティ論の再換討   

地球環境閤敷こ封ずる会計領域から㊥アブp－チとして、アカウンタビリテ  

ィ諭に関する議論がある。こノの義盛のうもあ参考猷髄連環培闘頴の一端を担  

うものとしてめ盛要義削紬巻向げで、姦疫に射し、′その操壌開運の対策や活  

動についての外部報告者求める立鴇から♯起されて尊た議論であり、かかる外  

部報告を求める篭療とし牽、企象の現場報告に粥するアカウンタビリティの存  

在が主張されているのである。   

本恥こおいては、これまでの論述で明ちかなように、環囁問題への会計的ア  

プローチを、環境ゼネ汐庚ダトという視点降立御して、とりわけ針M＄に名唱  

lて輪対してきた。その過料こおいて、埠墳マネジノントに間するコミ．ニケ  

ーションの必要蛙に毒いぜはすぜ疫癌蟻Lて養わ、崩壊せンネジメント概念杏、構  

成する基礎的要件である 

の自己認識巻促す顔にく緩、偽者あるいは、近代社会の備領としての環境問題  

嵐 

ものであっだ。   

このような論旨がら、凄禰削こ慈しギセは、前述あような金蔓に対してその環境  

開運の歓金報哲を求盛る飢弓′う鬼無軋直接的には出てこない。しかしながら、  

環境上の主体とじての壇己感激ず惑 

ユニケージョンが必要な る  

ユニケーションを織  

れる。つまり、ゴミ  

機轢きせていくための議論ほ行う必華があると患わ  

ケ  ニ  

て、アカウンタビリデイを磯村す葛郁㌻椴はあきると考えられるのである。   

そこで、本節では、このような環境マネジメントにおけるコミュニケーシぎ  

ンの必要性という横点からアガザ汐汐ビリティ論についての検討を府車、環境  

マネジメントにおげるコミュニケーシ訂ンを担保する機能をもつものとして、  

位■付けることを試みてみたいと患う。  

4－1アカウンタビリティの拡大   

ァかヴンタピくりチ才澄論 

いはど出てくる義金が、「アカウンタビリティの拡大」である。  

そこで、まず厳捌こ、こ 
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いたのか、それがどう拡大したといわれているのかについて、その概略をみて  

みよう。  

（】）従来の理解   

武田［1995］は、アカウンタビリティを会計責任と想定した上で、アカウンタ  

ビリティの拡大を次のような展開として説明している（武田［1995］pp．35十川）；  

①初期における会計責任：  

財産保全の受託者（管理者）が財産の変動を記偏し、その状況を委託者  

に報告すること。   

②株式会社の発展と会計受任： 

会社経営者は株主からの経営の委任に基づいて、資本の維持と配当の源  

泉となる期間利益に対して責任を持ち、その責任を報告・説明し、承認を  

求めることが、経営者の会計責任である℡   

③証券市場の発展と会計責任：  

受託責任が投資意眉決定の一つの側面であると考えられるようになった  

ため、過去の評価をする統制機能としての歴史的情報から、意患決定のた  

めに未来を予測するための基礎として、未来指向の意思決定機能としての  

情報の提供へ、会計責任は拡充された。   

④企集の社会性の増大と会計責任：  

企業を単に株主や企業自体の利益獲得組織としてでではなく、社会の人  

々に対する経営受託責任を持つ存在として認識し、会計資任は、社会の一  

般の人々の生活保護、社会環境の保全、社会的貢献についてどのように行  

われているかを説明する企業情報を開示することまでを含むとする。  

このような考え方が、多くの会計人の理解の仕方ではなかったかと患われる。  

（2）最近の議論の頼向   

近年盛んに議論されているアカウンタビリティ拡大論は、環境会計あるいは  

社会関連会計等の理論的基礎として「社会的アカウンタビリティ」という概念  

を直き、それを「プリンシパル三エージェント関係」を用いて説明するものが  

多い。ここでプリンシパルとは社会一般を指し、エージェントたる企業との間  

にある種の「社会契約」を想定することによ，つて、エージェント（企業）はプ  

リンシパル（社会一般）に対して報告責任（すなわち社会的アカウンタビリテ  

ィ）があるとするものである。  
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この系譜に属すると思われる研究は数多くあって、その一つ一つを考察する  

ことはとてもできない指－。しかしながら、すべてというわけではないが、これ  

らの議論の多くにはいくっかの共通する視座があるように思われる。この点に  
ついて、簡単にふれておこう。   

第一に、プリンシ′ヾルとエージェントとの聞の関係について、ある種の支配  

諭的視座から、議論を展開しているということである。先にみた、武田の説明  

にあるような、初期の委託／受託関係の延長線上に位置付けたり、新たなスチ  

ュワードシップ（ste▼8rdship）概念を構成したり、あるいは昨今話題引こなって  

いる企業統治（corporategovern8nCe）に結び付けたりと、その論拠はさまぎま  

であるが、何らかの支配関係的な、あるいは権力関係的なイメージがなされて  

いるのではないかとの印象がつよい。   

第二に、プリンシパルとエージェントとの間の関係について、その関係を結  

ぶことについての明白な意思表示を必ずしも必要とせずに、何らかの黙示的な  

関係や暗黙の了解を推定して、その関係性を認めることが多い、ということで  

ある。それら、いわば暗黙の関係を認める論拠としてよく使われるのが、正統  

性（1egitiⅧaCy）という概念である。   

第三に、アカウンタビリティという概念自体が、わが国においてあまり馴染  

みがなかったために、その杜念をうまく認識できない、あるいは混乱している、  

という見方を前提としているのではなぃかと思われるものもある。   

もちろん、これらの視座は、それぞれの研究において明確に設定されている  

わけではなく、ここでは、あくまでも多くの研究や議論を通じて感じられた印  

象を述べたにすぎない。個別の研究や特定の研究者の研究を急熱こ置いたもの  

ではない。昨今のアカウンタビリティに関する論議の特徴的なものは何か、と  

いう疑問から得た印象をまとめてみたものである。  

（3）間遠の整理   

これまでに論じられてきたアカウンタビリティの「拡大」とか「拡充」とい  

うものは、その実掛こおいては、経常資源に対する企業の管理・運用能力の向  

上（及びその結果としての社会における企業存在の比重の高まり）を指し示し  

ていると思われる。「拡大」「拡充」の意味するところは、アカウンタビリテ  

ィのカバーする領域鱒拡大したということであろう。とするならば、必ずしも  

アカウンタビリティ概念それ自体の拡大を意味しているとは限らない、という  

こともいいうる。アカウンタビリティの守備範劇やアカウンタビリティによっ  

て報告される内容の拡大■充実と、「アカウンタビリティとほ何か」という問  

い一つまり、アカウンタビリティの概念規定－とは、とりあえずは別個のもの  
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と考えることができるのである。  表 聯・－＝れm   

そして、本稿で問題としたいのは、後者－「アカウンタビリティとは何か」  

－アカウンタビリティの概念規定である。なぜならば、前述のように、本稿で  

は、環境マネジメントにおけるコミュニケーションを担保する機能をもつもの  

としてアカウンタビリティを位置付けることができるのではないか、との仮裁  

から出発しているからである。アカウンタビリティの対象領域やそれにもとづ  

く報告内容の拡大・充実は、この仮説が認められた彼の議軌こなるからである。  

そこで、以下、アカウンタビリティ概念について考案を進める。  

4－2 アカウンタビリティの概念  

（1）アカウンタビリティの本質的機能   

アカウンタビリティを論じるいちばんの根本はどこにあるのであろうか。言  

い換えると、アカウンタビリティを論じることによって何を守ろうとしている  

のか、アカウンタビリティは何のためにあり、どのような役割を果たそうとし  

ているのであろうか。   

着目すべきは、アカウンタビリティが議論されるプリンシパルとエージェン  

トの間には、通常、何らかの形での経済的資源の移転が盗められることである。  

もちろん、その移転の目的は一様ではなく、投資であったり、貸借であったり、  

委任や委託であったり、慈善目的であったり、場合によっては何らかの強制が  

伴うこともあるかもしれない（例えば、納税）。また、移転される経済的資源  

についても、金銭であったり、物品であったり、労働力であったり、情報やサ  

ービスであったり、場合によってはそれらが無償で供与される場合もあるかも  

しれない（例えば、寄付やボランティア）。   

けれども、いずれの形態を採るにしても、この両者、プリンシパルとエージ  

ェントの間には、経済的資源を移転させるについての明示ないしは黙示の合意  

があって、しかも経済的資源を移転させることによって双方が満足できるよう  

な結果を得られるであろうといった期待や希望を持ち得る関係があることには  

違いはあるまい。アカウンタビリティは、このようなプリンシパルとエージェ  

ントの関係を前提として成り立っていると患われるのである。とするならば、  

アヵウンタビリティの本質は、この、経済的資源の移転を介したプリンシパル  

とエージェントの関係そのものに由来すると考えるペきであろう。   

思うに、アカウンタビリティの本質的な機能は、当事者間の、つまり、プリ  

ンシパルとエージェントの間の信頼関係の保孝にあるのではないだろうか。  
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プリンシパルとエージェントの蘭には、目的や態様は異なっても、経済的資  

源を移転することで双方が満足できる結果を期待できる関係があることが前提  

とされている。とするならば、その底流にはプリンシパルとエージェントの、  

そのそれぞれに対す．る相互の信頼関係がなければ、そのような前提は成立しな  

いからである。そして、また、相互の信頼関係が狙なわれることなく、継続さ  

れるためには、プリンシパルとエージェントの聞の意患疎通やコミュニケーシ  

ョンが欠かせないことは、いうまでもあるまい。このような考えれば、アカウ  

ンタビリティは、プリンシバルとエージェントの間の相互の信頼関係を保護す  

るために、双方の意思疎通やコミュニケーションに資するものと考えることが  

できるのである9〉。   

このことは、従来から伝統的にアカウンタビリティが論じられてきた会計領  

域においてはもとより、近年活発な議論がなされている行政の情報公開請求の  

場面についてもあてはまる。すべてを一任され、決して誤りを犯さない、物言  

わぬ行政ではなく、それぞれの行政行為や行政サービスについて、市民にきち  

んと説明できる行政像が、アカウンタビリティ概念を使って論じられているの  

である。   

ひるがえって、会計領域では、例えば、管理会計領域においては、企業の責  

任会計体制に基づき、プリンシパルたる経営者から権限や予算を委譲された各  

部門管理者がエージェントとしてアカウンタビリティを負うことは、周知の通  

りである。他方、財務会計領域においては、資金提供者たる株主や債権者に対  

するアカウンタビリティを経営者が負うことを制度化することによって、プリ  

ンシパルとエージェントの間の相互の信頼関係が制度として保障されることに  

なり、これによって数多くの投資家が資本市軌こ参加することを可能としてい  

る。と同時に、そのことが逆に、投資家の資本市境に対する信頼を保護する必  

要を認識させて、証券攻引法に代表されるさまざまな市場ルールを生み出して  

いったのである。   

（2）アカウンタビリティの定義   

そこで、上記のように、アカウンタビリティの本質的な機能は当事者間の、  

っまり、プリンシパルとエージェントの聞の信頼関係の保護にあるという認識  

にもとづいて、プリンシパル＝エージェント関係を用いてアカウンタビリティ  

を定義する；  

rアヵウンタビリティとは、経済的資源の提供者（プリンシパル）が、その   

経済的資源がどのよがこ管理●運用されたのかをモニタリングできるよう  
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にするために、経済的資源の管理・運用費任者（エージェント）に対して、   

管理・運用の状況の説明を義務付けるものであるj   

この定義の特徴は以下の諸点にある。   

①プリンシパルによるモニタリングを愛東とする。   

②エージェントによる管理・運用状況の貌明義務を内容とする。   

⑨アカウンタビリティの範囲を明衝こする。  

エージェントが負うべきアカウンタビリティの範囲は、提供された  

経済的資顔が管理・運用される状況である。   

④ミクロからマクロに至るあらゆるレベルで、原理的に適用し得る。   

⑤経済的資源の中には、財務的資源のほか、物的資源、人的資源、情報  

・サービスなども含まれる。  

4－3キ機マネジメントにおけるアカウンタビリティの役割  

（1）公害問題と地球環境問題   

環境問題において，近年アカウンタビリティが注目されるに至った理由につ  

いては、今日直面する地球環境問題の特質から説明可能である。   

従来の公害閏頴の場合には、問題は企薬生産活動の申から発生し、それを社  

会的観点から認識することが試みられた。すなわち、問題は、ミクロ・レベル  

からマクロ・レベルへの「外部化」の流れを辿ったのであった。そのため、企  

業の負うべきアカウンタピサティや社会的責任といったものの範囲や限動こ格  

別の注意が払われることなく、情報開示や企業の社会的責任に議論が集中して  

しまった。公害間藤においては、企業に社会的尭任があることが、その被害者  

の存在とともに、目に見えて明らかだったのである。   

しかし、今日の地球環境問題の場合、流れは逆である。地球環境問題は、空  

間的にも時系列上においても、マクロ・レベルでの認識が欠かせない。そのマ  

クロ・レベルでの認識をミクロ・レベルで把握することの重要性が理解きれな  

ければならない。すなわち、問題の流れは、マクロ・レベルからミクロ・レベ  

ルへの「内部化」という道筋を辿ることとなる。そのため、従来あまり注意を  

払われてこなかったアカウンタビリティや社会的責任の範囲及び限界を確定す  

ることが、極めて重要になってきたのである。つまり、企菓の活動、製品又は  

サービスが影響を与える環境側面は何か、そして、そのうちの何を取り組むペ  

き最優先課奄とし、その対策に対していかなる経営資源を投入し、その過程や  
－ 112 －   



状況ならびにその結果を、だれに対して、どのように説明・報告するのか、と  

いった諸点を明らかにすることが、会計が環境問題に取り組む際の欠くことの  

できない前提条件となっている。アカウンタビリティの、環境マネジメントに  

おける位置付けは、このような理解の上に立脚して、検討されなければならな  

いのである。   

また、他方、環境マネジメントにおいては、自分自身が環境上の主体である  

ことを自己認識することが、すべての出発点であった。直接に見ることのでき  

ないオゾン層や、その幾度を体感することのできないCO2濃まに対して、対  

策を検討して、取り組んでいかなければならない。実感のなさを埋めるために  

は、環境問題の専門家グループの提供してくれる情報や知識を吸収して、常に  

自分自身の自己変革を促し、自己の知識や情報を新しくしていかなければなら  

ない。地球環境問題は、そういう性質の問題であった。環境マネジメントは、  

そうした閏月削こ取り組むためにはどうしたらよいのか、という聞いによって導  

かれた。そして、われわれは、他者との相互のコミュニケーションがなければ、  

とてもかかる問顎に対応できず、かかるマネジメントを維持できないことに気  

付いた。   

アカウンタビリティが、われわれと他者とのコミュニケーション、並びに、  

その根底にある信顆関係の維持を担保する機能をもつことは、環境マネジメン  

トにおいて蛛、その本質にかかわることなのである。  

（2）環境問題とアカウンタビリティの構図   

プリンシパルとエージェントとの聞の相互の信頼関係を保護することにアカ  

ウンタビリティの本質的な機能があるとすると、アカウンタビリティと環境問  

題とはどのような構図を描くことになるのであろうか○   

この点については、国民と国家・行政との関係から議論を起こすと理解しや  

すいであろう。すなわち、近年の地球環境問題の深刻化は、主権者たる国民が  

国家の目的の中に、国民の生命や身体、財産の保全に加えて、国家レベルでの  

環境保護を書き込むことを要請していると考えるのである○すると、国民（プ  

リンシパル）から提供される各種経済的資源（税金、情報サービス等）を国家  

・行政 

の管理・運用状動こ関して由民に説明する義務（アカウンタビリティ）を負う  

ことになる。そして、こうした環境保護を含めたアカウンタビリティを国家・  

行政がきちんと果たすことによって初めて、主権者たる国民と国家●行政との  

聞の信頼関係が維持され、現在のみならず将来にわたっての互いの信頼が守ら  

れることになる。  
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このマクロ●レベルでの議論と同様の議論がミクロ・レベルでも行われる。   

企業は、さまざまな利害関係者からさまぎまな経済的資源の提供を受けてそ  

の活動を行っている。株主や債権者からの資金提供もあれぽ、従業員からは労  

働力、業界団体や取引先からは各種経常情報・サービス、さらに地域社会から  

は産業基盤整備等による各種行政サービスなど、提供する主体も、提供される  

経済的資源の中身も、梶供の態様も、決して一様ではない。けれども、企業活  

動は、このような多様な経儀的資源の提供者のそれぞれと企業との閣の相互の  

信頼関係に基づいて、その倍額関係を維持し、発展させ、場合によっては新た  

に再構築しながら、行われるのである。この頼互の信頼関係を保護するところ  

に、アカウンタビリティの本質的な機能がある。   

ところが、近年明らかになりつづある地球環境問題の深刻さが、この相互の  

信頼関係を維持する上で大書な阻害要因となっできた。すなわち、経済的資源  

を受け破る企業の活動が、経済的資源の提供者の生存条件に、多かれ少なかれ、  

影響を与えていることが判明してきたのである。ぞうなってくると、われわれ  

は、企業活動がわれわれの生きる環境にどのような影書を与えているのかを明  

らかにすることなしには、いかなる経済的衰滅をも提供できなくなってしまう。  

自らの生命を危険にさらしてまで企業に労働力を提供したいと患う者はまれで  

あろうし、子供達の生存の場巷奪うてしまうような企業活動に投資をしたいと  

考える親もおるま小。地域社会め経済的発展を願う者も、今日では、住民の生  

活を脅かしてまで経済的利益を追及することには慎重になりつつある。   

さらに、問題は企業の外だけではなく、企業内恥こも広がりつつある。労働  

安全衛生面において危険な作貴や汚れを伴う職場（いわゆる3K職場）が敬遠  

されて、かかる職場での労働力の確保が困難となりっっあることが、卑近な事  

例といえよう。また、有青物質の保管・管理体制や廃棄物の処趣に関する規制  

の強化、新たな環境基準の設定などによって環境開運支出が増大しつつあるこ  

とが企業収益にも影響を与えるとともに、万が一事故等が発生した場合の枯償  

の範囲も金額も確実に拡大しつつある。そうなれば、企業の経営の在り方その  

ものの見直しが必要になる○つまり、企業内部の責任体制において、環境要因  

の占める朝命が大きくなりつつあるとともに、その重要性がより一層増しつつ  

あるのである。リスクの悲報ほ↓近代社会では避けようのない特徴であった。   

このように、金発活動を巡って、企業の内部及び外部の両面から、環境問題  

が、経済的資源の提供者（プリンシバル）とその受け手（エージェント）との  

間の、そも密もの将領関係に影響を与え始めているのである。それゆえに、ア  

カウンタビリティの申で環境問綺を取掛扱うことの重要性が増してきていると  

いい得るのである○  
－ 114 －  
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（3）アカウンタビリティと擾墳マネジメントの関係   

アカウンタビリティにおいて環境問題を扱うことの意義は確認されたとして  

も、次に、どの捏渡 間者をアカウンタビリティで扱うのかが問題  

となる。   

今日議論の焦点となっている地球環境問題は、文字通り地球規模の環境問題  

を視野においた議論であって、超巨大多国積金業ならばともかく、個別企業に  

とって地球規模の環堵問題をそのままアカウンタビリティの対象とするのはあ  

まり現実的ではあるまい。世界中の圧倒的大多数の企業は、地球磯壌開崩その  

ものを、その日で確認することはできなも、のである。地球環境問題のなにが、  

個別企業にとっての責任の範囲なのか、を明らかにする必要がある。   

この点に関しては、アカウンタビリティの定義から問題解決の糸口を導くこ  

とができる。   

私見では、アカウンタビリティを、「経済的資源の提供者（プリンシバル）  

が、その経済的資源がどのように管理・運用きれたのかをモニタリングできる  

ようにするために、経済的資源の管理・運用費住着（エージェント）に対して、  

管理・運用の状況の瀧明を義務付けるものである」と定義づけた。   

この定義には、ニつの筆件が込められている。一つは、エージェントによる  

経済的資源の管理・運用賢任であり、もう一つは、経済的資源の提供者（プリ  

ンシパル）によるモニタリンダである。前者をマネジメント可能性の要件とし、  

後者をモニタリングめ必要性の単称として、議論を進めることにする。  

（4）マネジメント可能性の要件   

まず、マネジメントの可他姓要件については、填填マネジメントの観点から  

検討することで容易に理解される。環境マネジメントでは、マネジメントの対  

象を環境に影響を与える企業の恕臥製品又はサービスとし、環境そのものは  

環境マネジメントによる目的物であって、マネジメントの対象物ではないとし  

たのであった。この考え方は企業のアカウンタビリティにおいても同様である。  

このことに関し、オゾン層の破壊の問題を例にとって説明しよう。   

オゾン層は太陽からの有青な紫外♯から生物を守るものとして、その役割が  

注臼されていると同時に、特定フロンなどめ人間活動に起因する人工的な有機  

ガスによる破壊が懸念されている○そのため、特定フロンガスの全廃をはじめ、  

オゾン層の破壊を防ぐための国際条約などが締結されており（オゾン層の保護  

のためのウィーン集約（19爵臥オゾン層を破壊する物質に関するモントリオー  

ル議定首（1痴乃等）、わが国でも「特定物資の規制等によるオゾン層の保護に  
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関する法律」（1988）が制定されている。したがって、アカウンタビリティの中  

でオゾン層の保護に関する事項を扱うことは極めて重要であることは明らかで  

あろう。   

けれども、だからといって個別企業に対して、その企業活働がオゾン層その  

ものに与えた破壊の影響を説明しろ、と要求することは事実上不可能である。  

オゾン層の状況ほ、科学者たちによる世界的なネットワークの下に観測される  

とともに、その破壊lま極めて長い時間をかけて進行していることが判明しつつ  

あるからである。個別企業が独りで取り組める課題ではない。   

しかしながら、個別企業においても可能なことがある。当該企業の企業活動  

やその成果たる製品から生じるオゾン層破壊物質の排出量の管理や削減である  

もちろん、製品として消費者の手に渡ってしまった後では、製品に含まれてい  

るオゾン層破壊物質の管理や削減はで書ないのであるが、けれども、企業内で  

行われる活動に使用されるものや、製品そのものの改計段階でのオゾン層破壊  

物質の排除は十分に可能である。と同時に、消費者の手に渡ってしまった後で  

も、使用済み製品の回収を行ったり、廃棄発着への働き掛けを行ったりして、  

オゾン層破壊物質の排出を抑制することも可能なのである。そして、まさにこ  

のような活動そのものが、アカウンタビリティの対象として経済的資源の提供  

者たるプリンシパルに説明されるペき事項となるのである。   

われわれは環境そのものについてすべてを知っているわけでもなければ、そ  

れを完全に管理するとともできない。われわれがマネジメントできることは、  

われわれが行う活動であり、われわれの消費する製品やサービスである。この  

基本認識に基づいて、アカウンタビリティは理解されなければならない。  

（5）モニタリングの必要性の要件   

モニタリングの必要性の要件についても同様に考えることが可能できよう。  

アカウンタビリティの申で環境問題を取り扱うことの重要性は認識されても、  

だからといって、そのすべてがモニターされなければならないというわけでは  

ない。例えば、先のオゾン唐破壊物質についても、オゾン層を破壊する危険性  

をもつすべての物質を網羅して、その一つ一つに関してアカウンタビリティに  

基づく説明を求めることは、エージェントに対して過大な責務を月わせること  

になりかねない。のみならず、オゾン層を破壊する危険性をもっ物質を完全に  

網羅して報告されたところで、プリンシバルにとって有益であるかどうかもわ  

からない。   

このことば、会計おける重要性の原則を念頭に置けばすぐに理解されよう。  

ぁまりに迫宋な会計データの積み上げと報告臥時として報告を受ける者をミ  
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 スリードする危険性がある。ことの本質を的確につかみ、かつタイムリーに情  

報提供することが大切なのであって、ただ単に情報を提供すればよいわけでは  
ない。   

先に見たようにアカウンタビリティの本質的機能は、プリンシパルとエージ  

ェントとの閤の相互の信頼関係の保護にある。相互の信頼関係を維持するのに  

必要な情報提供孝行う義務がエージェントにはあるが、おおよそ信頼関係の維  

持に必要とは考えられない情報を提供する義務はない。もちろん、なかには詳  

細な情報提供を望むものもいるであろう。例えば、オゾン層に関する調査研究  

を行っている者にとっては、企業の持つオゾン眉破壊の潜在的リスクをもつす  

べての物質についての排出データなどは、おそらくは手に入れたいと考えるで  

あろう。このような要求に企業が応じてかかる研究機開に対して情報提供をす  

ることもあろう。それは、オゾン層保護の重要性を認醸してのことであるかも  

しれないし、また、企業の社会的責任の観点からするものであるかもしれない。  

けれども、それは、基本的にはアカウンタビリティとは関係がないというペき  

である。なぜならば、アカウンタビリティが成立するための前提条件たるプリ  

ンシパル（研究機閑）からエージェント（企業）に対する経済的登顔の提供と  

いう関係が見出だし得ないからである。企業の自主的な研究協力と、アカウン  

タビリティにもとづく情報提供ないし説明義務とを混同してはならない。この  

場合、企業がアカウンタビリティに基づいて行うぺきことは、オゾン層保護の  

ために保有するデータを研究機開に提供したという企業行動についての目的や  

趣旨を、企業に経済的資源を提供してくれている各種利害関係者に対して、説  

明することである。研究機開との関係においては、むしろ、データ提供をする  

企業がプリンシパルとなり、情報康供を受ける研究機関がエージェントとして、  

データの分析結果や研究成果について、プリンシパルたる企業に対して（特約  

によって免責されない限りは）アカウンタビリティを負うことになる、と考え  

るべきであろう。その意味では、企業は決して一方的にアカウンタビリティを  

負うことを求められるわけではない。   

ここにおいて、近代社会が「再帰的モニタリング」を内在化しているという  

ギデンズの見解があらためて想起されなければならないであろう。われわれは、  

専門家システムの存在を前提として行動するとともに、われわれの行動を通じ  

て、新たな専門的・抽象的システムを生成し、また、変革していく。このよう  

な再帰的な未来志向のダイナミズムを認識することこそが、アカウンタビリテ  

ィ論の中心議題の一つであると考える。それは、プリンシパルとエージェント  

の間の静的な関係ではなく、相互作用を基本とした動的な信頼関係であり、そ  
こにこそアカウンタビリティを論じる価値を見出すことができるのである0  
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＜ 第3章 注記 ＞   

1・岸野［1996・8］［1996．b］のほか、監査法人トーマツの環境会計研究会におけ   

るディスカッション・ペーパー ［1996コ【1997］年参私闘研究会ではその討   

論の中で多くの示唆を受けたことを謝してここに記す。  

2・伊藤［1993］【1994コ【1996］、岡野［1995］、飯塚［1996］、富増【1995］、小倉［1   

994】、岡本t1994⊥小林［1993L会計フロンティア研究会編［1994工他。  

3・損失関数は次のように定義されている（伊藤［1995］［1998］参照）。  

L：担失関数  

Ao  Ao：機能しなかった場合の損失  

Lコー （y－mo）2  △。：櫻能限界（消費者の許容差）  
Aq  y：品質レベルの特定億  

mo：品質レベルの目標値  

4・品質管理と環境管理との本質的な違いを帯嬉しているものもある。例えば、   

8eau血0雨，J．E‥etal．【1993］（帆147－148）は、TQMでは‘ゼロ欠陥カを   

究轟の日掛こおいているが、環境マネジメントにおいては文字通りの意味   

での意味■ゼロ排出’は不可鱒であるとしている。  

5．品質管理としてのTQMで開発された手法が、TCMの中に取り込まれて   

いる場合がある。例えば、プロセスの価値分析における付加価値評価手法   

があげられ、その理由を以下のように説明している（アーンスト＆ヤング   

［1992］pp．108－1㈹、訳者叩．92－93）；   

「付加価値評価の概念は原価管理の世界特有の概念ではない。付加価値の   

評価は品質管理の基本的な概念である。品質管理計画がいきわたった企業   

の人間なら経でも、これを直もに認識できるであろう。この観念劇、以下   

の2つの理由で受け入れられ、TCMに組み込まれた。  

第1に、それによって成果を上げられるということである。TCMのプ   

ロジェクトチ←ムは、必ずしも品質の問題とはみなされない問題を頻繁に   

洗い出している。例えば、間接費を作業単位で割り振った場合、ある生産   

ラインの総原価が高すぎることを発見することがある。同様に、保険会社、   

販売会社、銀行などが間接費の増加に関心を持っている。しかしながら、   

これらの問題は、表面上は品質の問題とはみなされない。（中略）しかし、   

付加価個の評価は、作業の品質改善だけでなく原価やサイクルタイムの改   

善にも効果的であることが証明されている。経営上の間者が発見され、そ   

れが当初は原劇の開題と考えられた場合でも、解決策を見出だす基本的な   

方法が付加価値の評価である。  
－ 118 －  
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付加価値の評価をTCMの一部であるとする弟2の理由は、この概念を   

採用することにより、企業が原価努力を払っている聞に気が付かないうち   

に品質や時間を犠牲にするのを妨げるということである。プロセスのアウ   

トプットに付加価値をもたらさない原価や活動の排除に焦点を当てること   

により、これが達成される」。  

6・Ditz川・，J．et al．［1995】、Porter，l．E‥ey81．【1995】、など。  

7・Colantoni，C，［1973］，参照。  

8・Gray・R・打・［1990】、Gray．玉川．．et81．［1987】、山上［1996］、山上・飯田編  

［1994］、郡司［1994］［1995】、向山［1993］【1995］、園部［1996］、飯田［199可、   

碓氷［1997］、古庄［1997］、坂本［1997］、出見世【199T】、スタディ・グルー   

プ「アカウンタビリティ概念の拡充」【199朗、等参照。  

9・相互の信頼関係の形成と維持について、企業社会責任の観点から議論する   

見解もある。森本［1g94】（p．47）は、次のようにいう；   

「各種環境主体（引用者注：外部利害関係者）は、自己の利害が充足され   

るとの期待を抱いて、自己の資源を企業に付託する。企業は、彼らの期待   

に沿うよう諾資頗を生産的に運用し、利幸を調整しつつ、運用成果を配分   

する。企業と環境主体との間には、相互依存の信頼朋係が存在しなけれは   

ならず、企業は社会的受託者の性格をもつ。その際、受託者である企業自   

体も、諸資源の生産的運用の対価を享受する。それは、適正な長期的利益  

（optipudllongrangeprofit）と呼ばれたり、啓発された自己（enlightend   

Self－iれtere8t，ぬYis＝8lo叫StrO書，1975）と呼ばれたりする。このようにし   

て、企菓は利他による自利の追及によって、はじめてその存立が可能にな   

る。このような相互依存的信頼瀾係の形成と維持とがCSR（企業社会責   

任）にほかならない」。  
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弟四章 環境マネジメントのための会計モデル  

1．環境に関する基本構造   

前章までの検討を踏まえて、本章においては、環堵マネジメントにもとづく  

会計の基礎的な概念モデルを提案していく。   

具体的には、第二章において検討したEMSを構築している企業を念動こ置  

き、その活動と製品とに視点をおいセ、検討を進めていくことにする。   

その前に、まず、本筋においては、環境負荷要素が環境影響を引き起こすま  

での基本構造をフロー形式で確認しておく。この基本構造関係が、以下にみる  

企業の活動や製品に対する分析の基礎となるからである。  

1－1基本構造関係  

環項マネジメントのための会計的基本モデルを考える上で重要なことは、何  

が環境影響を引き起こしているのかを分析することである。EMSのもっとも  

重要なプロセスである「環境側面の特定及びそれに伴う環境影書の評価」は、  

まさにこの点を明らかにするのに役に立っ。   

この分折には、二つの視点が必要である。一つは、環境影響と深くかかわっ  

ている活動の識別であり、もう一つは、その活動に用いられている環境負荷要  

素の識別である。   

このことは、次のような関係で表すことができる；  
…泣；  
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そして、この関係が、製品は活動を消費し、活動が資源を消費するといった  

ABCのもっとも基本的な構遜とパラレルになっていることを想起されたい；  

＜ABC構造関係＞  

製   品   資  源  

すなわち、環境マネジメントにおける活動の基本モデルは、A王さCになぞら  

えていえば、「環境影掛ま、環境に影響を与えている活動を消費し、その活動  

は、環境負荷委棄を消費している」と考えることができる。   

この構造が、すべての分析のもっとも基本的な構造関係となる。   

そして、この基本構造関係を念頭に置いたとき、環境負荷要素と環境影層と  

の物質レベルでの関係は、EMSを前提とした場合、すでに明らかにされてい  

るのである。それがすなわち、EMSを運用する過程で作成される「環境影響  

評価表」である。この環境影響評価表は、これからEMSを構築しようとする  

企業においても、企業の現時点での実態を把握するために行われる初期環境レ  

ビューにおいても作成される貴賓な評価表であることは、先（第二章）に示し  

た通りである。   

本稿では、この環境影響評価表を、サンプル例としては図表2．を、実際の  

企業が紹介しくたものとしては、図表5－1及び図表5－2の「環境影響洗いだ  

し表」を取り上げたのであった。この後者、図表5－1及び図表5－2の「環  

境影響洗いだし表」をもとにして、再度考察してみよう。   

まず、図表5－1「環機影響洗いだし衷（その1）」では、原料の調達段階  

から廃棄に至る段階までの工程と製品の流れが示されている0   

図表の説明の蘇にも指摘しておいたが、この図表において、この会社が実際  

に直接行っているのは原料調達段噸と製造段階だけである。けれども、その後  

の製品の流れを基軸として、流通段階や使用段階、そして廃棄段噸が設けられ  

ていることから、この会社の社内における内部の工程の連関だけでなく、それ  

らと社外における工程の連用についても、視野に置くことができるようになっ  

ている。と同時に、それぞれの工程で、インプットとアウトプットが、フィッ  

シュポーン形式の上下二段の図によって示されていた。すなわち、この「環境  

影響洗いだし表（その1）」は、横軸で工程の流れを示し、縦軸にインプット  
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・アウトプットの関係を示した図表となっていたのであった。   

他方、院表5－2「環境彰書洗いだじ衷（その2）」では、それぞれの環境  

負荷要素が、どのような環境彰書を引き起こすのかが、インプット側とアウト  

プット側に分けられて、一覧表形式で簑示されていたのであった。   

例えば、インプット側の化学物質也申鳩トルエンについてみてみよう。トル  

エンは、年間282kg使用され、農機影響度しては、水質汚染や土壌汚染を引き  

起こすだけでなく、廃棄物としても排出きれ、さらに、引火性物質としての性  

質から火災ヰ発の危険性をも有していることが明かにされている。そのため、  

環境影響評価としては、定常時や異常時、緊急時のいずれの時にも、そのもた  

らす環境影響に配慮すべ轟ことカ焉明紀きれている。   

こうしたことから理解されるよう1こ、この「環境影響洗いだし表（その2）」  

は、環境負荷要素と環境影響との因果関係を一覧表にしていることがわかる。   

また、図表5－1（その1）と国表5簡2 モその妻）との関係を、トルエン  

の例をとって考察してみよう。すると、化学物質は、図表5－1（その1）に  

おいては、表面処遇加工工程においてインプットされていることから、このト  

ルエンが、この表面処理加工工程の中の活動と関係していることがわかる。も  

っとも、その表面処理加工工程の申のどの活動と絶び付いているのかについて  

は、この裏からだけでは読み取れない。が、この点については、当該表面処理  

加工工程をさらに、それぞれの清動レベルにまで分析していけば、容易に判明  

するところであるし、また、実際の作業應当者にとっては、明らかなことであ  

ろう。   

そこで、いまのところは清勒を判別できないので、工程レベルで考えること  

として、このトルエンを先のABCになぞらえた基本精通開掛こあてⅠまめ葛と  

次のように表すことがで馨る；  

㌔好鞄巌 
敬一麒・㍑守澤淋⊆＋茅＝・√感触＝・1鞄   

＜トルエン関係式＞  
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このことを、ABCになぞらえて表現すれば；  

「環境影響（水質、土壌汚染、廃棄物、火災爆発リスク）は、  

表面処理工程（のなかのトルエン関連活動）を消費し、  

表面処理工程（のなかのトルエン関連活動）は、   

トルエンを消費する」  

といってよかろう。   

あるいはまた、このことを、表面処理工程（のなかのトルエン開運活動）を  

中心としてみた場合には、この関係は；  

「表面処理工程（のなかのトルエン関連活動）に対する  

インプット：トルエン  

アウトプット：環境影響（水質、土壌汚染、廃棄物、火災爆発リスク）」  

ということもできる。  

1－2環機上の基礎的フロー  

（1）トルエンの事例   

このトルエンのインプット・アウトプット関係を使って、次のような物質レ  

ベルにおけるフロー図（図表9．）を作ることができる。   

これは、トルエン（物質ターム）が、表面加工工掛こ投入されてから、各環  

境影削こいたるまでのインプット・アウトプット関係を表記したに概念図であ  

る。いくつかの説明が必要であろう。   

まず弟1に、トルエンを「環境負荷要素項目」にあげ、表面加工工程におけ  

るインプット・アウトプット関係を示したものを、「活動項月」とする。同様  

に、各環境影響を項目ごとに設定して、それらをそれぞれ水質汚染項目、土壌  

汚染項目、廃棄物項目、火災爆発リスク項目、として、それらをまとめて「環  

境影響項目」とする。   

第2に、理論上は、トルエンの物質レベルでのインプットとアウトプットは  

バランスすることになる。インプットされたトルエンは、製品に含まれるか、  

ないしは環機影替の各項目の中に現れてくると、仮定している。  
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図表9．トルエンの環境上の基礎的フロー  

＜環境負荷要素項目＞   ＜工程（活動）項目＞   ＜環境影響項目＞  

水質汚染  

トルエン  

表面処理加工工程  

土壌汚染  

トルエン  

廃棄物  

トルエン  

※火災爆発リスク   

トルエン  

（在庫保管量）   

〉  
＜製品へ＞  

※火災爆発リスクは、本来的には、ここに掲げた他の環境影響と違う性質の   

ものではあるが、思考上の仮説として挿入し、ここではトルエンの在庫保   

管量を想定した。  
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第3に、トルエンは、この表面処理工程の活動項削こインプットされてくる。  

この場合は、工程（活動）項目は一つだけと想定してあるが、複数の工程（活  

動）に跨がることもあろう。   

第4に、工程（活動）項目にはいったトルエンは、それぞれの環境影削こ応  

じて各環境影響項目に入る。もちろん、何らの環境影響も引き起こしていない  

のであれば、ゼロになる。図表9．では、それぞれの環境影響を発生させてい  

ると仮定してある。その理由は、リスクま識と絡めてのことである。つまり、  

実際に環境影書を引き起こしていなくても、予防的見地から各種の対策が立て  

られることを想定した場合、その因果関係を明示しておくことは重要な意味を  

もつ。その典型的な例が、準印を付した火災爆発リスクである。   

火災爆発は、現実には発生させてはならないものであり、また、万一実軌こ  

事故が発生した場合には、発生後にあとから環境影響項目を設けても何の意味  

もなかろう。したがって、この項目を設ける意味は、あくまでもリスク管理の  

ためのものである。火災爆発が起こらないようにするために採られた各種の対  

策や投入された資源との関連を明示するためのものと考えてよい。そういった  

観点からすれば、はかの環境影響項目も同棲にリスク項目とすることも可能で  

ある。   

以上のような想定のもと、環境負荷要素項月から工程（活動）項目、そして  

環境影響項目という一連の項目連鎖が、トルエンという物質レベルの因果関係  

として明らかになった。この一連の項目間の因果連鎖を「環境上の基礎的フロ  

ー」と呼ぶことにする。  

（2）廃棄物処理の事例   

先にみたトルエンの事例においては、トルエンという物質レベルで各項目は  

結ばれていた。しかしながら、実齢こはもっと複雑な関係を有することも多い。  

そこで、図表5－2には記されてはいないのであるが、ダイオキシン等の例を  

採って、廃棄物処断こ関する基礎的フローを作成してみることにする。   

図表10．は、廃乗物処理工程を中心に見た環境上の基礎的フロー図である。   

この事例においては、企業の中のそれぞれの場所で発生した廃棄物（射ヒビ  

ニル、廃棄プラスチック、紙類）が、廃棄物（焼却）処理をへて、ダイオキシ  

ンとCO2、そして焼却灰を発生させている過程を衰賀している。   

この事例では、ダイオキシンやCO2、焼却灰は、廃棄物（塩化ビニル、廃  

棄プラスチック、紙類）が廃棄物（焼却）処理工程に投入されて、その結果、  

生成され、排出されて環境影響を引き起こしているのである。そのため、先の  

トルエンのように、環填負荷要素と環境影響との閣の物賀レベルでの因果関係  
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は必ずしも明確にはされていない。このような場合、環境影響と廃棄物の関係  

をどのように結び付けていくのかが問題となる。   

例を採って考えてみよう。この事例の中で、大気中に放出されていたダイオ  

キシンを減らすためには、どのような対策が考えられるであろうか。   

その一つは、廃棄物処理施設にダイオキシンを除去ないし、防除するための  

装置を設眉することである。例えば、煙突にダイオキシン除去設備を取り付け  

ることが考えられる。そして、これが、完全な「出口（eれd of pipe）対策」で  

あることは明かであろう。   

しかし、もう一つの考え方は、ダイオキシンの発生源と推定される塩化ビニ  

ルと廃案プラスチックを廃棄処理工程の申に持ち込まないようにすることであ  

る。そのためには、塩化ビニルや廃棄プラスチックを生じさせている発生源に  

おいて、使用する素材や材料、あるいは工程などを見直してもらうことである。   

この後者の考え方が優れている点は、この図表10．から見ても明かであろ  

う。なぜならば、塩化ビニルや廃棄プラスチックの発生源での改善が、単に大  

気中に放出されていたダイオキシンの排出量を減らすだけでなく、水系及び土  

壌に排出されているダイオキシンの排出量をも減らすことになるからである。  

先の出口対策が大気へのダイオキシンの放出にしか対応できないのに対し、発  

生源での対策は、場合によっては当面の課題を克服するだけでなく、波及的な  

効果をあげることもある。   

また、出口対策とほいえ、何らかの対策が立てられる場合はまだましといえ  

るのかもしれない。例えば、先のトルエンのような拝発性物質の場合、完全に  

密閉された施設や設備において使用され、なんらかの対策が施されるのである  

ならばともかくも、通常の作業場で用いられたときには、その使用時に大気中  

への群発は避けようがなく、しかもいったん搾発した分に関しては、もはや対  

策の立てようなどないのである。出口対策がいっでも可能であるとは限らない  

のである。   

このように、因果関係連鎖を可能な限り解明していくことで、環境対韓は、  

その効果を相乗的にあげていくことが可能となる。そうした意味で、ここに示  

した、環境負荷要素項目と工程（活動）項目及び環境影響項目との連結から構  

成される「環境上の基礎的フロー」は、物質タームのものであるとはいえ、環  

境影響とその発生原因とを結び付ける、善わめて貴重なものであることが理解  

されよう。と同時に、これらの項目の連結関係が先に示した、損壊負荷要素と  

活動及び環境影響の、基本構造関係と一致していることが虚解されよう。  

一 126 －   



大気系   



2．活動に関する会計モデルの基本型   

本筋では、環境マネジメントの対象としての活動と、製品又はサービスとの  

うち、活動に焦点を当ててその基本概念モデルを検討することとする。  

2－1環境コストの概念  

（1）環境影響対策コスト   

物質タームにおける環境上の基礎的フローが明確にされたことで、会計的ア  

プローチの輪郭が明確になったと患われる。すなわち、基本的には、このよう  

な環境上の基礎的フローにもとづいて行われる各種の環境影琶対策にかかるコ  

ストを中心として「環境コスト」と考えていけばよいことになる。つまり、こ  

こで一つの命題を導くことができる。すなわち；  

「叫壌コストとは、遍▲艇●の対策にかかわるコストである」・・・（l）  

モの限りの書♯において博、羊a事の甘鶏て紹介した財書会計的アプローチ  

における岸蓼【1錮6．uと同じといえる。犀欝においては、儀繍コストを「■斗  

対tコスト」と「■濃ペナルティーJとにわけていたのであった。CICA【t  

99a】も同欄である。諷■の1増村缶婁礪増コストの■成ぜ薫とヰえるのは、rl  

熱なことであろう．   

しかしながら、モのコスト鴨■め方法にわいては、岸■とホ■ては異なって  

いる。捧書【19汎b】においては、■墳対♯を柑の斗壌対兼活■に■璽化し、モ  

の書聖化された濃墳対策活■に濃ナるコストをもって、■凛鱒簾コストポー足  

されていたのであった。けれども、ヰヰにおいては、上述のように、1墳影■  

釣無徳紋勾恕斜軋啓機嫌緋散発強監壷熟固農連鎖塾「触戦基礎的フ  

ロー」を用いて漉し、その墓■的フローを■叶として鵠定された■墳封書を書  

棚徽として叫し、モれにかかもコストモもって1■コストと■■する。し  

たがって、書嶋村簾はさiぎまな群書を棟ることが考えられるし、tた、モれ  

にかかるコスト（■糠コスト）もさtざtである。   

鋼えば、トルエンの鴨綱の中でも拇♯した上うに、t壌彫■項「lをリスク項  

lほ鬼止てたときには環墳リスク対策コストとなる。また、ここでのコスト冊  

≠を、山Il対囁コストと発生＃対電コストとの比せをするための■組決定惰≠  
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として用いることもできる。あるいは、廃棄物処理挙例でも明らかにしたよう  

に、環境影響をその発生原因に遡って対処することによって、一つの環境影響  

に対する対策コストが、他の環境影響の発生を防止する予防コストとなること  

もある。   

このように考えてくると、類型化は、できるとしても、環境対策が明確とな  

り、環境コストがはっきりとしてから、事後的になされることになる。財務会  

計レベルでは、最終的には財務諸表に記載する勘定科目にすべてのコストは集  

約されてくるので、類型化の意義は大きい。けれども、本稿での議論は、環境  

上の基礎的フローにもとづいて環境影響と環堵負荷要素との因果連鎖を明示的  

に表し、業務の改善や効率化を目指すためのコスト情報がどのように提供され  

るのか、という観点から議論を起こしている。その意味においては、財務会計  

の視点に立ったアブロい－チと管理会計の手法を意識したアプローチの差が、こ  

こに現われているといえよう。  

（2）環境影響管理コスト   

では、財務会計的アプローチで指摘された、環境ペナルティについてはどの  

ように考えることがで善るのであろうか。   

環境ペナルティをどのように考えるのかによるが、一般的にいって、環境ペ  

ナルティは、甚大な環境影響を発生させたことに対する制裁的金銭賠償や損害  

賠償、あるいは損失補填と考えることができる。その意味では、環境影響の管  

理に対する失敗コストとみることが可能である。つまり、この場合のポイント  

は「環境影響の管理」にあると考えてよかろう。   

環境影響の管理という視点に立つと、環境ペナルティ以外にもう一つのコス  

トを考えることができる。それは、EMSそのものを運用するコストである。  

これも、環項対策そのものにかかわるコストではないが、環境影響の管理にか  

かわるコストといい得る。つまり、環境ペナルティもEMS運用コストも、環  

境影轡の管理にかかわるコストとして認識することが可能である。そこで、二  

つ日の命題を轢起できる；  

「環境コストとは、環境影響の管理にかかわるコストである」・・・（2）  

以上、（1）と（2）を考え合わせると、環境コストとは、環境影響対策コスト  

と環境影響管理コストとから構成されるといいえ串う。このことは言い換えれ  

ば、環境コストは、「環境彰軌こかかわるコストの総体」といえることになる。  

すなわち；  
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環境影響対籠コスト：環境影響の対策にかか  

わるコスト  

環境コスト  

環境影響管理コスト：環境影響の管理にかか  

わるコスト   

そして、ここでいう環境影熟ま、環境上の基礎的フローにおいて物質ターム  

で示されており、しかも、それぞれの環境彰書は、環境影書項目と工程（活動）  

項目、及び環境負荷要素項目とによって、その発生原因と因果適齢こよって緒  

び付けられたものであった。   

環境コストは、このような二つのコストによって構成されるのである。  

2－2環境コストの範囲  

（1）基本的立場   

環境コストをどのように考えるのかについて、上述のように基本的な見方を  

改定したことによって、環境コストの大まかなイメージが措けたと思われる。   

しかしながら、環境コストの範囲をどのように確定していくのかという課題  

は依然として残されている。環境コストの範歯が無制限に拡大していくのであ  

れば、一体何のために環境問題に対する会計的アプローチを模索しているのか  

が、わからなくなってしまう。すべてのコストは多かれ少なかれ、どこかで環  

境とつながっている、というような議論ならば、いわゆる「環境金計」などを  

考える必要はない。環境コストの範囲を確定していくという議論は、その意味  

では、環境問題に対する会計的アプローチをどのようなものとして認識してい  

くのか、会計的アプローチを行うことによって何を期待してい卑のか、という  

会計的アプローチのもっとも本質的な関越でもあるのである。・寺   

本稀の基本的立場は、これまでに何度も主張してきたところであるが、地球  

環境閏題に対して、これを単なるエコロジーの問題とは鬼ずに、近代という時  

代性の奥深くに根差したある種の社会現象として考察し、地球の命運さえ左右  

するほどになった人間活動の大書さ、人間の生み出す製品又はサービスの膨大  

さを、会計はどのように認識し、その認知したものをどのように表現するのか、  
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という観点に立っている。それがゆえに、われわれの行う活動や、それに用い  

る製品またはサービスを対象とした環境マネジメントを構想し、われわれ自身  

が環境上の主体であることを自己認識することをその概念規定の中核に置いた  

のであった。そして、その具体的なアプローチとして、ここに、環境上の基提  

的フローという物質レベルでの因果連鎖を構築し、環境影響項目、工程（活動）  

項目、環境負荷要素項目、というそれぞれのレベルでの環墳影響対策について  

考察するのがよいと考えたのであった。   

このような議論の当然の帰結として、環嶺コストの範囲について検討する上  

でも、この環境上の基礎的フローを前提にして考えることが認められよう。   

そこで、まず、環境コストの定義を思い出してみると、本稿では「環境影響  

にかかわるコストの総体」とし、その内容を、環境影響対策コストと環堵影響  

管理コストという二つに分けたのであった。したがって、環境コストの範囲は、  

この車墳影響対策コストと環境影響管理コストによって、規定されてくること  

が理解されよう。そこで、そのそれぞれについて検討してみよう。  

（2）環境影響対策コストの範囲   

漁場影響対集コストは、環境影響の対策にかかわるコストである。   

この環境影響対策は、環境上の基礎的フローにおける因果連鎖を基礎として  

考えられなければならない。したがって、この環境上の基礎的フローにもとづ  

かない環境対策は、環壊影響対策とlま認められず、その費用は環境影響対策コ  

ストにはならない。例えば、環境マネジメントにおける環境方針としては、な  

んらの重大な環境影響を及ぼしてはいないと考えられていた機械設備について、  

設備更新をしたときに、機械設備そのものの性能が向上していて省エネ型のも  

のになった場合、仮にエネルギー消費が削減されたからといって、これを環境  

影響対籠として認識し、この機械投備の更新コストを環境影響対蹟コストとす  

るわけにはいかないのである。   

その意味では、環境上の基礎的フローが、環境マネジメントの中にしっかり  

と位置付けられていることが重要であることはいうまでもない。この点に関し  

ては、先にも拇摘しておいたように、環境上の基礎的フローを作成するために  

必要な環境影響評価表が、EMS構築企業においてはもちろんのこと、EMS  

を構築しようとしている企業においても、初期環境レビューの際に企業の現状  

認識のために作成されることが肝要なのである。逆にいえば、環境マネジメン  

トについてのきちんとした理解や認積のない企業においては、体系的な、かつ  

継続的な環境影響対策などなし得ないということである。もちろん、かかる企  

業においても、その時々の環境対策コストを見付けだすことは可能ではある。  
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しかし、そのような場あたり的な環境対策コストを算定することに、なにかし  

らの価値を認めることができるのであろうか。   

おそらくは、近年の一般の人々の環境問題への関心が高まるにつれて、企業  

経営者としては、自分の会社がなんらかの環境対策をしていることをアピール  

したいであろうことは想像に難くない。そのために、自分の会社がどれはどの  

コストを環堵問題に費やしているのかを算出して、それを根拠として環境対策  

に熱心な企業とのアピールを行い、企業イメージを上げたい気持ちもわからな  

いではない。また、他方、企業外部の多くの利害関係者においても、企業経営  

に占める環境関連のコストがどの程度のもので、それが経常にどのような影響  

を与えているのかを知りたいとも思うであろう。   

しかしながら、先にも記したように、本稿の基本的な立場は、このような情  

勢追従的な環境対策の会計的な表現方法を探そうとしているのではない。地球  

環壊そのものに起こっている取壊破壊に目を向け、それがわれわれ自身が引き  

起こしているのだという自覚、並びに自己認隷にもとづいて、われわれ自身の  

手で、われわれ自身の行っている活動や、それに用いる製品またはサービスを  

マネジメントする必要があることを出発点にしたのであった。環境マネジメン  

トをかかる意味で認識し、概念欄成をおこなって、このような環壌マネジメン  

トに資するものとして、環境マネジメントにもとづく会計的アプローチを提案  

してきたのである。それだからこそ、環境マネジメントにおける重要な要素で  

ある、環境側面の特定及びそれに伴う環境影響の評掛こ基礎をおいて、環境上  

の基礎的フローを提秦し、環境影書対策をこのフローの中に位痘付けること、  

書い換えれば、環境影せ対策をかかる環境マネジメントの中にしっかりと位庭  

付けることの重要性を強調するのである。   

したがって、その時々の場あたり的な要請に応じておこなわれる一過性の環  

境対策は、本稿ではあまり重要な意味は持たないし、そうした対策のための会  

計的アプローチを研究するつもりはない。もちろん、ときとしてそうした緊急  

避難的対応策が採られることもあるであろうが、そのときには、事後的でもよ  

いから、環境上の基礎的フローに位置付けて、あらためてその環境対策の意味  

付けを行うことが必要であると考える。   

他方、親裁のところは環境彰書が生じてはいないものの、将来においてその  

発生の危倹があるためにあらかじめ環境影響対策コストを投入しておく場合な  

どは、環境影響対策コストとして、当然に、認められよう。   

このことは、先のトルエンの挙例の申で説明したように、環機上の基礎的フ  

ローは、実際の環境影響め発生土だiチでなく、環境影書の発生するリスクを表  

すリスク項目を表示するものとしても機能させることができることから理解さ  
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れるであろう。先の事例の中では、火災爆発リスクを取り上げたのであった。  

この場合、トルエンの火災爆発を防ぐための各種の対策コスト、例えば、防火  

施設や防災器具の管理・維持費や緊急時のための防災訓練、担当責任者に対す  

る教育訓練、などにかかる経費その他があげられよう。もっともこの場合、労  

働安全衛生分野におけるマネジメントと重複することが考えられる。けれども、  

環境上の基礎的フローにきちんと位置付けられてくれば、少なくとも管理会計  

的な観点からいえば、経営管理のための意思決定情報や業頗評価情報のひとつ  

として役に立っであろう。   

このような管理会計的観点からする議論としては、現在の支出だけではなく  

将来に発生すると考えられる支出を検討することが可能であることを指摘する  

ことがでさる。つまり、将来の意思決定のためのコスト情報を収集・分析する  

ことができるのである。その場台、識別された環境影響対策コストを、それぞ  

れの活動や環境負荷要素にどのように跡づけていくのかが問題となる。   

この点に関しては、先のトルエンの事例とダイオキシンの事例が参考になる。  

トルエンの事例のように、物質タームでの因果連鎖が明らかになっている場合  

には、基本的にその物量を判断基準として、コストを跡づけていくことが可能  

である。しかしながら、ダイオキシンの場合は、その発生源と発生量との因果  

関係が必ずしも明白ではなかった。。また、物量タームで考えると、物によっ  

ては基本となる単位そのものが違ってしまう。何万分の一ミリグラムという詰  

もあれば、何トンという詰もでてきてしまうのである。   

このような場合、発生したコストを、どのように跡付けていくことが可能な  

のであろうか。   

これに対する考え方の一つは、エコロジカル・アカウンティング・アプロー  

チのように、基本となるエネルギー単位を設定し、等価係数を用いてすべての  

物質をこのエネルギー単位に換算して比較可能なものにしていく、というやり  

方である。LCA的な発想であり、データベースが整備されればそれなりに有  

用と患われる。   

けれども、ここでは、環境マネジメントに基づくアプローチという立場から、  

EMSに内在されている環境影響評価における重要性分析に基づく配賦、ない  

しは優先瀬位に基づく跡付け方法を提案しておく。   

環境影響評価表においては、環境負荷要素と環境影響との因果関係を示すと  

ともに、その評価も行うのが通常である。それは、発生する環境影響のうちの  

なにが重大な環境影琶であるのかを判定し、対籠の優先頗位付けを行うための  

ものである。環境影響対策に投入し得る経済的資源に限りがある以上、対策は  

著しい環境影響を及ぼしているものから取り租まれることは当然であるし、こ  
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のことは、環境マネジメントのメカニズムにおける「重点志向」として説明し  

たところである。それゆえ、それぞれの環境影響について、重大性の判定が、  

何らかの形で行われている。もちろん、その手法はさまぎまであり、簡便な方  

法で行っているところもあれば、専門的なデータに裏付けられた高度な判定方  

法もあるようである。図表5－3はその判定基準の一覧表であった。   

そこで、このような環境影響評価判定結果にしたがって、重要度の高いもの  

頼、あるいは優先順位が先のもの頗にコストを跡づけていくことが考えられる  

のである。もちろん、その配賦基準毯どのように定圭化していくのか、あるい  

はその基準をどのように決定していくのか、については、個別具体的な状況に  

応じてさらに検討していかなければならない。しかしながら、基本的な考え方  

として提案し得るものと恩われる。とりわけ、ここでの議論は、環境上の基礎  

的フローに基づく各項目の因果連鎖が前線とされていることから、この方法の  

実践の可能性は高いのではないかと考える。  

（3）環境影響管理コストの範囲   

環境影響管理コストは、環境影響の管理にかかわるコストで、具体的には、  

環境ペナルティやEMSの運用コストなどをいう。これらのコストは、損壊影  

響対策に直接的に起因するコストではないことから区別した。   

もっとも、環境ペナルティなどは、虐常、環境法規制遵反によることが多く、  

それらのうちのほとんどは甚大な環墳影響毯引き起こしたことに原因を求める  

ことができるであろうから、環境影響との関連がないわけではない。その場合  

には、先の環境影響対策コストの場合と同じく、環境上の基礎的フローにもと  

づく項目連鎖にしたがって、環境ペナルティ額をそれぞれの活動に跡づけるこ  

とが可能となってくる。   

他方、環境影響と直接的に開運するわけではない環境影響管理コストも存す  

る。環境関連の手続違反による反則金やEMS運用コスト、社会的貢献の一貫  

としての環境NGOへの支援金ないし寄附金、環境関連の研究開発費、などで  

ある。これらは、直接的には環境上の基礎的フローにのってこないので、管理  

コストとして環境影響対籠コストとは区別される。   

これらの管理コストに関する考え方としては、通常のABCで間接費を配屈  

するのと同様に、■環境間接費”と見傲して、それぞれの環境対策活動に対し  

て、直弾できるものは直課し、残りは何らかのコスト・ドライ′く－を用いて振  

り分けていくことが考えられる。例えば、従業員に対する環境教育費などは、  

教材などの受講従業月に直課できるものは直課して、その他は、教育に要した  

時間などに応じて配賦していくっことができよう8  
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しかしながら、問題は、この環境影響管理コストの範囲をどのように確定し  

ていくのかということである。例えば、今しがた例にあげた環境教育に関して  

も、環境教育が独立して実施されていればわかりやすいが、通常の従業員教育  

の申で環境関逓の事項が取り扱われた場合には明暗な識別は幽難になってくる。   

この点に関しては、アカウンタビリティ諭の中で提起した「モニタリングの  

必要性」の要件をもって、対処するのが基本ではないかと考える。すなわち、  

本稿では、アカウンタビリティについて、環境上のコミュニケーションにおけ  

る信頼関係を担保する機能をもつものとして認識し、独自の定義をした上で、  

その定義の中には「マネジメント可能性」の要件と「モニタリングの必要性」  

の要件という二つの要件が含まれていることを示したのであった（第3章節4  

節参照）。経済的資源の提供者（プリンシバル）によるモニタリングの必要性  

がある場合をアカウンタビリティ成立の要件としたのであった。ここでも、基  

本的に、同様に考えることができると思われる。   

環境コストを他のコストと識別して認識するのは、そのように識別して認識  

することで環機上のなんらかの有為な結集に結び付くことが期待されるからで  

ある。かかる期待があればこそ、これを取り出して観察（モニター）するわけ  

である。このことは言い襖えれば、たとえ環境に関連するコストといえども、  

そのような斯待が存在していなければ、観察（モニター）する必要はないとい  

い得る。とくに、ここでの議論は、漁填影響に直接かかわる環境影響対策コス  

トではなく、環境関連の管理コストを対象にしたものである。環境の観点から  

する議論の中に組み込まれて詳細に分析されることよりも、その他のマネジメ  

ント・コストと合わせて、経営全体の観点から分析され、議論されたはうがよ  

り優れた経営改善につながる可能性が高い場合も考え得るからである。EMS  

が全体的なマネジメント・システムの一部であることは、Ⅰ声0のEMS規格  

の中でも強弱されていたところであった。結局は、環境コストを何のために井  

定していくのか、という議諭に再び戻ってしまうのであるが、この点に関して  

は、すでに述べたのでここでは繰り返さないことにする。   

いずれにしても、こうした意味から、この環境影響管理コストに関しては、  

モニタリングの必要性に応じて、その範囲を画されるペきだと考える。  

2－3外部主体との連環  

ポーター［1985］の垂直連結を例にとるまでもなく、外部の主体との価値連鎖  

の整合を考えるペきことは、図表5－1「環境影響洗いだし表（その1）」の  
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なかにも、製品の流れを基軸とした流通段階、使用段階、一廃棄段階が含まれて  

いたことから、事業者にとっては常識となっているのかもしれない。ここでは、  

本稿で提案した「環機上の基礎的フロー」が、一つの事業主体の中だけでなく、  

外部の主体との関係を考慮する際にも成立することを指括しておく。   

製品輸送の例を採ろう。輸送業者における環境影響として、輸送用自動車の  

使用にともなうNOxやSOxの排出があげられる。これらの環境影響を岡城  

しようとしたとき、輸送業者が単独でできることは限られている。低公害寧へ  

の買い替えや最近はやりのアイドリング・ストップなどによる運転供用中の工  

夫ぐらいであろう。後者はともかくも、前者については、限られた経営資源の  

なかで対応できる者とできない者とが出てくる。したがって、輸送業者のみの  

枠内で考えている限りにおいては、有効な環境影響対策は打ち出せない。輸送  

品の送り手との関係、並びに輸送品の受け手との関係などの取引先との間の活  

動を見直すことから始めなければならないのである。   

環境上の基礎的フローにもとづいて考えてみよう。環境影響項剛こおいては、  

大気中へのNOxやSOxの排出が記録される。大気中へ排出されたNOxや  

SOxの浄化は、実際問題としては不可能なので、ここのレベルでは対策の採  

りようがない。つまり、この環境影響項目にくる前の時点で環境影響対韓が採  

られることが必要になってくるのである。   

活動項旧では、先のアイドリング・ストップなどの輸送業着でできる工夫の  

はか、製品生産者や製品版売薬者と協議をもつことによって、輸送回数を減ら  

したり、輸送距離を短縮したり、積載車糧を軽くしたり、等々の工夫をするこ  

とが可能になる。これらの工夫によって、大気中へのNOxやSOxの排出が  

抑えられることになる。この場合、実熱の環境影響が削減されるのは輸送業者  

においてであるが、製品生産者や製品版克美者においても、輸送方法を工央す  

ることで間接的に覇墳影響の削減危害与したことになる。すなわち、間接的影  

響巻考慮にいれた対応がなされたことを意喫している。キ境影響を考える上で  

は、自らがコントロールできる範囲のことばかりではなく、自らが影響を及ぼ  

し得る範囲の事柄についても、考慮すべきであることが要請される。前者を直  

接的影響、後者を聞綾的彰書としたのであった。そして、このような間接的影  

響の及ぶ範囲を焼酎していくことで、提鎗影響のより大きな改善がもたらされ  

るとし1うのが、本欄での環境マネジメントにおける基本的な考え方であった○   

このように、環機上の基礎的フローをペースとして、各項月ごとになし得る  

環境影響対策を換紆し、そのコストを測定していくという会計アプローチは、  

ただ単に一つの主体の内部連鎖だけ整考えてなされるものではなく、外部主体  

との連携を視野においた槻点からも有効に機能するのである。  
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2－4環境マネジメントとの関係   

ここでは、活動に関する会計モデルが、環境マネジメントとどのような関係  

を有しているのかについて、第三章で考察したEMSを基軸として、製造業の  

企業モデルを念頭に置きつつ、検討していくことにする。  

（1）初期環境レビュー：   

EMSを構築する前段階で、企業活動の及ぼす環境影響を定量的に把握する  

ためにおこなわれる。投入される資源やエネルギーの数量やそれらの使用状況  

が客観的に示すための基礎資料を作成するのである。   

ここにおいて、とりあえずの大まかな環境上の基礎的フローを認識すること  

がで善る。すなわち、環境負荷要素はなにか、その環境負荷要素はどこの工程  

（活動）で投入されるのか、そこからどのような環境影響が発生すると考えら  

れるのか、等々である。  

（2）環境方針：   

初期環境レビューの結果にもとづいて、企業の環境方針を決定する。この環  

境方針は、企業経営における環境上の経営理念ともいい得るものである。環境  

方針を策定するのは、経営者であるが、同時にこれは、企集の社会に対する、  

あるいは各種利害関係者に対する約束ともなるので、全従業員に周知徹底させ  

ることが肝要である。  

（3）計画：   

環境方針を具体的な行動に移すための計画を策定しなければならない。   

ここでもっとも重要なことは、企業の活動、製品又はサービスが環境に与え  

る影響を特定し、評価することである（環境側面の特定及び環境影響評価）。  

このとき、初期環境レビューで収集された投入資源や排出される廃棄物などに  

関する基礎的データが活用されることになる。   

その具体的な手法が、第二章並びに前ヰで紹介している環境影響評価表であ  

る。図表5－1「環境影響洗いだし表（その1）」、図表5－2「環境影響償  

いだし表（その2）」、図表5－3「環境影琶評価判定基準」は、その実際的  

な事例である。そして、この環境影響評価表が、環境負荷要素と、各工程や括  

動と、そして環境影響とを結び付ける因果関係表と見ることができる点につい  
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ては、すでに指摘した通りである。   

したがって、ここにおいて、登場上の基礎的フローは、実質的な分析・検討  

課題となる。この環境負荷要素項目から、活動項目、及び環填影響項目に至る  

までの因果連鎖の分析が、重要なポイントとなってくるのである。その際に、  

因果連鎖は、場合によっては、対策間の栢剋を示すこともある。典型的な事例  

が、特定フロンガスと代替フロンガスの場合に起こった。特定フロンガスがオ  

ゾン層破壊物質であるために、オゾン層保護の観点から、代替フロンガスが開  

発されたのであった。けれども、地球温暖化を促進する温室効果という観点か  

らすると、代替フロンガスは、きわめて高い温室効果をもっていたのであった。  

このように、環機影響の何を問題とするのかによって、環境影響対策の評価は  

異なってくることに留意すべきである。そのため、できる触り、多面的な因果  

関係分折を行うことが必要なのである。   

こうして、環境側面の特慮と環境影響評価が終了すると、今度は、環境目的  

及び臼標が改定される。これは、環境方針を実現するための具体的な数値で表  

示される。例えば、廃棄物を3年以内に細欄閲する、とか、製品リサイクル  

率を5年以内に 20％上昇させる、などである。   

このような環境日劇及び目標を実行するための具体的な行動計画が立てられ  

る。環境マネジメントtプログラムがそれである。ここには、遠戚きれるペき  

目標や、具体的な環境対薫、そのために没入される経営費頗、プログラムの実  

施責任者及び担当者の氏名、プログラムの実施期間、などが明記されることに  

なる。   

ここにおいて、環境上の基提的フローにもとづく分析烏果にもとづく環境影  

響対濯及びそのためのコスト挙が改定されてくるのである。そこで、ここでは  

少し視点を変えて、環境上の基礎的フロー上の各項目ごとに、環境彰書対熊の  

意義を検討してみよう。  

a，環境影響項目；   

ここで発生するロストの多くは、環境影響項巨＝こおける環境影書対策コスト  

である。つまり、発生した現墳影書を事後的に削瀕するための対策コストが中  

心となって、すでに引書起こされ環境影書を排除し、現状に修復することを目  

的として行われる。タンカーの原油流出事故の際の、流出原油の回収作業等に  

かかるコストを考えればよい。   

この例からもわかるように、このような環境影響対集は、刃厳に、美大な金  

額になる可能性があるばかりでなく、対策モのものをいっも立てられるとも限  

らないのである。例えば、大気中へ拡散した揮発性物質のような場合では、い  
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ったん拡散した揮発性物質をどうこうできるものではない。あるいは、特定フ  

ロンについても同様である。大気中に排出された特定フロンガスを回収してオ  

ゾン層を守る、というような対策は、現在のところ不可能である。   

したがって、環境影響項目における対策は、特定の環境汚染故事に対して緊  

急避難的に実施されることが多いと考えられる。   

そこで、ここにおける実質的な環境影雪対策コストは、実際の発生額ではな  

く、予憩される発生額、つまり、万が一環境事故等が発生した掛こ想定される  

コストを検討するために用いられるのが通常であろう。いわば、環境関連リス  

クのための対策コストを算出することになる。となると、ここで算定されたコ  

ストを使って、環境影書を発生させないようにすることにもっとも注意が向け  

られなければならない。   

そのための手法として考えられることは、この環境上の基礎的フロ巨一の因果  

連鎖を辿ることで、環境影響をもっとも引き起こす可能性の高い活動を発見し、  

ここで想定された環境関連のリスク対策コストを配賦し、その活動における環  

境上の危険性をコストを通じて明らかにし、そのコストの削減を図るために、  

巣務の改善や予防捨置を講じていく、というやり方である。コストを環境上の  

注意喚起情報として用いているのである。   

他方、もう一つの手法としては、環境上の基礎的フローの因果連鎖毘辿るこ  

とで見出した環境影響をもっとも引き起こす可能性の高い活動について、そこ  

での予防対策コストの予算規模を、ここで推定された事後的な修復コストと比  

較しながら決定していく、というやり方である。吉川【1996］では、ゼロベース  

予算モデルを用いて、企業目標の実現のために重要な兼務ないしアクティビテ  

ィには積極的に予算をかけ、重要度の低い業務やアクティビティには予算を認  

めない、という瞭点思考ないしゼロ思考の予算管理を提案している（吾川【199  

61pp．149－157参照）。この考え方を応用して、環境上の予防対策コストを重要  

な対韮であることを環境方針及び環境目的等から導善、経営上の優先事項とし  

て積極的な予算配分を認めてもらう、ということもできよう。   

その場合の意患決定のために、コラントーニ・モデルを利用して環境マネジ  

メント・プログラムの有効性を検潮していくことも可能である。第三章で提案  

したように、環境マネジメント・プログラムとコラントーこ・モデルとを組み  

合ゎせてここに応用することが可能なのである。すなわち、環境マネジメント  

・プログラムを実施した場合と、しなかった場合の比較を行うフォーマットと  

して、コラントーニの拡張損益計算書モヂルを利用する。あるいはまた、環境  

影響対策を物量タームで表示し、それを損益計算と綾び付けることで、コラン  

トーこ・モデルの多元損益計算書を応用することもできる可能性がある。  
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しかしながら、このような手法を通じて判明することは、いずれにおいても、  

この環境影響項目だけでの対策に止まっていては何もできない、ということで  

ある。この環境影響項目は、次の活動項目での対策と結び付けられて、はじめ  

て意義をもつと考えてよかろう。  

b，活動項目；   

活動項目では、活動への環境負荷要素のインプット側の考察と、活動から排  

出される環境影響についてのアウトプット側の対策を検討することによって、  

活動の見直しや集務内容の改善などを行い、環境影響の発生を抑止することが  

できる。   

一掛こ、多くの企業事例において、環境対策が業務の見直しやコストの削減  

に結び付いたという報告がなされる場合、その多くは、ここの活動項目での対  

策を採ったことによる。   

活動項目のアウトプット側での対策が、複数の藻境影響勘定と抵び付いてい  

た場合、活動項目における対策の効果ほ、それら複数の環境影響項巨＝こ汝及的  

に広がることが推定される。前述の図表10．において、廃棄物処理工程の段  

階でとられたダイオキシン対策が、大気中へ放出されるダイオキシンのためだ  

けではなく、水系や土壌へのダイオキシン汚染を防ぐ対策になっていることに  

も注意を向けるペきであろう。   

また、活動項目が、捜数の活劇項目の連環を形成している場合には、一つの  

清動項目における対策の効果が、他の活動項目に波及することも考えられる。  

例えば、両面コピーの推進縫、コピー用紙の障貿皇を減らすだけでなく、廃棄  

されるコピー用紙皇にも影響を与え、さらに、複写機の選定、保管資料の体欄  

の鮨師こよる保管スペースの実質的な拡大、など、いくつもの活動に影響虐与  

え、新たな効果を生み出す。このすべてが、環境にかかわるというわけではな  

いが、活動項月と環境影響項目との閣だけではなく、活動項目と活動項目の間  

の連鎖関係にも目を向ける必要がある、ということである。   

このような因果連鎖を辿ることで、環境上のリスクを発生させている活動や、  

必要な措置を講じていないばかりに、いたずらに環境上のリスクを増幅させて  

いる活動が明らかになる。こうした活動を極力廃し、あるいは改善することで、  

環境影響の発生を抑止することができるのである。   

また、環境マネジメント・プログラムの策定によって決められた環境影響対  

策の実施のための、具体的な対策予算の配分に関しても、この活動項目におけ  

る環境影響と密接な関連を有する活動に配分していくことがで善ることは、前  

項で述ペた遜りである。  
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c．環境負荷要素項目；   

活動項目のインプット側の対策は、環境負荷要素項目における対策である。  

この環境負荷要素項冒に対する対策で、もっとも有名な事例が、電力発電にお  

いてみられる大気汚染等の公寄対策であった。発電のために用いられる燃料巷  

石炭や石油から天然ガスに転換することによって、発電から発生する排出ガス  

をよりクリーンなものにし、大気汚染対策に大きな貢献をしたのであった。   

このように、そもそもの環境負荷要素を耕することによって、業務の改善や  

ひいては環境影響の発生を抑止するという対兼は、企業の生産プロセス全体を  

改革することにもつながる可能性がある。その一方で、もう少し簡易な環境対  

策としては、「グリーン調達」として知られるように、原材料の選定に際して、  

より環境影響の少ないものを購入していこうという活動もある。   

いずれにせよ、どのような対策を採るのかについては、環境マネジメント・  

プログラムの中で明記され、その具体的な方法を、環境方針、環境目的及び目  

標に照らしながら検討されることが重要なのである。  

（4）実施：   

環境マネジメント・プログラムを実施していく過程である。すなわち、環堵  

影響対策については予算の執行がなされる段階である。   

この段階で行われる環境関連の活動は、従業員のための環境教育や、内外の  

利害関係者とのコミュニケーシヲン、環境関連の文書の保管や更新、運用管理  

などの管理手続、などである。   

このように、この段階で発生するコストの多くは、環境影書管理コストに属  

するものが多い。したがって、先に述べたように、擾墳影響管瑚コストとして、  

明確にし得るものについては、それぞれの環境関連活動に跡づけていくことが  

可能で基本である。けれども、唖味なものについては、無理に環境影響管理コ  

ストの申に組み込むことよりも、経営全体の観点から見て、全体的なマネジメ  

ントの申でのコスト管理を考えていくことのはうが、実際的な対応といえるの  

ではないかと考える。  

（5）測定及び評価：   

環境規制・環境基準への適合や、環境マネジメント・プログラムの進捗状況  

などを把握するためにおこなわれる。環境監査もこの申に含まれる。   

ここでは、環境監査などのための評価コストや実態把握のための調査コスト  

などが発生するものと患われる。これらはいずれも、環境影響管領コストに分  
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顆されるものと考えられる。そして、ここで発生するコストのほとんどは、E  

MSを運用するためのコストであると想定されるので、環境コストの分類上の  

扱いに因るものは少ないと考えられる。   

むしろ問題は、環境マネジメント・プログラムに策定された環境影響対領コ  

ストないし、キ填影響対策予算の執行状況についての分析であろう。基本的に  

は、環境目的及び目標、ならびに環境マネジメント・プログラムに予定された  

目標達成度に照らし合わせて評価されることになり、そこに計画との差異が発  

生していれば、差異分析ならびに原因調査が行われることになる。そして、そ  

の分析枯果は、経営者に報告されて、計画や予算の見直しや、業務遂行方法の  

改善、場合によっては環境目的及び目標の見直しがなされることもある。ここ  

での業績評価基準をどのように策定していくのかということも、重要な課題の  

一つであるといえよう。  

（6）見直し及び改善：   

経営者による環境マネジメント全体の見直しが行われる。この見直しは、継  

続的に行われることが重要である。環境マネジメントは、自分自身の活動を、  

自分自身で改善していくことにその本質がある。自己言及のなかで貌明したよ  

うに、こうした継続的改善が自己変革の途を切り開き、新しい未来への橋渡し  

をしてくれるものと考える。  

以上のような一連のプロセスが、EMSにもとづく会計的アプローチの概念  

的な形態といえよう。  
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3．製品に関する会計モデルの基本型   

本節では、環境マネジメントの対象として2つに分離した環境に影響を与え  

る「活動」と「製品またはサービス」のうちの「製品またはサービス」につい  

て、その基本的な会計モデルを検討することとする。  

3－1製品ライフサイクル  

環境マネジメントにおいては、製品については、そのライフサイクルを考え  

ることが基本であった。「ゆりかごから墓場まで」という言葉で言い表される  

ように、製品の原料援助から生産、流通、使用、リサイクル及び廃棄に至るま  

での全段階を視野に収めることが必要であった。   

このライフサイクルを、使用段階を中心にして簡略化して記述すると、次の  

図表11．のように表すことができる；  

図表11．製品ライフサイクル簡略図  

＜リサイクル＞  
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ここでは、使用段階を中心において、その左側を＜生産プロセス＞とし、右  

側を＜廃棄プロセス＞とする。再利用（reuse）は、廃棄プロセスから使用段階  

への還流とし、リサイクル（recycle）は、廃棄プロセスから生産プロセスへの  

還流としている。   

よく言われる「循環型経済社会」というのは、右端にある自然と左端にある  

自然とを一つにまとめてループ状にしたものをいう。したがって、基本的には  

この図と変わるところはない。   

ここにおいて、この図表11．から、生産プロセスと廃棄プロセスについて、  

次のことがいい得る；  

生産プロセス：「自然（原材料）」を投入（input）して、  

「製品」を産出（output）するプロセス  

廃棄プロセス：  「製品」を投入（input）して、  

「自然（廃棄物）」を産出（output）するプロセス  

廃棄プロセスにおいて、〟自然（廃棄物）の産出● というのは、多少奇妙な  

言い方ではあるが、生産プロセスとの対比を明確にするためには、このはうが  

わかりやすいと考える。ちなみに、廃棄プロセスにおける再使用やリサイクル  

は、生産プロセスにおける副産物と同じだと見撤しておけばよい。   

このような生産プロセスとの対比によって、廃棄プロセスも生産プロセスと  

パラレルな恩考方法で考えていくことができることが明らかになったであろう。  

例えば、生産プロセスにおける 一生産効率の改善’は、廃棄プロセスにおける  

‘廃棄効率の改善”と考えることができる。生産プロセスにおける‘生産活動  

の価値連鎖”は、廃棄プロセスにおける 一廃棄活動の価値連鎖’と考えること  

ができる。そして、生産プロセスにおける‘製品の品質’の問題は、廃棄プロ  

セスにおける‘廃棄物の品質（つまりは環境の質）’の問題と考えることがで  

きるのである。   

ただし、この両者には、決定的に逢う点が存する。それは、生産プロセスで  

産出された製品は販売して利清を得ることができるのに対して、廃棄プロセス  

で産出された自然（廃棄物）は、一部のリサイクル品や再加工品を除いて、販  

売して利潤を得ることができないことである。したがって、廃棄プロセスで発  

生した支出は、すべて使用者や生産者の方に還流してくる。廃棄プロセスで発  

生した費用は、結局は、すべて使用者や生産者の負担となる。その意味では、  

廃棄プロセスでは、産出した自然（廃棄物）を使用者や生産者に 一版売’して  
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いるということもできるのかもしれない。   

また、全体経済の観点から見たときには、生産プロセスが“付加価値の生産－  

プロセスであるとするならば、廃棄プロセスは、生産によってもたらされた付  

加価値を用いて廃棄をしていくという意味で、“付加価値の消費’プロセスで  

あるともいえるのかもしれない。通常、前者は －動脈重美’と、後者は 一静脈  

産業’と、呼ばれている。  

3－2廃棄プロセスの分析  

ここでは、製品の廃棄プロセスについて、もう少し辞しく見ていくことにす  

る。図表12．は、廃棄プロセスについて概念的に図示したものである。すべ  

てのフローは、物量タームで示されている。   

使用され、廃棄された製品はまず、回収され、ついで分別段階に送られる。  

分別段階では、再使用される分別品Aと、さらに分解される分別晶Bとに分か  

れる。分別品Aは分解段階へと送られ、分別品Bは再使用段階へと送られる。  

分解段階へ送られた分別品Aは分解品Ⅹと分解品Yとに分解され、それぞれは、  

再加工段階と再使用段階へと送られることになる。再加工段階に送られた分解  

品Xは、再加工されて再生品として再び生産プロセスに投入されることになる。  

また、分別品βと分解品Yとは、使用段階に戻されて再度用される。そして、  

このそれぞれの殴爬では物的資源の投入と廃棄物の排出がともなう。つまり、  

廃案プロセスにおいても、生産プロセスと同様iこ、資源投入が必要であり、ま  

た、廃棄物が排出（産出）されてくるのである。そして、産出（排出）された  

廃棄物を自照に遵元することで、廃棄プロセスは終了する。   

環境問題において、製品に関するこの一連の廃棄プロセスが示唆するところ  

は明らかであろう。   

すなわち、これまでの大豊生産・大量廃棄社会においては、擬材料やエネル  

ギーなどの各種物的資源を投入して生産された製品の多くが、使用段階を経た  

後にはそのまま再利用不能資源、すなわち廃棄物として捨てられてきた。これ  

が今月における環境破壊の元凶のひとつとなっでたのであった。そこで、でき  

る限り再利用不能資源（廃棄物）を減らして再利用可能費源（再使用品ないし  

リサイクル品）を増やし、その再利用可能費源を再び生産プロセスや使用段階  

に還流させることで、リサイクル・再利用を基調とした循環型社会を建殺する  

ことが必要である、との主張が出て登たのである。そして、その循環型社会の  

ひとつの究極の姿として、ゼロ・エミッション社会、すなわち、再利用不能資  
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頗（廃棄物）の排出を全廃した社会の建設が提唱されるに至ったのである。   

他方、もうひとつの別の見方は、資源の枯渇性の観点からみるものである。  

すなわち、エネルギーの産出に投入される化石燃料に代表される枯渇性資源は、  

廃棄プロセスの各段階を見れば明らかなように、生産のみならず廃棄のプロセ  

スでも利用きれていることから、生産から廃棄に至るまでのプロセス全体を見  

通したエネルギー貴意の利用を考慮すべきである、というものである。例えば、  

コジェネレーションに代表されるようなエネルギーの多角的・多面的な利用方  

法の考案を通じて、エネルギーの有効利用（ないしは省エネ）を図るものがあ  

げられる。あるいは、エネルギーを消費する工程そのものを見直して、より一  

層エネルギー効率のよい資源や環境負荷の発生の少ない素材、いわゆる■エコ  

マテリアル’（山本［1g95］参照）を積極的に使っていこうという方向も提唱さ  

れている。こうした見方の延長線上に、易分解性設計とかり′く－ス．エンジニ  

アリングといった考え方の重要性が指摘されている。   

このような廃棄プロセスに関して、具体的な制度改革が、近年なされたので  

あった○平成7年に制定された「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進  

等に関する法律（容器包装リサイクル法）」がそれである。この法律では、消  

費者、自治体、草葉者ごとの役割分担を定め、消費者においては分別排出を徹  

底し、計治体に対しては分別収集・保管の責任を負わせ、事業者には使用量や  

製造量に応じた再商品化の義務付ける、という仕組みを採用している。この流  

れを、先の表12．にあてはめて説明すれば次のようになる。   

消費者においては、回収段階のインプットにおける分別排出を徹底する。   

自治体においては、回収段階と分別段階を担当することとする。   

事業者においては、それ以降の全段階について、使用豊や製造量に応じた責  

任をもつことにする。  

ただし、廃棄物の処動こ関しては、自治体と事業者とがそれぞれの段階で実施  

することになる。また、東京都が主張する一束京ルールーでほ、事業者も回収  

段階から参画することを求めている。   

いずれにしても、このような役割分担は、容崩包装廃棄物の減量化やリサイ  

タルについての協力、あるいは現状の実掛こ関する共通の鐘解がな灯れば成り  

立つものでは削、。それぞれの主体の積極的な協力や理解が射ナれば、せっか  

くのシステムも歯車が噛み合わなくなっで実質的な効果を上げられなくなる可  

能懐が高い。近年の古紙回収のいきづまりは、単に再生紙の利用が広がらない  

という問題だ卵ヰ理由ではなく、消費者、計治体、そして、回収業者や製紙業  

者をも含めた事業者の、それぞれの主体のちぐはぐな行動の結果と見ることも  

で馨るであろう。  
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そのように考えてくれば、ここに示した製品の廃棄プロセスが提示されるこ  

との重要性が理解されてくる。なぜならば、この廃棄プロセスの一連の流れが  

認識されるようになれば、主体閤の垣根を越えた視点を与えることが可能とな  

ってくるからである。それぞれの主体が、時には協同し、時には互いに競いあ  

って環境問題に取り組むためには、それぞれの主体が共有し得る共通の視点が  

必要である。環境マネジメントにおいては、活動と製品又はサービスとを分＃  

したのであるが、この分概して考察することの必牽性は、マネジメント対象と  

なる活動と製品またはサービスの性質の速いということのはかにも、このよう  

な主体間を横断するような視点を、製品やサービスを通じて提供することにも  

存在するのである。  

3－3環境上の基礎的フローとの関係  

（1）製品対象の環境マネジメントの意味   

製品の廃棄プロセスが、回収段階から廃棄段階にいたるまで、それぞれの主  

体によって運営されていることは、明らかにされたものと患われる。すると、  

環機影轡欄、このそれぞれの段階で、各主体の活動において発生していること  

になる○ したがって、マネジメントシステムの観点からすれば、それぞれの主  

体におけるEMSの運用が眉ちんとなされ、それにもとづく環境影響対策が十  

分に施されていればことさら問題とするようなことはない、ということも一応  

はいい得る。   

けれども、環境マネジメントにおいて、活動と製品又はサービスとを分離し  

たのは、製品そのものが原因となって引き起こす環境影響があることに着日し  

たからであった。先の廃棄プロセスで考えてみよう。   

一連の廃棄プロセスにおいて、（廃棄）製品は一所与－のものとして与えら  

れていることは明らかであろう。各段階でのそれぞれの主体は、与えられた製  

品ないしほその構成部分に対して働善かけ、それぞれの作業を行っているので  

ある。したがって、彼らがどんなに環境影響に配慮しようとも、そもそもの製  

品それ自体に重大な環境影書を引き起こす物質等が含まれていたのであれば、  

彼らとしても対処できることには限界がある。その典型的な事例を、オゾン層  

破壊物質としての特定フロンに求めることができよう。   

冷蔵庫や自動車のクーラーなどに用いられていた特定フロンガスは、それら  

の製品の廃棄処分の段階で大気中に放出され、それがオゾン屠の破壊の一因と  

見傲されたのであった。そのための対策としては、廃棄処分せする掛こフロン  
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ガスを回収するという案が出されたのではあるが、現実問題として、すべての  

廃棄処分場ですべてのフロンガスを回収することは困難であり、また、回収し  

たとしても、それを再利用するためには大きなコストがかかることから、結局  

は、オゾン層破壊を引き起こさない代替フロンの開発に対策の流れは向いてい  

ったのであった。もっとも、新たに開発された代替フロンも、オゾン層は破壊  

しないものの、きわめて高い温室効果を持つことから、今度は地球温暖化の一  

因として懸念されている。   

このことからも明らかなように、廃棄プロセスにおける事業者の努力にも限  

度があり、実効性のある環境影響対策を行おうとすれば、環境影響を引き起こ  

す製品そのものを見直し、製品に内在している環境負荷要素そのものを改善し  

ていかなければならない。ここから、製品に対する環境マネジメントの視点が  

必要となってくるのである。   

その一方で、これまでは廃棄プロセスに焦点を当てて論述してきたのである  

が、生産プロセスにおいても、製品に直接組み込まれる環境負荷要素に起因す  

る環境影響を分析することが可能である。前節の活動分析においては、企業の  

活動一般について、そこから発生する環境影響を環境上の基礎的フローに関連  

付けて理解したのであるが、その中には、製品に組み込まれる原材料く環境負  

荷要素）に由来する環境影響も存在している。それら原材料（環境負荷要素）  

を、生産プロセスから廃棄プロセスに至るライフサイクルの観点から、環境影  

響に関連付けていくことがで書るのである。   

このような観点に立脚することで、製品の生産から廃棄に至までのライフサ  

イクルサイクルに視野に収めた環境影響分析をすることができる。  

（2）環境上の基礎的フローへの位置付け   

製品に対する環境マネジメントの必要性が明らかになったことで、次に、本  

稿の提案した「環境上の基礎的フロー」との関係を明らかにする必要がある。   

先に見たように、環境上の基礎的フローは、環境影響項目、活動項目、環境  

負荷要素項目の三つの物質タームの項目達磨削こよって構成されている。そして、  

前述のように、製品に関する環境マネジメントにおいて問題なのは、製品それ  

自体に内在する環境負荷要素である。したがって、環境上の基礎的フローのな  

かの環境負荷要素項目が製品由来のものであることが明かにされる必要がある。  

そこで、これを「製品安乗項目」と名づけ、次のような項目連鎖を構成するも  

のとする（図表13，）。  
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図表13．に示されるような、環境上の基礎的フローを作成することによっ  

て、製品にインプットされた環境負荷要素が、活動項目を通じて環境影響を引  

き起こすまでの一連の流れが理解されるようになる。のみならず、活動項月を、  

例えば、廃棄プロセスの各段階にあてはめて理解していけば、製品にインプッ  

トされた環境負荷要素が、回収・分別・分解・再加工・再利用やリサイタル、  

そして廃棄の各段階のどこで環境影響を発生させているのかを明らかにするこ  

とができる。   

こうした分析によって初めて、環境影書を削減するための有効な手立て巷考  

え得ることになる。  

3－4製品に関する会計的アプローチ  

（1）製品原価への志向   

このように環境上の基礎的フローにもとづく分析ができると、それぞれの段  

階で発生している環境影響に対する環境影響対策コストを算出することが基本  

的に可能となる。   

製品生産者においては、かかる環境影響対儲コストを考慮にいれて、製品の  

ライフサイクル全般にわたるコストを検討することが望ましい。上記のように、  

他の事業主体によっておこなわれる廃棄プロセスにおいて発生しているコスト  

であっても、上記のような製品に関する環境上の基礎的フローによって、製品  

に由来する環境影響であると認められてくれば、製品廉価に跡付けることも考  

えられるようになってくる。   

もちろん、このことは、廃棄プロセスだけにおいて問題となることではなく、  

生産プロセスにおいてもあてはまる。すなわち、生産プロセスにおいて、生産  

のそれぞれの段階において、どのような環境負荷要素が製品に組み込まれてい  

るか分析することができる。そうなれば、環填負荷要素が製品に組み込まれる  

際に先生する環機影曹を分析していくことにより、それまでは生産活動に関す  

る環境影琶対策コストとして認議されていたコストであっても、製品に跡付け  

ることが可能であるコストを発見することができる。   

また、活動項目における製品によって橋渡しされた活動の連関を考えれば、  

廃棄プロセスにおける環境影響の発生と関連を有する生産プロセスにおける活  

動を識別することも可能となる。つまり、製品を舞台にした生産活動と廃棄活  

動の価値連鎖應辿ることにより、単に製品に由来する環境影響対策コストを製  

品に跡付けるような製品原価計算を志向するだけではなく、製品を介在させた  
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業務改善に寄与することが可能となる。   

このように、活動に対する会計的アプローチと、製品に対する会計的アプロ  

ーチとが交差する場面は、業務の改善機会と製品原価の削滴機会との両方を示  

しており、環境マネジメントにもとづく会計のアプローチならではの、もっと  

も優れた長所であるといえよう。また、そうした場面を発見していくためにも、  

環境マネジメントにもとづく会計的アプローチが必要なのである○   

もっとも、より実務的なレベルになれば、これまでにも粕漬してきたように、  

環境影響対策コストをどのように測定するのかといった問題が出てくる○また、  

実際の製造コストと推定されたコストを同一次元で扱うことの是香の聞温も出  

てくる。実務レベルでの具体的な議論をまつことになろう。  

（2）環境マネジメントへの志向   

本掛こおいては、これまでにも何度も議論してきたように、環境マネジメン  

トを基本とする会計的アプローチを検討してきたのであるから、製品ライフサ  

イクルを基礎とした正確な製品原価計算をおこなうことに焦点を当てているの  

ではない。むしろ、先に楷摘したように、活動に対する会計的アプローチと、  

製品に対する会計的アプローチとが交差する場面が、業務の改善機会と製品原  

価の削減機会との両方を示しているということに着目してほしいのである○こ  

うした情報は、ここで示したような帝墳マネジメントにもとづく会計的アプロ  

ーチならではのもっとも優れた分析手法であることを認識することが、一番の  

ポイントなのである。   

本稿の冒頭で示した環境自書［1997，8］は、われわれが地球瑞境の意化に気付  

いてもさながらも、なにもなすすべもなく放置していることを危機的状況といっ  

た。たしかに、地球全体の観点から、人類の営みを観察すればそういうことに  

なるであろう。けれども、われわれ自身が、われわれの引垂起こしている環境  

影響をわれわれ自身の手でなんとかしようとすれば、環境影響を引き起こして  

いる活動と製品との改善を一度に楷し示しているような分析総果を得られるこ  

との意義はきわめて大きいと考えられる。   

そしてまた、このような観点から考えてくると、例えば、省エネ対策が環境  

影響対策の申に占める重要性は、非常に高いことが明らかになる。省エネ先進  

国との異名をとったわが国においては、いまさら省エネなんて、という感覚が  

ある。けれども、環境上の基礎的フローにのっとって考えれば、省エネlこよっ  

て効果をあげ得るものは、単に企業活動の現場での光熱費を削減するだけでは  

ない。エネルギー消費量の削減は、温室効果を持つCO2の排出抑側につなが  

って地球温暖化の防止に貢献するだけで時なく、化石燃料に代表される枯渇隆  
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資源の使用を抑制することもできる。さらに、ライフサイクルを考慮した省エ  

ネ型の製品開発を押し進めるのであれば、製品それ自体の発生する環境影響を  

削減するだけではなく、かかる製品が普及することによる温室効果ガスの排出  

抑制は、製品の普及した数だけ波及的な効果を持つことになる。と同時に、廃  

棄プロセスのための視点が製品開発の中に組み込まれることになる。このこと  

は、従来のような生産及び使用段階だけを念頭に置いていた製品開発ではなく、  

環境配慮型の新たな設計思想と生産プロセスに鋳び付いて、これまでとほ遵っ  

た製品を生み出す可能性も出てくる。このことは、なにも真新しい製品を作り  

出すことばかりをいっているのではない。従来からある製品や使用されている  

製品を、メンテナンスの隙に省エネ型の部品に取り替えたり、一部を改良した  

りして、既存製品を管理・維持していくことも含まれている。   

こうした対応を採るための基せ的庵データを提供するための手法の一つとし  

て、環境マネジメントにもとづく会計的アプローチの意義が認められるのであ  

る。環境上の基礎的フローにのっとった環埴影響及び工程（活動）、環境負荷  

要素の分析は、このような観点から考えられなければならないのである。  

（3）財務会計的表現の可能性   

上述のような、マネジメント・レベルのアプローチとは異なって、財務会計  

的な表現も可能であることを指摘しておく。   

図表14．は、図表12．をベースにして、それぞれを資産評価可能である  

との前提のもとに、勘定の流れを形成してみたものである。   

従来であれば廃棄物として捨てられていた廃棄製品を出発点にして勘定科目  

の連携を試みているのであるから、当然のことながら、それぞれの勘定を′〈ラ  

ンスさせようとすれば、各勘定における個別科目がマイナスの値を採ることば  

避けようがない。ノのみならず、実際の取引価格を記入していった場合、現時点  

では、かなり現実憐れした数億が出てくる可健性もある。念のために、各勘定  

ごとに残高項目を想定して、とりあえずは、とにもかくにもバランスさせるこ  

とを可能とした   

しかしながら、これらの勘定科目を′ヾランスさせることが困難であるという  

ことは何を意味しているのであろうか。おそらくは、現在の日本の社会で、い  

わゆる静脈産業と呼ばれる産業が、経済社会構遥の申において、動脈産業のよ  

うにきちんと位置付けられていないことに一因があると考えられる。産業廃凛  

物を巡る、染着、住民、自治体の間の争い、責任のなすり合い、廃棄物処分場  

の建殴反対などの動きは、その典型的な事例であろう。この図表14．がきち  

んと措lナないということは、わが国の専業構造、経済社会構遥の歪みを反映し  
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ているといえるのかもしれない。   

しかしながら、社会全体の議論はともかくも、個別企業においては、これら  

の勘定の作成を検討する価値はあるのではないかと考える。   

再使用・リサイクルの重要性が認識され、再生品や再利用品の信頼性や安全  

性が高まって、それらに対する需要が増していくことは期待したいところであ  

る。あるいはまた、これまでのところは利用価値が見つけられずに廃棄されて  

いた物の再利用方法が発見されたりしていけば、売買取引や交換取引などの取  

引が成立する可能性があるであろう。例えば、神奈川県・榛東市・川崎市・横  

須賀市の各自治体では、産業廃薫物の交換情報システムを構築して、廃棄物を  

提供できる事業所と廃棄物を利用できる事業所との閤の廃棄物情報の斡旋を行  

う仕組みを檎築してい（神奈川県はか［1997］参照）。現時点では、実掛こ成立  

する取引の規模は、産業廃棄働の発生量全体からすれば微々たるものであろう。  

けれども、このような努力が穂み重ねられていけば、廃棄物処瀾コストはもと  

より、ここで示したその他の勘定科目の金額の大きさにも影響を与えることに  

なることが予想される。  

（4）財務諸表への記載の可能性   

先に示した図表14．のように、回収品・分別品・分解品・再加工品・再使  

用品・再生品・廃棄物の各勘定を設定した場合において、それぞれの科目につ  

いて売買その他の取引が成立した軌こは、財務諸表へ記載する途が開ける可能  

性がある。例えば、再生品や再利用品の価額を何らかの方法で設定できる場合  

には、これを資産として貸借対頼義に計上し、それらが売却された時点で損益  

計算を行うことが考えられよう。   

これら再生品や再利用品の利用状況を財務蕎麦において明示することで、環  

境開削こ対する企業の姿勢を詳らかにすることができ、企業と利害関係者との  

間の骨墳間頴に関する実践的なコミュニケーションの手法のひとつとして提案  

することができると考える。  
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分 解 品  
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分別廃棄物  焼却廃棄物  

分解廃棄物  

再加工廃廃物  

廉幼鳥理コスト  蕉古  



むすぴにかえて   

「会計は環境問題をどのように認識するのであろうかJ、「会計は環境問題  

の何をどのように表現するのであろうか」、という二つの問顔意濃を底流とし  

て、地球環傾問題に対する会計的アプローチを模索してきた。   

検討の方向は二つあった。一つは、地球環腰間頴とはなにか、という、地球  

環境間頴そのものの本質に迫ろうという方向であった。もう一つは、地球環境  

問題を会計で扱うということはどういうことなのかを探究する方向であった。  

前者については、地球環境問題が近代という時代的特性に本質的に深く結び付  

いていることを解明したことによって、地球環境問題を社会的現象として認識  

し、社会科学的なアプローチが重要であるという立論を展開することとなった。  

他方、後者については、環境マネジメント放念を検討することによって、われ  

われが地球に与えている影響の大きさをわれわれ自身の手で何とかできるので  

はないか、との議論になった。そして、この二つの方向の交差するところで、  

地球環境問題に対する環境マネジメントにもとづく会計のアプローチを提案し  

たのであった。   

毘境上の基礎的フローと名づけた、環境影書項目、活動項目、環境負荷要素  

項目からなる一連の物質タームの因果連鎖は、環境影書を引奮起こしている活  

動と、その発生原周とを結び付けている。これにより、環境影響対策がいかな  

るレベルで、何を対象として行われているのかが明らかになった。環境マネジ  

メントにおいては、環堵影琶毯引導起こす活動と、製品又はサ⊥ビスとを区別  

して検討したのであった。∧そして、活動に関しては価値連鎖の観点から、他方、  

製品またはサービスに関しては製品ライフサイクルの観点から、そのそれぞれ  

の因果連鎖を過ることにより、業務の改善や効率化の機会を、あるいは、製品  

原価の削減の機会を、提供できることが明かとされたのであった。この、マネ  

ジメント志向の方向と、製品原価志向の方向とが交差するところが、業務内容  

と製品原価の両方の改善機会が一度に現れている点であり、この二重の改善機  

会を発見し、注意を喚起で書ることが、環境問題にアプローチする会計のもつ、  

もっとも優れね特襟の一つであることを指摘したのであった。   

このような環境開削こ対する会計のアプローチ手法は、ミクロ・レベルのみ  

ならず、マクローレベルへの展開が可能であると考えられる。すなわち、国民  

経済計算の申の環境サテライト勘定等への応用である。  
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もちろん、本稿のなかでも示したように、国民経済計算は環境マネジメント  

における「裏」の主体、すなわち抽象的専門家システムであって、それ自体が  

マネジメントを行うことができるわけではない。国民経済計算はあくまでも統  

計であって、個々のマネジメントの主体は、そのなかに統計数値に遼元されて  

存在しているにすぎない。   

しかしながら、同時に、環境マネジメントを実効あるものとするためには、  

個々のマネジメント主体は、抽象的専門家システムとの相互行為が必要であっ  

たことも明らかにした。しかもそれは、ただ単なる必要性の指掛ことどまるも  

のではなく、近代という特性に深く根差した地球環境問題そのものから由来す  

る、絶対不可欠な条件であることも明らかにした。個々のマネジメント主体に  

とっては、地球翠填問題は、抽象的専門家システムなくしてはその存在自体を  

認識することすら困難な問題であった。   

したがって、ミクロ・レベルでの議論と、マクロ・レベルでの認識とが、相  

互に影響し合い、融合していくような相互作用を披きにしては、地球環境問題  

を語ることはできないのである。そして、そのような観点から、地球環境問題  

に対する会計のアプローチを観察すると、環境マネジメントそのものをマクロ  

・レベルにい重なり連用するのではなく、環境マネジメントにもとづく会計の  

アプローチ手法をマクロ・レベルの国民経済計算に応用することならば可能で  

はないかと考えられるのである。   

もちろん、国民経済計算への応用可能性虐確かなものとするには、そのため  

の実証的研究が欠かせない。したがって、環境マネジメントにおけるマネジメ  

ント主体についての会計的アプローチを展開してきた本稿の議論からは、直ち  

にマクロ・レベルへの応用が導き出される、というものではない。本横におけ  

る議論と、国民経済計算における環境問題の扱い方の間には、相互にかかわり  
あい、融合していくまでに、越えなければならないハードルが数多く存在する  

であろう。ミクロ・レベルとマクロ・レベルの連携の必要性が認濃されるとい  

うことは、遂にいえば、その実際的な具体的な理論モデルを構築するまでには  

数多くの課題を検潮することを必要とする、ということを意味しているのかも  

しれない。   

しかしながら、その手立てがまったくないとは患っていない。本稿で提案し  

た環境上の基礎的フローのもつ基本構造は、マクロ・レベルの議論にも役に立  

つと考えている。   

その一つの例は、国のレベルでの環境影響対策を行おうとする場合である。  

例えば、地球渥層化防止のためのCO2排出量削減のための対策である。環境  

自番では、CO2排出源分析ならびにエネルギー消費量分析等のさまぎまな検  
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証を行っている（環境自書【1997，a］pp．56－140）。かかるデータを本稿で提案  

した環境上の基礎的フローの因果連軌このせて表現するのであるならば、環境  

影響（この場合はCO仁排ぬ）を引き起こしている活動と、その発生原因とを  

絶び付けて観察することが可能となってくる。環境影響についての、かかる因  

果連鎖が明擢になれば、そのそれぞれの項目ごとの対策の策定や有効性の検証、  

さらには、それらの対策の波及効果の分析が可能になる。こうした基礎的なデ  

ータが、環境サテライト勘定において、環境対集を記述する際に役に立っので  

はないかと考えられる9   

もう一つの例は、固のレベルでのマテリアル・フローの分析においてである。  

環境白書では、わが歯におけるマテリアル・′くランス（物質収支）の総体を分  

析している（環境自書【19汎a】pp．178」85）。そのほか、有着物質に掬しては、  

個別の物質ごとのマテリアル・フローも作成している。鉛（同【19汎8】p．208）  

やカドミウム（固【1997，a］p．207）、さらには廃棄物に関する処理フローの分  

析を行っている（同【1997．a】押，1召8－193）。このような、物質レベルでのマテ  

リアル・フローが明確になってくれば、各種曝蟻影響との結び付きを環境上の  

基礎的フローを用いて義理することが可能となる。そうなれば、物質レベルで  

はうまく表現できなかった会計的評価を、環境影響対策の観点から、試みるア  

プローチにつながる契機を見出すことができるようになってくる。   

このような可能性を見出すことで、ミサロレベルの議論とマクロレベルの議  

論が結び付いてくる。そうなれば、ミクロ会計とマクロ会計とは、データの集  

軌こよる結び付きめほかに、会計的手法のレベルでの共通性を考えることがで  

きるようになる。   

このような、ミクロ会計とマクロ会計の連環の可能性を、将来に向かっての  

課題として指摘することで、本稿の鈷びとする。  

以  上  

、－  
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